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¸ 各電源のコスト面での特徴や構造を明らかにし、どの電源に政策の力点を置き、どうバランスを取るか
2040 エネルギー政策の議論の参考にするもの

¸

「モ
デルプラント方式」の検証

ṕ「統合コストの一部を考慮した発電コスト」Ṗも検証

【①モデルプラント方式の発電コスト】

¸ 2023年時点ṕ Ṗ 2040年時点ṕ Ṗ発電設備
を新設・運転 kWh当たりのコストを一定の計算式に基づき試算

立地制約等を考慮せず 機械的に算出 ṕ
Ṗ

【②統合コストの一部を考慮した発電コスト】 ※委員報告を踏まえて検証

¸

電力システム
全体に追加で生じるコストṕ Ḳ Ṗ ṕ

kWh Ṗ

¸

概要

発電コスト検証の位置づけについて
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【モデルプラント方式の発電コスト】2023年の試算の結果概要

ể. 2040年に向けたエネルギー政策の議論の参考材料

Ễ. 2023年 発電設備を新設・運転 kWh当たりのコスト 一定の前提で機械的に試算 ṕ既存設備を運転するコストではないṖ

ễ. 現実に発電設備を建設 発電コストだけでない様々な条件（立地制約・燃料供給制約等）が勘案され、総合的に判断

電源 太陽光
(事業用)

太陽光
(住宅用)

陸上風力
洋上風力

(着床)
中水力 小水力 地熱

バイオマス
（専焼）

原子力
LNG
（専焼）

石炭
（専焼）

石油
（専焼）

ガス
コジェネ

LCOE
 (円/kWh)

政策経費
あり

10.9 14.5 16.3 30.9 13.0 26.6
16.1
❘

16.8
32.9 12.6~ 19.1 24.8 43.8

15.8
❘

16.9

政策経費
なし

10.0 14.0 12.1 21.1 10.3 21.7 10.9 31.4 11.2~ 19.1 24.7 43.8
15.8
❘

16.9

設備利用率
稼働年数

18.3%
25年

15.8%
25年

29.6%
25年

30%
25年

54.7%
40年

54.4%
40年

83%
40年

87%
40年

70%
40年

70%
40年

70%
40年

30%
40年

72.3%
30年

自然変動電源

( ) ( )
( ) ( )

LNG
( ) ṕ Ṗ ( )

Ṍ

ᾁ Ὣᴮψʺ σ Ϭ Ὧ Ϭ― δγτ ṛτ
ὺ ΰ ṍḧ֫ ΰθ ›χˮ ЀІЕ˯χ♯▄ ʻ
Ϭכ◦├ τ βϥϓΦ Ϟᴣᶊ ρϜԁ ΰσΜʻ

-8.8

ṕ ểṖ IEA World Energy Outlook 2024 ṕSTEPSṖ CO2 EU-ETS 2023 CIF
ṕ Ṗ

ṕ ỄṖ WG
ṕ ễṖ  ṕ ỆṖ CO2 WEO

CO2

ὺ ʾ ᴥ ӗ ├ 1,000ᴑד
♁ ͎
Ⱨᾮ ʾ ͍ ד
™ ẉόMOX ᴥῬ ͎

˴1.0
+0.1

˴0.004˙0.01
˴0.6

ᾖ◓ χḇ ˢד/kWhˣ

Ṍ
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【モデルプラント方式の発電コスト】2040年の試算の結果概要

ṕ 1Ṗ CO2 CO2 IEA World Energy Outlook  2024 ṕWEO2024Ṗ
ṕSTEPSṖ EU ṕAPSṖ

ṕ 2Ṗ WEO2024 STEPS CO2 WEO2024 EU STEPS CCS CIF
ṕ Ṗ

ṕ 3Ṗ WG
ṕ 4Ṗ ṕ ệṖ  ṕ ệṖ CO2 WEO

ể. 2040年に向けたエネルギー政策の議論の参考材料

Ễ.2040年 発電設備を新設・運転 kWh当たりのコスト 一定の前提で機械的に試算 ṕ既存設備を運転するコストではないṖ

ễ.2040 試算の前提を変えれば、結果は変わる

Ệ. 現実に発電設備を建設 発電コストだけでない様々な条件（立地制約・燃料供給制約等）が勘案され、総合的に判断

LNG

電源 太陽光
(事業用)

太陽光
(住宅用)

陸上
風力

洋上
風力

(着床)
中水力 小水力 地熱

バイオ
マス

(専焼)
原子力

LNG
(専焼)

LNG
(水素
10％
混焼)

水素
(専焼)

石炭
(ｱﾝﾓﾆｱ
20%
混焼)

アンモ
ニア

(専焼)

CCS付
LNG
火力

CCS付
石炭
火力

ガスコ
ジェネ

LCOE

 (円

/kWh)

政策経

費あり

6.9
❘

8.8

7.8
❘

10.6

12.6
❘

14.5

13.5
❘

14.3
12.9 26.5

16.1
❘

16.8
32.9 12.5~

16.0
❘

21.0

16.9
❘

22.3

24.4
❘

33.1

21.1
❘

32.0

21.0
❘

27.9

17.1
❘

21.1

26.6
❘

32.3

16.5
❘

17.5

政策経

費なし

6.6
❘

8.4

7.6
❘

10.4

10.1
❘

11.6

9.5
❘

10.1
10.3 21.7 10.9 31.4 11.2~

15.9
❘

20.9

16.8
❘

22.2

24.3
❘

33.0

21.0
❘

31.9

20.9
❘

27.8

17.0
❘

21.0

26.5
❘

32.2

16.4
❘

17.4

設備利用率
稼働年数

18.3%
25年

15.8%
25年

29.6%
25年

40.2%
25年

54.7%
40年

54.4%
40年

83%
40年

87%
40年

70%
40年

70%
40年

70%
40年

70%
40年

70%
40年

70%
40年

70%
40年

70%
40年

72.3％
30年

自然変動電源

( ) ( )
( )

( )
LNG
( )

LNG
( 10%

)
( )

(
20% Ṗ

( )

CCS
LNG

CCS

ᾁ Ὣᴮψʺ σ Ϭ Ὧ Ϭ― δγτ ṛτ
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Ϭכ◦├ τ βϥϓΦ Ϟᴣᶊ ρϜԁ ΰσΜʻ

-8.2

ẑ
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Ṍ
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【統合コストの一部を考慮した発電コスト】2040年の試算の結果概要

ể.

kWh ṕー LCOE Ṗ
電力システム全体に追加で生じるコストṕ Ḳ Ṗ

ṕẌ Ṗ

Ễ. 既存の発電設備が稼働する中で、ある特定の電源を追加した際に電力システムに追加で生じるコスト
LNG

ễḰ
ṕ Ṗ 試算の前提を変えれば、結果は変わる ễ

ẑ2040

ẑ

ẑ

ӦԌ♯▄Ϭ ϘΠθᾁ Ὣᴮʻ
Ϭכ◦├ τ βϥϓΦ
Ϟᴣᶊ ρϜԁ ΰσΜʻ

■A
ṕ Ệ Ṗ

■B
ṕ ệ Ṗ

ẌC
ṕ Ỉ Ṗ

LCOE

( ) ( )
LNG

( )

LNG

10% 20%

CCS
LNG

CCS

15.2
｜

36.9

18.7
｜

24.4 16.4~
｜

18.9~

18.1
｜

23.1

20.3
｜

22.3

20.9
｜

23.1

29.7
｜

30.1

19.9
｜

22.2

29.3
｜

30.3

12.5
~

19.3

27.3

20.3
19.2

27.7

14.014.5

8.4
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¸ 2040 自然変動電源（太陽光・風力）を電力システムに入れるための手法として一定程度社会実装すると想定

される技術を一定程度考慮に入れた場合

¸ 給湯器や電気自動車（EV）によるディマンドリスポンス（DR）が深化した場合

ṕ Ṗ

¸ 「蓄電池と事業用太陽光/陸上風力を併設したプラント」 ṕ Ṗ

¸ DR LCOE

こうした技術が自然変動電源を電力システムに入れるための手法として有効であることが確認

ẑ ṕDRṖ ṕ2024 5 ểṖ ṕ Ṗ

ẑ LCOE
LCOE

ẑDR ệ

ṧ
ṇ

ṧ
EV

ṧ
EV

( )

蓄電池を併設することによる効果DRが深化した場合の効果

ṧ ṧ

■

ーLCOE

（参考）【統合コストの一部を考慮した発電コスト】2040年の試算結果（DR・併設蓄電池）



（参考）2024年発電コスト検証ワーキンググループ委員名簿・審議経過

( )

   ṕ Ṗ

( )

  

    

    

   

   ṕ Ṗ

   SMBC  

     

ṕ Ṗ

   

Ẇ ể ṕ2024 ỉ 22 Ṗ Ḳ2021 ỢỒ

Ẇ Ễ ṕ2024 Ị 16 Ṗ Ḳ

Ẇ ễ ṕ2024 10 18 Ṗ Ḳ

Ẇ Ệ ṕ2024 11 29 Ṗ Ḳ

Ẇ ệ ṕ2024 12 16 Ṗ Ḳ ṕ Ṗ

Ẇ Ỉ ṕ2025 ể 24 Ṍ28 Ṗ Ḳ ṕ Ṗ

＜委員＞
ṕ Ṗ

＜審議経過＞
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【①モデルプラント方式の発電コスト】

¸ 2023年時点( ) ṕ2021 Ṗ 事業用太
陽光、住宅用太陽光、陸上風力、着床式洋上風力、中小水力、地熱、原子力、バイオマス（専焼/混
焼）、石炭火力、LNG火力、石油火力、コジェネ（ガス/石油）、燃料電池

¸ 2040年時点ṕ Ṗ ể.
Ễ.
GXṕ Ṗ 事業用太陽光、住宅用

太陽光、陸上風力、着床式洋上風力、中小水力、地熱、原子力、バイオマス（専焼/混焼）、 LNG
火力（LNG専焼・水素混焼・CCS付火力）石炭火力（アンモニア混焼・CCS付火力）、アンモニア専
焼、水素専焼、コジェネ（ガス/石油）、燃料電池

ペロブスカイト太陽電池 浮体式洋上風力

【②統合コストの一部を考慮した発電コスト】

¸ 2040年時点ṕ Ṗ 2040
事業用太陽光、陸上風力、着床式洋上風力、原子力、 LNG火

力（LNG専焼・水素混焼・CCS付火力）、石炭火力（アンモニア混焼・CCS付火力）

¸

蓄電池と自然変動電源を併設したプラント（事業用太陽光・陸上風力）

考え方

対象とする電源

ẑ 10% 20Ṿ ṕ Ṗ

ẑ 10% 50% 20Ṿ ṕ Ṗ

ẑ ệṾ ṕ Ṗ

10



考え方

モデルプラント方式について①（発電コストの計算方法）

¸日本で実際に建設された代表的な発電設備 データの平均値

等 総費用（分子）を算出 総発電電力量（分母）で割る

1kWh当たりのコストを算出。（このコストは「LCOE」（均等化発電原価）と呼ばれる）

ẑ LCOE 系統への接続費用や、系統安定化費用などは含まれていない

¸ 直近に運開した

４つの発電所のデータの平均値 FIT 定期

報告データの中央値等 典型的な発電設備を「モデルプラント」として仮想

国際的に確立した手法でありOECD、英国、米国でも用いられている

¸ 2023 2040

¸ 2040

試算の前提を変えれば、結果は変わる 経産省のHP

データを開示するとともに、電源ごとに前提を変更して試算できるツールも提供

円Ⱦἳἥἰ＝
総費用（資本費＋運転維持費＋燃料費＋社会的費用）

総発電電力量（Ë7È）

Ḳ
Ḳ

Ḳ

ḲỎỚỄ
ṕ Ṗ

Ḳ

11



考え方

モデルプラント方式について②（費用計上される個別項目）
Ẇ 資本費

Ẇ 運転維持費

Ẇ 燃料費
ṕ Ṗ

Ẇ CO2対策費用（化石燃料関係電源）、CCS費用（CO2分離回収・輸送・貯留費用）
CO2

CO2

Ẇ 追加的安全対策費（原子力）
Ệ

Ẇ 事故リスク対応費用（原子力）

Ẇ 排熱利用価値（コジェネ、燃料電池）

Ẇ 政策経費

ṕ IRRṕẑṖ Ṗ
ẑ FIT/FIP

ẑ ṕ2023 Ṗ ṕ Ṗ 12



（設備利用率）
●発電技術そのものを評価する観点 ṕ2021 Ṗ

個別に電源の設備利用率を検討
ẇ

（物価、割引率）
ẇ ṕ2023 Ṗ ṕ Ṗ

ẇ
割引率（実質）は一律３％

（為替レート）
ẇ為替は直近（2023年）の平均（141円/$） 将来に渡って変わらない
ẑ 電源ごとに割引率や為替レートを変更して試算できるツールも提供

（土地関連費）

ẇ ṕ Ṗ モデルプラン
トの建設に伴い事業者が直接負担するコスト 原則として全額計上す
る
ẑ

将来的なコストの増加分
ṕ2021 Ṗ 加味しない

考え方

モデルプラント方式について③（発電コストの計算における前提）

物価変動・将来の金銭的価値と発電コスト検証の関係

資本費ṕ Ḳ Ṗ 運転維持費ṕ Ḳ Ṗ 燃料費 足下
の費用が上昇しているものはその水準が適切に反映された諸元のデータを用いる

総費用を 割引率（実質）を用いて現在価値に換算
kWh

13



ểḰ

ṕểṖ

ṕỄṖ

ṕễṖ

ṕỆṖ

ṕệṖ

ṕỈṖ

ỄḰ

ṕểṖ

ṕỄṖ

ỈḰ

× 系統安定化費用（発電側課
金を含む）ṕẑễṖ

× 計画から稼働までの期間に要
する費用（建設中利子等）
ṕẑỆṖ

×発電設備容量の維持にかかる
費用

ỉḰ

×経済効果

×経済安全保障 ṕẑệṖ

ỆḰ202 3 2040

Ẇ 技術革新効果・ 量
産効果

Ẇ 燃料費上昇率
Ẇ CO2対策費用/ 

上昇率
Ẇ CCS費用（CO2

分離回収・輸送・
貯留費用）

ệḰ

Ẇ 政策経費
× 広告費・寄付金

ễḰ

Ẇ資本費ṕẑểṖ

Ẇ運転管理費

Ẇ燃料費

Ẇバックエンド費用

Ẇ事故リスク対応費用

Ẇ諸税

Ẇ設備の廃棄費用

× 系統への接続費用（電
源線費用）ṕẑỄṖ

Ṯ ṯ
緑色：発電事業者
青色：納税者
黄色：発電単価との直接の

関係が明確ではない
事項

ẆḲ
úḲ

¸ ṕ2021 Ṗ 発電に
関する社会的費用（政策経費、事故リスク対応費、CO2対策費用等）も含めた検証

¸

ṕẑểṖ ṕ Ṗ
ṕ Ṗ

ṕẑỄṖ

ṕẑễṖ
kW

89.47 /kW kWh 0.28 /kWh ṕ2024 Ṗ

ṕẑỆṖ
IRR

ṕẑệṖ

考え方

モデルプラント方式について④（社会的費用の扱い）

14
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（参考）割引率・事業期間についての関連情報

15
ṕ Ṗ 12 GX ể

脱炭素電源の総事業期間（イメージ）諸外国の公共事業評価における社会的割引率
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4

2

60

60

40

40

25

25

30

10

5

2

5

1

0 50 100 150ṕ Ḳ Ṗ

約80年

約100年

約60年

約60年

約40年

約30年

アメリカ（施策全般） 3.1%
10%(1972) →7%(1992)
→3.1%(2023)

カナダ 8%(3%) 10%(1976) →8%(2007)

イギリス 3.5%
5%(1975) →6%(1989)
→3.5%(2003)

ドイツ（交通） 1.7% 3%(1992) →1.7%(2016)

フランス 4.5%
8%(1985) →4%(2005)
→4.5%(2013)

イタリア 5% 5%(2001)

ベルギー
（フランダース地方） 4%

オランダ 2.25%
4%(1995) →2.5%(2007)
→2.25%(2020)

スウェーデン（交通） 3.5% 4%(1993) →3.5%(2012)

欧州連合
3%

5%(1997)
→3.5-5.5%(2008)
→3-5%(2014)
→3%(2021)

オーストラリア 7% 7%(2016)

ニュージーランド 5-6%

10% (技術指針(H16))
→8%(2008)
→4-7%(2016)

世界銀行 10-12% 10-12%(1998)

アジア開発銀行 6-9%
12%(1997)
→6-9%(2017)

ṕ Ṗ Ỉ ể ể

ṕ Ṗ 割引率（実質）は一律３％



①国内の発電活動を維持す
る上で必要となる費用

②国内の発電活動維持と
連関性の高い費用

③国内の発電活動維持と
連関性の低い費用

④国内発電活動と直接関係ない費用
又は主にエネルギーセキュリティを目的
とする費用、ダブルカウントになる費用

立地 Ṉ Ṉ Ṉ

防災 Ṉ Ṉ Ṉ

広報
（周辺地域）

Ṉ Ṉ Ṉ

広報
（全国）

Ṉ Ṉ

人材育成 Ṉ

評価・調査 Ṉ Ṉ

国際機関
拠出金

Ṉ

発電
技術開発

Ṉ Ṉ

将来発電
技術開発

Ṉ Ṉ

導入支援 Ṉ Ṉ Ṉ

資源開発 Ṉ Ṉ Ṉ

備蓄 Ṉ Ṉ Ṉ

CCS Ṉ
CCS

Ṉ
CCS

ＩＲＲ
（「固定価格買取

制度」の買取価格の
優遇された利潤）

Ṉ Ṉ Ṉ

考え方

モデルプラント方式について⑤（政策経費の考え方①）
ẇ 4 個別電源に紐付けられる①、②を政策経費として計上

16



¸ kWh 2023 2040

ü 2023 ṕ Ṗ
36 ṕ2,282 kWhṖ

ü 2040 2040
2040

予算関連政策経費の算定に用いる、各電源の発電電力量

考え方

モデルプラント方式について⑥（政策経費の考え方②）

ẑể ṕ Ṗ ṕ Ṗ
ẑỄ ṕ Ṗ ṕ Ṗ
ẑễ ṕ Ṗ ṕ Ṗ
ẑỆ LNG CCS LNG
ẑệ CCS
ẑỈ 2023 2040

電源
太陽光
※１

風力
※２

中小水力 地熱
ﾊﾞｲｵﾏｽ
※３

原子力
ＬＮＧ
火力群
※４

石炭
火力群
※５

石油
火力

ｺｼﾞｪﾈ 燃料電池

2023年度
発電電力量
（億kWh）

965 105 748 ※６ 401 2,282 3,241 2,804 716 646 21

17



考え方

統合コストの一部を考慮した発電コストについて①（発電コストの計算方法）

18

¸ ṕ Ṗ
ṕ Ḳṕ

Ṗ Ṗ

¸

ṕ「統合コストの一部を考慮した発電コスト」Ṗ
WG 委員に試算を依頼し WG

¸

【計算方法】

¸既存の発電設備が稼働する中で、ある特定の電源を追加した際に電力システムに追加で生じるコスト
LNG

2040年時点に、ある電力システムが達成
された状態 電力システム全体に追加で生じるこうしたコスト

kWh

¸ ṕ2021 Ṗ

2040年 自然変動電源の容量が４割程度・５
割程度・６割程度、の３ケースを設定

¸各電源を電力システムに入れるための手法として、今回新たに、系統用蓄電池などの蓄電池やディマン
ドリスポンス等も考慮



・資本費

・運転維持費

・燃料費
・社会的費用※1

電源別の
発電コスト

統合コストの一部を
考慮した発電コスト

・発電設備容量の維持にかかる費用

・地内送配電網の損失と運用容量

・将来的な調整力としての水素の大規模活用

・極端気象による予測誤差

・基幹送電網につなぐ費用

・基幹送電網の整備費用

今回の試算にあたって考慮した要素
発電電力量の減少

系統安定化のための調整電源（火力等）の可
変費変化（燃料種・運転効率・起動停止等）

揚水や蓄電池で蓄電・
放電することによる充放電損失 再エネの出力抑
制 電力量損失 可変費変化

③ 追加した電源自身 設備利用率の変化
LCOE 固定費変化

④ ディマンドリスポンス※2

⑤ 電力需給の時間内変動と予測誤差

今回検証に十分に含まれない要素

統合コストの一部を考慮した発電コスト

¸ Ṍ

ẑ各電源を電力システムに入れるための手法として、今回新たに、系統用蓄電池などの蓄電池やディマンドリスポ
ンス等も一定程度考慮

19

考え方

統合コストの一部を考慮した発電コストについて②（費用計上される項目）

ẑ1 ḲCO2 ṕ Ṗ
ẑ2
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目次
I.総論

1.概要
2.考え方

II.各論
1.再生可能エネルギー
2.火力発電
3.原子力発電
4.コジェネ・燃料電池
5.統合コストの一部を考慮した発電コスト



11.8
7.7

2.2

2.2

0.6

0.2

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

資本費
ṕ11.5 /kWh Ṗ
ṕ0.3 /kWh)

運転維持費

ṕ2.2 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ0.3 /kWh Ṗ

ṕ0.3 /kWh Ṗ

資本費
ṕ7.6 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ

運転維持費

ṕ2.2 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ0.2 /kWh Ṗ

ṕ0.03 /kWh Ṗ

太陽光（住宅用）発電コストṕ2023 Ṗ
政策経費あり 14.5円/kWh
政策経費なし 14.0円/kWh

※モデルプラント想定値（2023年・2040年の基本ケース）

設備容量5kW、設備利用率15.8％、稼働年数25年

太陽光（住宅用）発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 7.8~10.6円/kWh
政策経費なし 7.6~10.4円/kWh

※幅が生じる要因については次ページ参照

※IRR相当政策経費について、住宅用太陽光の調達価格・基準価格に

おけるIRRの想定値は、2023年度は3.2％としており、2023年、

2040年ともに同様の数字で計算。IRR相当政策経費は、自家消費

率等に応じて変動しうるが、便宜上、全量売電を仮定して試算した。

（基本ケース）
政策経費あり 10.1円/kWh
政策経費なし 9.9円/kWh

再生可能エネルギー

太陽光（住宅用）発電コストの内訳①

※2040年の基本ケースの前提（次ページ参照）

導入量見通し：IEA「公表政策シナリオ」

設備費の国際価格収斂：なし パネル劣化：なし

モジュール習熟率：23％

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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Ẇ 住宅用太陽光 これまでのコスト検証WGにおける議論
2040 参考値

①設備費Ḳ 2040 水準に収斂しないケース 基本 参
考 収斂するケース

②設備費の将来コストを習熟曲線に用いて推計する際に用いる累積導入量の見通しḲIEA World 
Energy Outlook 2024 Stated Policies Scenario（公表政策シナリオ） 基本

参考 Announced Pledges Scenario（表明公約シナリオ）及びNet Zero 
Emissions by 2050 Scenario（ネット・ゼロ排出2050年実現シナリオ）

③設備費の将来コスト推計に用いる習熟率Ḳ長期的傾向を踏まえた「20％」(モジュール習熟率換算で23％

) 基本 参考 直近の短期的傾向を踏まえたモジュール習熟率40%
ẑ 23Ṿ

15Ṿ 15Ṿ

④パネルの出力劣化Ḳ考慮しないこと 基本 参考 劣化率0.5%/年のケース

STEPS APS NZE STEPS APS NZE
23% 40% 23% 40% 23% 40% 23% 40% 23% 40% 23% 40%

発電コスト
（政策経費あり）

10.610.1 9.2 8.8 10.4 9.8 9.0 8.5 10.2 9.7 8.8 8.4 9.6 9.1 8.4 8.0 9.4 8.9 8.3 7.8 9.3 8.8 8.2 7.8

ṕ Ṗ
10.4 9.9 9.0 8.6 10.2 9.6 8.8 8.4 10.0 9.5 8.7 8.2 9.4 9.0 8.3 7.9 9.2 8.7 8.1 7.7 9.1 8.7 8.0 7.6

基本ケース

再生可能エネルギー

太陽光（住宅用）発電コストの内訳②
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40.0

太陽光（事業用）発電コストṕ2023 Ṗ
政策経費あり 10.9円/kWh
政策経費なし 10.0円/kWh

0609AM 再生可能エネルギー

太陽光（事業用）発電コストの内訳①

太陽光（事業用）発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 6.9~8.8円/kWh
政策経費なし 6.6~8.4円/kWh

※幅が生じる要因については次ページ参照

（基本ケース）
政策経費あり 8.4円/kWh
政策経費なし 7.9円/kWh

資本費
ṕ6.3 /kWh Ṗ
ṕ0.6 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh)

運転維持費

ṕ2.9 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ0.6 /kWh Ṗ

ṕ0.3 /kWh Ṗ

資本費
ṕ4.4 /kWh Ṗ

ṕ0.4 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh)

運転維持費

ṕ2.9 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ0.4 /kWh Ṗ

ṕ0.03 /kWh Ṗ

※モデルプラント想定値（2023年・2040年の基本ケース）

設備容量250kW、設備利用率18.3％、稼働年数25年

※IRR相当政策経費について、事業用太陽光の調達価格・基準価格に

おけるIRRの想定値は、2023年度は4.0％としており、2023年、

2040年ともに同様の数字で計算。
※2040年の基本ケースの前提（次ページ参照）

導入量見通し：IEA「公表政策シナリオ」

設備費の国際価格収斂：なし パネル劣化：なし

モジュール習熟率23％

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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24

再生可能エネルギー

太陽光（事業用）発電コスト（2040年）の内訳②

基本ケース

Ẇ 事業用太陽光 これまでのコスト検証WGにおける議論
2040 参考値

①設備費Ḳ 2040 水準に収斂しないケース 基本 参
考 収斂するケース

②設備費の将来コストを習熟曲線に用いて推計する際に用いる累積導入量の見通しḲIEA World 
Energy Outlook 2024 Stated Policies Scenario（公表政策シナリオ） 基本

参考 Announced Pledges Scenario（表明公約シナリオ）及びNet Zero 
Emissions by 2050 Scenario（ネット・ゼロ排出2050年実現シナリオ）

③設備費の将来コスト推計に用いる習熟率Ḳ長期的傾向を踏まえた「20％」(モジュール習熟率換算で23％

) 基本 参考 直近の短期的傾向を踏まえたモジュール習熟率40%
ẑ 23Ṿ

17Ṿ 17Ṿ

④パネルの出力劣化Ḳ考慮しないこと 基本 参考 劣化率0.5%/年のケース

STEPS APS NZE STEPS APS NZE
23% 40% 23% 40% 23% 40% 23% 40% 23% 40% 23% 40%

発電コスト
（政策経費あり）

8.8 8.4 8.2 7.8 8.7 8.3 8.1 7.7 8.6 8.2 8.0 7.6 7.7 7.3 7.4 7.0 7.6 7.3 7.3 7.0 7.6 7.2 7.3 6.9

ṕ Ṗ
8.4 7.9 7.8 7.4 8.2 7.8 7.7 7.3 8.1 7.7 7.6 7.2 7.3 7.0 7.0 6.6 7.2 6.9 7.0 6.6 7.2 6.8 6.9 6.6
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※モデルプラント想定値（基本ケース）

 設備容量250kW

 設備利用率14％

 稼働年数20年

0609AM 再生可能エネルギー

（参考）ペロブスカイト太陽電池 発電コストの内訳

ペロブスカイト太陽電池 発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 16.4円/kWh
政策経費なし 15.3円/kWh

資本費
ṕ11.2 /kWh Ṗ
ṕ1.0 /kWh Ṗ

ṕ0.2 /kWh)

運転維持費

ṕ3.0 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ1.1 /kWh Ṗ

ṕ0.03 /kWh Ṗ

※FIT/FIP制度においては、次世代型太陽電池を念頭においた新

たな発電設備区分の創設について検討が進められているが、あく

まで検討中の段階であり、当該区分のIRRは設定されていないた

め、便宜上、IRR相当政策経費については、FIT/FIP制度にお

ける事業用太陽光のIRR水準である4%で計算した。

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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陸上風力 発電コストṕ2023 Ṗ
政策経費あり 16.3円/kWh
政策経費なし 12.1円/kWh

※モデルプラント想定値（2023年・2040年の基本ケース）

 設備容量3万kW、設備利用率29.6％、稼働年数25年

再生可能エネルギー

陸上風力 発電コストの内訳①
陸上風力 発電コストṕ2040 Ṗ

政策経費あり 12.6~14.5円/kWh
政策経費なし 10.1~11.6円/kWh

※幅が生じる要因については次ページ参照

ṕ Ṗ
政策経費あり 14.5円/kWh
政策経費なし 11.6円/kWh

資本費
ṕ7.1 /kWh Ṗ
ṕ0.6 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh)

運転維持費

ṕ4.3 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ2.9 /kWh Ṗ

ṕ1.3 /kWh Ṗ

資本費
ṕ6.6 /kWh Ṗ

ṕ0.6 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh)

運転維持費

ṕ4.3 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ2.7 /kWh Ṗ

ṕ0.2 /kWh Ṗ

※IRR相当政策経費について、陸上風力の調達価格・基準価格におけ

るIRRの想定値は、2023年度は7.0％としており、2023年、2040

年ともに同様の数字で計算。
※2040年の基本ケースの前提（次ページ参照）

建設費の低減率：IEA「公表政策シナリオ」

設備利用率・運転維持費：2023年のモデルプラントと同一

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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Ẇ 陸上風力 これまでのコスト検証WGにおける議論 運転維持費及び設備利用率
ṕ2040 Ṗ ṕ2023 Ṗ

参考値 IEA「World Energy Outlook」（2024）の予測ど
おりに変化するケース

再生可能エネルギー

陸上風力 発電コストの内訳②

基本ケース

ṕSTEPSṖ ṕNZEṖ
ṕSTEPSṖ ṕNZEṖ

ṕSTEPSṖ ṕSTEPSṖ ṕNZEṖ ṕNZEṖ

発電コスト（政策経費あり） 14.5 13.3 14.2 13.1 14.2 12.9 13.9 12.7

ṕ Ṗ 11.6 10.7 11.3 10.5 11.4 10.3 11.1 10.1



着床式洋上風力 発電コストṕ2023 Ṗ
政策経費あり 30.9円/kWh
政策経費なし 21.1円/kWh

※モデルプラント想定値（2023年・2040年の基本ケース）

設備容量35万kW、設備利用率30％、稼働年数25年

再生可能エネルギー

着床式洋上風力 発電コストの内訳

資本費
ṕ11.3 /kWh Ṗ
ṕ1.0 /kWh Ṗ
ṕ0.3 /kWh)

運転維持費

ṕ8.6 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ8.5 /kWh Ṗ

ṕ1.3 /kWh Ṗ

資本費
ṕ5.5 /kWh Ṗ

ṕ0.5 /kWh Ṗ
ṕ0.4 /kWh)

運転維持費

ṕ3.4 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ4.0 /kWh Ṗ

ṕ0.2 /kWh Ṗ

着床式洋上風力 発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 13.5~14.3円/kWh
政策経費なし 9.5~10.1円/kWh

※幅が生じる要因については次ページ参照

ṕ Ṗ
政策経費あり 14.0円/kWh
政策経費なし 9.8円/kWh

※IRR相当政策経費について、洋上風力の調達価格・基準価格にお

けるIRRの想定値は、2023年度は10.0％としており、2023年、

2040年ともに同様の数字で計算。

※2040年の基本ケースの前提（次ページ参照）

建設費・運転維持費の低減率、設備利用率の増加率

：IEA「公表政策シナリオ」

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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Ẇ 着床式洋上風力 これまでのコスト検証WGにおける議論 運転維持費が後掲の
IEA「World Energy Outlook」（2024）の予測どおりに低減する場合
参考値 2030年頃から横ばいで推移

ễ ṕ2030 Ṗ ṕ1.32 /kW/ Ṗ

再生可能エネルギー

着床式洋上風力 発電コストの内訳②

ṕSTEPSṖ ṕNZEṖ
ṕSTEPSṖ 2030 ṕNZEṖ 2030

発電コスト（政策経費あり） 14.0 14.3 13.6 14.0

ṕ Ṗ 9.8 10.1 9.5 9.9

基本ケース



※モデルプラント想定値（基本ケース）

設備容量100万kW

設備利用率42.2％

稼働年数25年

再生可能エネルギー

（参考）浮体式洋上風力 発電コストの内訳

資本費
ṕ8.9 /kWh Ṗ

ṕ0.8 /kWh Ṗ
ṕ0.4 /kWh)

運転維持費

ṕ4.9 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ6.6 /kWh Ṗ

ṕ0.2 /kWh Ṗ

浮体式洋上風力 発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 21.6~21.7円/kWh
政策経費なし 14.9円/kWh

※IRR相当政策経費について、洋上風力の調達価格・基準価格に

おけるIRRの想定値は、2023年度は10.0％としており、2023

年、2040年ともに同様の数字で計算。

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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中水力 発電コストṕ2023 Ṗ
政策経費あり 13.0円/kWh
政策経費なし 10.3円/kWh

※モデルプラント想定値（2023年・2040年の基本ケース）

設備容量5,000kW

設備利用率54.7％（所内率0.4％を考慮）

稼働年数40年

再生可能エネルギー

中水力 発電コストの内訳

中水力 発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 12.9円/kWh
政策経費なし 10.3円/kWh

資本費
ṕ6.0 /kWh Ṗ

ṕ0.7 /kWh Ṗ
ṕ0.1 /kWh)

運転維持費

ṕ3.5 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ2.5 /kWh Ṗ

ṕ0.2 /kWh Ṗ

資本費
ṕ6.0 /kWh Ṗ
ṕ0.7 /kWh Ṗ

ṕ0.1 /kWh)

運転維持費

ṕ3.5 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ2.5 /kWh Ṗ

ṕ0.1 /kWh Ṗ

※IRR相当政策経費について、中水力の調達価格・基準価格におけるIRRの

想定値は、2023年度は7.0％としており、2023年、2040年ともに同様の

数字で計算。

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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小水力 発電コストṕ2023 Ṗ
政策経費あり 26.6円/kWh
政策経費なし 21.7円/kWh

※モデルプラント想定値（2023年・2040年の基本ケース）

設備容量200kW

設備利用率54.4％

稼働年数40年

再生可能エネルギー

小水力 発電コストの内訳

小水力 発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 26.5円/kWh
政策経費なし 21.7円/kWh

資本費
ṕ11.4 /kWh Ṗ
ṕ1.2 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh)

運転維持費

ṕ8.9 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ4.7 /kWh Ṗ

ṕ0.2 /kWh Ṗ

資本費
ṕ11.4 /kWh Ṗ

ṕ1.2 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh)

運転維持費

ṕ8.9 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ4.7 /kWh Ṗ

ṕ0.1 /kWh Ṗ

※IRR相当政策経費について、小水力の調達価格・基準価格におけるIRRの

想定値は、2023年度は7.0％としており、2023年、2040年ともに同様の

数字で計算。

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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地熱 発電コストṕ2023 Ṗ
政策経費あり 16.1~16.8円/kWh
政策経費なし 10.9円/kWh

※モデルプラント想定値（2023年・2040年の基本ケース）

 設備容量3万kW

設備利用率83％

所内率11%

 稼働年数40年

再生可能エネルギー

地熱 発電コストの内訳

地熱 発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 16.1~16.8円/kWh
政策経費なし 10.9円/kWh

資本費
ṕ5.3 /kWh Ṗ
ṕ0.4 /kWh Ṗ
ṕ0.1 /kWh)

運転維持費

ṕ5.1 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ4.6 /kWh Ṗ

ṕ0.9 /kWh Ṗ

資本費
ṕ5.3 /kWh Ṗ

ṕ0.4 /kWh Ṗ
ṕ0.1 /kWh)

運転維持費

ṕ5.1 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ4.6 /kWh Ṗ

ṕ0.9 /kWh Ṗ

※IRR相当政策経費について、地熱の調達価格・基準価格におけるIRRの想

定値は、2023年度は13.0％としており、2023年、2040年ともに同様の

数字で計算。

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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バイオマス（木質専焼） 発電コストṕ2023 Ṗ
政策経費あり 32.9円/kWh
政策経費なし 31.4円/kWh

※モデルプラント想定（2023年・2040年の基本ケース）

設備容量6,300 kW、設備利用率87％（稼働日も考慮)

所内率16%、稼働年数40年

燃料年間使用量66,316万トン

再生可能エネルギー

バイオマス（木質専焼） 発電コストの内訳

バイオマス（木質専焼） 発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 32.9円/kWh
政策経費なし 31.4円/kWh

資本費
ṕ2.7 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.04 /kWh)

運転維持費

ṕ7.5 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ1.4 /kWh Ṗ

ṕ0.06 /kWh Ṗ

資本費
ṕ2.7 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ

ṕ0.04 /kWh)

運転維持費

ṕ7.5 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ1.4 /kWh Ṗ

ṕ0.06 /kWh Ṗ

燃料費
・総額195億円ṕể 40 Ṗ

燃料費
・総額195億円ṕể 40 Ṗ

※IRR相当政策経費について、バイオマスの調達価格・基準価格における

IRRの想定値は、2023年度は8.0％としており、2023年、2040年ともに

同様の数字で計算。

ể40
約9億kWｈ

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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【足下（2023年）のモデルプラントの発電コストの考え方】

Ẇ ṕ2021 Ṗ 2020
2020年度の調達価格を算定するに当たり設定された想定値
定期報告等で得られた実際の発電所のデータ

Ẇ
今回（

2024年）の発電コスト検証 再エネ特措法の定期報告等で得られた実際の発電所
のデータを使用 データが少ないなど事情がある場合には調達価格等を算定するに当たり設定され
た想定値

（参考）調達価格等算定委員会における調達価格等の算定について

ü FIT/FIP 効率的に実施される場合に通常要すると認めら
れる費用等を基礎 価格目標や適正な利潤その他の事情を勘案 ṕ Ễ ễ Ễ
ễ ệ Ṗ

ü FIT/FIP 発電設備の設置及び運転に要した費用 ṕ
Ṗ 収集されたコストデータ

の分析を踏まえ 資本費や運転維持費などの想定値設定

ü 入札により調達価格を決定する区分 IRR
同電源種の非入札の調達価格又は上限価格の

設定にあたり想定した諸元を活用

再生可能エネルギー

足下（2023年）のモデルプラントの発電コストの考え方
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【将来（2040年）のモデルプラントの発電コストの考え方】

Ẇ 太陽光・風力 2021 将来の価格低下等が
見込まれる諸元については、その効果を加味

ṕ Ṗ

Ẇ 中小水力・地熱・バイオマス専焼 FIT FIP

2021 足下のモデルプラントと同じ諸元を用いて、将来のモデ
ルプラントの諸元を設定 ṕ Ṗ

再生可能エネルギー

将来（2040年）のモデルプラントの発電コストの考え方
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【本WGの諸元について】

Ẇ
調達価格等算定委員会における想定値では、今回検証の諸元と異なり  接続

費用ṕ Ṗ 法人事業税ṕ Ṗ 適正な利潤 考慮されている

Ẇ 稼働年数
ṕ Ṗ

調達期間・交付期間とは異なる年数
前回（2021年）の検証結果 実際の稼働年数

再生可能エネルギー

モデルプラントの諸元と調達価格等の想定値との関係について
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Ẇ 2021 FIT/FIP

【発電コストにIRR相当政策経費を考慮する際の費用項目】
Ẇ IRR 2021

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

【調達期間・交付期間と稼働年数の差異の扱い】
Ẇ ṕ Ṗ

IRR

IRR

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

【調達期間と稼働年数が異なる場合のIRR相当政策経費の算出イメージ】

IRR

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

IRR
ú

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṧ

ú

IRR

再生可能エネルギー

IRR相当政策経費の計算について
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ẑ IRR
PPA

ẑ FIT/FIP FIT/FIP
ṕ2040 Ṗ IRR



【モデルプラントの規模】
（住宅用）
Ẇ FIT (4.8kW) (5.2kW) 2021

5kW
（事業用）

Ẇ 10kW以上50kW未満（＝低圧）
FIT/FIP

50kW以上と比べて特異
10 kW 50 kW

FIT

Ẇ 2021 50 kW
50 kW FIT 50-250kWの区分が最頻値（件数は全体の
29％） 250-500kWの区分が次点（件数は全体の28％） 2021
両区分の閾値である250kWを採用

Ẇ 250 kW 50kW
250kWに限らず、50kW以上の太陽光について広く該当

【稼働年数】（住宅用・事業用（共通））
Ẇ 2021 20年、25年、30年の３ケースを想定
Ẇ 25 30 調

達価格等算定委員会において、事業用太陽光の運転年数の想定が20年から25年に変更
2024 事業用太陽光については25年、30年の２ケースを想定し、住宅用太陽光については

2021年検証と同じ年数を想定する

再生可能エネルギー

【太陽光】モデルプラントの考え方
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【足元（2023年）のモデルプラントの発電コストの考え方】 （住宅用・事業用（共通））

Ẇ 足下のモデルプラントの諸元 実際のコストデータを参照した方が適切
2021 モデルプラントの規模を踏まえた定期報告の中央値を参照

Ẇ

再生可能エネルギー

【太陽光】足下（2023年）の発電コストの考え方

40



建設費

合計 27.8万円/kW 2023 FIT ṕ2023 8 30 Ṗ

設備費 19.9万円/kW

工事費等 7.9万円/kW

運転維持費 0.30万円/kW/年 2023

設備利用率 15.8% 10kW 2022 FIT ṕ Ḳ2022 Ỉ Ṍ2023 ệ Ṗ

＜太陽光（住宅用）：足下（2023年）コストの諸元＞

再生可能エネルギー

【太陽光】足下（2023年）の発電コストの考え方（続き）

建設費

合計 17.6万円/kW 50kW 2023 FIT/FIP ṕ2023 8 30
Ṗ

設備費 10.8万円/kW

工事費等 6.8万円/kW

運転維持費 0.47万円/kW/年
50kW FIT/FIP ṕ2023 8 30

Ṗ

設備利用率 18.3% 50kW 2022 FIT/FIP ṕ Ḳ2022 Ỉ Ṍ2023 ệ Ṗ

＜太陽光（事業用）：足下（2023年）コストの諸元＞

41

建設費

合計 23.8万円/kW 10kW 50kW 2023 FIT/FIP ṕ2023 8 30
Ṗ

設備費 16.5万円/kW

工事費等 7.4万円/kW

運転維持費 0.40万円/kW/年
10kW 50kW FIT/FIP ṕ2023 8 30

Ṗ

設備利用率 22.1%
10kW 50kW 2022 FIT/FIP ṕ Ḳ2022 Ỉ Ṍ
2023 ệ Ṗ

（参考値）＜太陽光（10kW以上50kW未満）＞



【建設費のうち設備費】（住宅用・事業用（共通））

Ẇ 2021 習熟曲線※を用いて
試算

ẑ ṕ Ṗ 2021
20Ṿ ṕ Ṗ

Ẇ 習熟曲線で用いる累積導入量の見通し IEAのStated Policy Scenario（公表政策シナリオ）を基
本 IEAのAnnounced Pledges Scenario（表明公約シナリオ）及びNet Zero 
Emissions by 2050 Scenario（ネット・ゼロ排出2050年実現シナリオ）

Ẇ FIT FIP
①一定の

内外価格差が存在するケース（国際水準に収斂しないケース）をベースとしつつ、参考として②内外価格差がなく
なるケース（国際水準に収斂するケース）についても

シナリオ 概要 2023年 2040年

IEAḲStated Policies 
Scenario 

1,610GW 12,333GW

IEAḲAnnounced 
Pledges Scenario

1,610GW 14,801GW

IEAḲNet Zero 
Emissions by 2050 
Scenario

1.5ṹ 2030
1,610GW 16,455GW

＜習熟曲線で用いる累積導入量の見通し＞

ṕ ṖIEA World Energy Outlook(WEO) 2024 P299.P305,P311 ẑ

再生可能エネルギー

【太陽光】将来の発電コストの考え方①（設備費①）
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Ẇ
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ṕ Ṗ
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ẑ SDS STEPS IEA World Energy Outlook 2020 ṕWEO2020Ṗ
ẑ ṕ Ṗ 50kW ṕ Ṗ ṕ2023 Ị 30 Ṗ

ṕ Ṗ

再生可能エネルギー

（参考）太陽光の建設費のうち設備費：2021年検証当時の見通しと実績
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【累積生産量が倍増したときの設備費の低減率に関する補足説明】
Ẇ ṕ2021 Ṗ 20Ṿ

Ẇ

Ẇ パネルの費用（モジュールの費用） 1992 2023
太陽光モジュールの平均コストは累積生産量が倍増するごとに約23％低下

ṕ Ṗ IEA PVPS Trends In Photovoltaic Applications 2024 p78

ẑ 2040 20
1992

Ẇ ṕ Ṗ
2018 ẓ2023 パネ

ルは36％減（9.0万円/kW→5.8万円/kW）に対し、パネル以外の設備費は33％減（7.5万円
/kW→5.0万円/kW）と、パネル以外の設備費のコスト低減率の方が小さい傾向
ṕ Ṗ 50kW FIT ṕ2023 8 30 Ṗ

Ẇ 設備費については、累積生産量が倍増するごとに20％低下する」との
2021年WGを踏襲した想定を変更するほどの状況変化があるとは考えにくく、今回の検証にあたっても「習
熟率20％」の想定を維持 基本 参考 直近の短期的な傾
向をふまえた太陽光モジュールの習熟率40％ẑỄ ẑễ

ẑỄṕ ṖIEA PVPS Trends in Photovoltaic Applications 2024 p78

ẑễ 20Ṿ 23Ṿ ṕ 15Ṿ
17ṾṖ

再生可能エネルギー

【太陽光】将来の発電コストの考え方②（設備費②）
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Ẇ IEA IRENA ẑṕ2022 Ṗ Ḳ18.6 /kW Ḳ
7.5 /kW ṕ2023 Ṗ Ḳ19.9 /kW Ḳ10.8

/kW 住宅用・事業用いずれも、日本は各国平均よりも高価格

ẑ 250kW

Ẇ 日本の設備費の将来（2040年）のコスト変動 2021 ①収斂しないケースでは、日本の足下モ
デルプラントの設備費を起点に、習熟曲線に沿って、世界の設備費と一定比率を保ちながら低減

住宅用 設備費
（2023）

事業用 設備費
（2023）

19.9 10.8

17.2 6.6

＜日本と各国平均の設備費（2023年）＞

シナリオ 設備費の動向
住宅用 設備費

（2040）
事業用 設備費

（2040）

IEAḲSTEPS
10.3 5.6

ṕ Ṗ 8.1 3.1

ṕ ṖIEAḲAPS
9.7 5.3

7.6 2.9

ṕ ṖIEAḲNZE
9.4 5.1

7.4 2.8

＜日本と各国平均の設備費（2040年）＞

Ḳ /kW

Ḳ /kW

ẑ IEA PVPS Trends in photovoltaic applications 2024  
ṕ Ṗ ṕ72ṾṖ

ẑ Renewable Power Generation Costs in 2023  the chart data  Figure 3.6  Hardware 
ṕ Grid connection Ṗ
ẑểUSDṬ141 ṕ2023 Ṗ

再生可能エネルギー

【太陽光】将来（2040年）の発電コストの考え方③（設備費③）
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2023 2040

2040

※ 収斂しないケース

2023

＜考え方のイメージ＞

※ （参考）収斂するケース

ṕ2023ẓ2040Ṗ

2040



【建設費のうち設備費以外（工事費等）の見通し】 （住宅用・事業用（共通））

Ẇ 事業用太陽光の工事費 全出力区分において低下傾向だが、足下の増減にはばらつきが
ある 住宅用太陽光の工事費 増減にばらつき

Ẇ

2021 工事費等（建設費のうち設備費以外）の想定は、足下のコストから変化せ
ず、一定とする

＜工事費平均値の推移（10kW以上規模別）＞ ＜公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移＞

ṕ Ṗ

Ḳ 6 3 ṕ Ḳ6 2 16 Ṗ

Ḳ

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

再生可能エネルギー

【太陽光】将来の発電コストの考え方④（工事費等）
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【廃棄費用】（住宅用・事業用）
Ẇ 2021 太陽光（事業用） 2020 ể /kW

廃棄費用を1万円/kW

Ẇ 太陽光（住宅用） IEA/OECD NEA Projected Costs of Generating Electricity 2020  

廃棄費用は建設費の５％ ṕ2030 Ṗ

Ẇ 廃棄費用 引き続き想定を変更するほどの事象が発生しておらず、調達価格等算定委員会においても想定値が維持されている

太陽光（事業用）については1万円/kW、太陽光（住宅用）については建設費の５％

Ẇ 太陽光パネルのリサイクル 制度内容が確定していない 費用の定

量化は現時点では困難 今回、費用として計上しない

【運転維持費】（住宅用・事業用（共通））
Ẇ 運転維持費

運転維持費の低下が長期的に継続するかを一概に予測することは困難 2021 一定

【設備利用率等】（住宅用・事業用（共通））
Ẇ 設備利用率

一概に予測することは困難 2021 一定

Ẇ

IEA/OECD NEA Projected Costs of Generating Electricity 2020 2021 0.5Ṿ/

再生可能エネルギー

【太陽光】将来（2040年）の発電コストの考え方⑤（廃棄費用・運転維持費・設備利用率等）
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再生可能エネルギー

【太陽光】将来の発電コストの考え方⑥（IRR相当政策経費）

【IRR相当政策経費】 （住宅用・事業用（共通））

Ẇ IRR相当政策経費 IRR
2023 ỆṾ 2023 3.2Ṿ

IRR 事業用太陽光発電はIRR４％、住宅用太陽光発電は
IRR3.2％と仮定して計算
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【モデルプラントの規模】

Ẇ 直近３年間における1,000kW以上の
FIT/FIP認定案件の中央値の水準を採用し、2021年検証時と同様、30,000kW

【足下のモデルプラントの発電コストの考え方】

Ẇ 2023年度の調達価格・基準価格の算定 大規模でよりコスト効率的に事業実施できるようになることを
念頭に想定値が設定 足下のモデルプラントの諸元

定期報告等の中央値を参照するほうが、より適切

Ẇ 小規模設備ほどコストのばらつきが大きいことに加え、調達価格等算定委員会が調達価
格等の設定に際して7,500kW（当時の環境影響評価の対象規模で線引き）以上の設備の定期報告を参照している

2021 7,500kW以上の陸上風力の定期報告等による中央値を参
照することとした。
ẑ ṕ Ḳệ kW Ḳ37,500kW 50,000kW Ṗ

ṕ30,000kW Ṗ 2021
7,500kW

【稼働年数】

Ẇ 2024 2021 WG 2021年検
証時と同じ稼働年数（20年、25年）

建設費＋接続費 32.2万円/kW
7,500kW 2021Ṍ

2023 FIT/FIP ṕ2023 7 21 Ṗ

接続費 0.3万円/kW
7,500kW 2021Ṍ

2023 FIT/FIP ṕ2023 7 21 Ṗ

運転維持費 1.11万円/kW/年
7,500kW

FIT/FIP ṕ2023 7 21 Ṗ

設備利用率 29.6%
7,500kW 2021Ṍ2023

FIT/FIP ṕ Ḳ2022 Ỉ Ṍ2023 ệ Ṗ

再生可能エネルギー

【陸上風力】モデルプラント、足下（2023年）の発電コストの考え方
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【将来（2040年）の発電コストの考え方】

Ẇ ṕ Ṗ2021
コスト低減を前提に試算 2021

国際機関等の見通しを参考

【建設費】
Ẇ 建設費

Ẇ 2021
2030 2050 IEA「World Energy Outlook」（2024） Global Energy 

and Climate Model key input data ṕ2024 10 Ṗ

2030 2050 ṕCapital costsṖ 2040

同じデータ中の2022年の資本費から、上記①で算出した2040年の資本費への低減率を算出し、2023年モデルプラント
の建設費に適用することで、将来のモデルプラントの建設費を推計

ẑ IEA WEO(2024) 2022 2030 2050

ṕhttps://www.iea.org/data -and -statistics/data -product/global -energy -and -climate -model -key - input -dataṖ

ẑ IEA WEO(2024) 30,000kW

【廃棄費用】
Ẇ 2021 設備の廃棄費用 ệṾ ṕ2030 Ṗ

引き続き想定を変更するほどの事象が発生しておらず、調達価格等算定委員会においても想定値が維
持されている  2024 IEA/OECD NEA Projected Costs of Generating Electricity 2020

廃棄費用は将来（2040年）の設備の建設費の５％

再生可能エネルギー

【陸上風力】将来（2040年）の発電コストの考え方①（建設費、廃棄費用）
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【運転維持費】
Ẇ 運転維持費 世界の今後のO&M価格は必ず

しも低減するとは限らない 将来のモデルプラントも、足下のモデルプラントと同じ運転維持費を諸元

Ẇ IEA WEO(2024)の予測どおりに運転維持費が低減 参考値

【設備利用率】
Ẇ 設備利用率 ṕ Ṗ Ṅ

日本は地理的な条件から、今後、風況がよい地域ばかりに立地できるとは限らず、
長期的に大幅な増加が見込まれるとも言えない WG モデルプラントとしては、将来も、足下のモデル
プラントと同じ設備利用率を諸元とする

Ẇ IEA 
WEO(2024)の予測どおりに設備利用率が上昇 参考値

【IRR相当政策経費】
Ẇ IRR相当政策経費 IRR 2023 ỉṾ

将来のモデルプラントについても、IRR相当政策経費をIRR７%と仮定して計算

再生可能エネルギー

【陸上風力】将来の発電コストの考え方②
（運転維持費・設備利用率・IRR相当政策経費）

(2022 6 Ṍ
2023 5 )

(2021 6 Ṍ
2022 5 )

(2020 6 Ṍ
2021 5 )

3

2022 27.8% - - 27.8%

2021 33.5% - - 33.5%

2020 25.6% 26.5% 28.5% 26.9%

2019 25.9% 25.1% 27.5% 26.2%

2018 28.4% 27.6% 30.8% 28.9%

2017 22.6% 23.0% 23.9% 23.2%

2016 25.0% 24.1% 26.6% 25.3%

2015 25.6% 25.9% 24.0% 25.2%

2014 23.3% 23.1% 23.1% 23.2%

2013 18.7% 15.4% 18.6% 17.6%

＜7500kW以上の設置年別の設備利用率（中央値）＞
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Ẇ陸上風力のタービン価格 直近は一時的に上昇しているものの、中長期的には低
減傾向

Ẇ 風車の製造に必要な原材料の価格 一時的に上昇したものの、概ね2021年から2022年ご
ろをピークに、現在は低下傾向

BloombergNEF , 2H 2023 Wind Turbine Price Index, 18 December 2023

＜陸上風力のタービン価格＞

再生可能エネルギー

（参考）陸上風力のタービン価格の動向

＜2019年１月を基準とした原材料価格の推移＞
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再生可能エネルギー

（参考）陸上風力の世界の運転維持費の将来見通し

Ẇ運転維持費は、効率化により低減する可能性
O&M 今後は必ずしも低減するとは限らない

＜陸上風力のO&M価格指標＞※フルサービスの当初契約価格（契約年別）

BloombergNEF , 2H 2023 Wind O&M Price Index, 15 December 2023 53



Ẇ 将来（2040年）の建設費 ṕ Ṗ

ü IEA「World Energy Outlook」（2024）
Global Energy and Climate Model key input data ṕ2024 10 Ṗ
2022 2030 2050 ṕCapital costs Ṗ 2023 2040

2023年から2040年への低減率 7-9%

ẑ IEA WEO(2024) 2022 2030 2050

ṕhttps://www.iea.org/data -and -statistics/data -product/global -energy -and -climate -model -key - input -dataṖ

ü ṕ31.9 /kWṖ
ṕ0.3 /kWṖ ṕ Ḳ32.2 /kWṖ 将来（2040年

）の建設費（接続費込み）が29.2-29.9万円/kW ṕ0.3 /kWṖ
28.9 -29.6 /kW

ẑ

＜考え方のイメージ＞

2040

ỉ%  ẑIEA WEO(2024)STEPS

ị% ẑIEA WEO(2024)NZE

再生可能エネルギー

【陸上風力】将来（2040年）の建設費（国際機関の予測に沿って低減）
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Ẇ 将来（2040年）の運転維持費 国際機関の予測に沿って低減
ṕ Ṗ 参考値

ü IEA「World Energy Outlook」（2024
） Global Energy and Climate Model key input data ṕ2024 10 Ṗ

2022 2030 2050 ṕAnnual O&M Costs Ṗ 2023 2040
2023年から2040年への低減率 5-6%

ẑ IEA WEO(2024) 2022 2030 2050 O&M

ṕhttps://www.iea.org/data -and -statistics/data -product/global -energy -and -climate -model -key - input -dataṖ

ü ṕ1.11 /kW/ Ṗ 将来の運転維持費
が1.04-1.05万円/kW/年
ẑ

Ẇ 将来（2040年）の設備利用率 設備利用率が国際機関の予測に沿って上昇
ṕ Ṗ 参考値

ü IEA「World Energy Outlook」（2024
） Global Energy and Climate Model key input data 2022 2030
2050 ṕCapacity factor Ṗ 2023 2040

2023年から2040年への上昇率 9%程度

ẑ IEA WEO(2024) 2022 2030 2050

ṕhttps://www.iea.org/data -and -statistics/data -product/global -energy -and -climate -model -key - input -dataṖ

ü ṕ30%Ṗ 将来の設備利用率が32-33%

ẑ

再生可能エネルギー

【陸上風力】将来（2040年）の運転維持費・設備利用率（国際機関の予測に沿って低減）
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Ẇ 着床式洋上風力のコストについて検証 ẑ

【モデルプラントの規模】

Ẇ
ể 再エネ海域利用法に基づく促進区域指定の際の洋上風力発電の出力の目安

が35万kWに設定されている ể ể
モデルプラントの規模は2021年検証時と同様、35万kWとした

【足下のモデルプラントの発電コストの考え方】

Ẇ Ệ

Ẇ 2023 ṕFIT/FIP
4 Ṗ 2019年度までの着床式の調達価格・基準価格における想定値
ẑ 1 Ị

1 ṕ29 /kWh Ṗ

【稼働年数】

Ẇ 2024 2021 2021年検証時と同じ稼働年数（20年、25年
）

再生可能エネルギー

【着床式洋上風力】モデルプラント、足下（2023年）の発電コストの考え方

建設費 51.5万円/kW
2014 ṕ FIT Ṗ2019

ṕ ễṌỉ/kW
ệ /kWṖ

運転維持費 2.25万円/kW/年
2014 2019

設備利用率 30% 2014 2019
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【将来（2040年）の発電コストの考え方】

Ẇ 2021年検証 2030 再エネ海域利用法に基づく第１ラウンド公募（最も遅く
て2030年の運転開始を想定）において、着床式の公募が行われた３区域における供給価格上限額（29円
/kWh）を算定するにあたり設定された想定値を諸元として採用
ẑ

ẑ ể 2020 2021 ễ
2022 FIT Ị

2030

Ẇ 第３ラウンドの案件は概ね2030年ごろの運転開始が想定
導入拡大に伴う効率化等により、一層コスト効率的になることが想定 第３ラ

ウンド公募における供給価格上限額（18円/kWh）を算定するにあたり設定された想定値に、国際機関の見通
しに沿ったコストの変化を想定
ẑ ễ 2024 Ễ ể

ṕ2030 6 30 Ṗ

ẑ 再エネ海域利用法に基づく第３ラウンド公募の対象となった２海域における自然条件から算出したコスト諸元の想定値をベース
自然条件が、再エネ海域利用法に基づく第３ラウンド公募の海域より悪くなると、発電コストは上振れる可能性

再生可能エネルギー

【着床式洋上風力】将来（2040年）の発電コストの考え方①
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再生可能エネルギー

【着床式洋上風力】将来（2040年）の発電コストの考え方②（建設費）

【建設費】
Ẇ 建設費

Ẇ
2030 2050 IEA「World Energy Outlook」（2024）
Global Energy and Climate Model key input data ṕ2024 10 Ṗ

Ẇ

2030 2050 ṕCapital CostsṖ 2040

同じデータ中の2030年の資本費から、上記①で算出した2040年の資本費への低減率を算出し、第３ラウンド公募（
2030年頃の運転開始を想定）の供給価格上限額（18円/kWh）を算定するにあたり設定された建設費に適用すること
で、将来のモデルプラントの建設費を推計

ẑ IEA WEO(2024) 2030 2050

ṕhttps://www.iea.org/data -and -statistics/data -product/global -energy -and -climate -model -key - input -dataṖ

ẑ IEA WEO(2024) 35 kW
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【廃棄費用】
Ẇ 2021 設備の廃棄費用 国際的な認証機関DNV-GLが試算した「施工費の70％」

ṕ2030 Ṗ 引き続き想定を変更する
ほどの事象が発生しておらず、調達価格等算定委員会においても想定値が維持されている  2024

「施工費の70％」を採用 建設費の低減に連動

【運転維持費】
Ẇ 運転維持費 施工技能の効率化等による低下 IEA WEOṕ2024Ṗ 少なくとも2050

年までは継続して低減する予測 第３ラウンド公募（2030年頃の運転開始を想定）の
供給価格上限額（18円/kWh）を算定するにあたり設定された運転維持費に、2030年から将来（2040年
）への日本における運転維持費の変化率を乗じる

Ẇ
2030 将来のモデルプラントの運転維持費が、第３ラウンド公

募（2030年頃の運転開始を想定）の数値（1.32万円/kW/年） 参考値

【設備利用率】
Ẇ 設備利用率 案件の大規模化や技術革新によって今後増加することが見込まれ IEA WEOṕ2024Ṗ

少なくとも2050年までは継続して増加する予測 第３ラウンド公募（2030年頃の運
転開始を想定）の供給価格上限額（18円/kWh）を算定するにあたり設定された設備利用率に、2030年
から将来（2040年）への日本における設備利用率の変化率を乗じる

【IRR相当政策経費】

Ẇ IRR相当政策経費 IRR 2023 10
Ṿ IRR相当政策経費をIRR10%と仮定して
計算

再生可能エネルギー

【着床式洋上風力】将来（2040年）の発電コストの考え方③（廃棄費用、運転維持費等）
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Ẇ 将来（2040年）の建設費 ṕ Ṗ

ü IEA「World Energy Outlook」（2024）
Global Energy and Climate Model key input data ṕ2024 10 Ṗ

2030 2050 ṕCapital costs Ṗ 2040 2030年から
2040年への低減率 12.2-15.2%

ẑ IEA WEO(2024) 2030 2050

ṕhttps://www.iea.org/data -and -statistics/data -product/global -energy -and -climate -model -key - input -dataṖ

ü 第３ラウンド公募（2030年頃の運転開始を想定
）の供給価格上限額（18円/kWh）を算定するにあたり設定された建設費（38.4万円/kW）
ṕ0.4 /kWṖ ṕ Ḳ38.8 /kWṖ 将来（2040年）の建
設費（接続費込み）が32.9-34.1万円/kW ṕ0.4 /kWṖ

32.5 -33.7 /kW
ẑ

再生可能エネルギー

【着床式洋上風力】将来（2040年）の建設費（国際機関の予測に沿って低減）

＜考え方のイメージ＞

2040

12.2%  ẑIEA WEO(2024)STEPS

15.2% ẑIEA WEO(2024)NZE
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Ẇ 将来（2040年）の運転維持費 国際機関の予測に沿って低減
ṕ Ṗ

ü IEA「World Energy Outlook」（2024）
Global Energy and Climate Model key input data ṕ2024 10 Ṗ

2030 2050 ṕAnnual O&M Costs Ṗ 2040
2030年から2040年への低減率 8.7-11.4%

ẑ IEA WEO(2024) 2030 2050 O&M

ṕhttps://www.iea.org/data -and -statistics/data -product/global -energy -and -climate -model -key - input -dataṖ

ü 第３ラウンド公募（2030年頃の運転開始を想定）の供給価格上限額（18円/kWh）を
算定するにあたり設定された運転維持費（1.32万円/kW/年） 将来の運転維持費が1.17-
1.21万円/kW/年
ẑ

Ẇ 将来（2040年）の設備利用率 設備利用率が国際機関の予測に沿って上昇
ṕ Ṗ

ü IEA「World Energy Outlook」（2024）
Global Energy and Climate Model key input data ṕ2024 10 Ṗ

2030 2050 ṕCapacity factor Ṗ 2040 2030
年から2040年への上昇率 2.3%程度

ẑ IEA WEO(2024) 2022 2030 2050

ṕhttps://www.iea.org/data -and -statistics/data -product/global -energy -and -climate -model -2023 -key - input -dataṖ

ü 第３ラウンド公募（2030年頃の運転開始を想定）の供給価格上限額（18円/kWh）を
算定するにあたり設定された設備利用率（39.3%） 将来（2040年）の設備利用率が
40.2%
ẑ

再生可能エネルギー

【着床式洋上風力】将来（2040年）の運転維持費・設備利用率（国際機関の予測に沿って低減）
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【モデルプラントの規模】

Ẇ モデルプラントの規模 FIT/FIP制度 中水力の区分 1,000kW以上5,000kW未満及び
5,000kW以上30,000kW未満、小水力の区分が200kW未満及び200kW以上1,000kW未満

2021 中水力は5,000kW 小水力は200kW

【モデルプラントの発電コストの考え方】

Ẇ 調達価格・基準価格や再エネ特措法に基づく価格目標 FITṊFIP
コストダウンを含む中長期的な自立化の必要性を踏まえて設定 コスト検証におけるモデルプ

ラント 「標準的な発電所」
調達価格・基準価格や価格目標とは性格が異なる 今回の検証における中小水力の足

下のモデルプラントの諸元については、建設費、運転維持費、設備利用率について、定期報告等による中央値及
び平均値を参照した諸元を用いる

Ẇ
将来（2040年）モデルプラントの諸元については、足下（2023年）モデルプラントと同

じ諸元を用いる（横置きにする）

Ẇ ệ
「運転開始後全期間」での運転維持費・設備利用

率に着目 今回の検証でも、運転維持費・設備利用率については、 「運転開始
後全期間」のコストデータに着目

【稼働年数】

Ẇ 2024 2021
2021年検証時と同じ稼働年数（中水力：40年・60年、小水力：30年・40年）

再生可能エネルギー

【中小水力】モデルプラントの考え方
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建設費 66.5万円/kW ṕ Ṗṕ Ṗ 1,000kW
5,000kW 5,000kW 30,000kW

ṕ2023 ỉ 21 Ṗ

運転維持費 1.7万円/kW/年 1,000kW
5,000kW 5,000kW 30,000kW ṕ2023 ỉ 21

Ṗ

設備利用率 54.7% 1,000kW
5,000kW 5,000kW 30,000kW ṕ2023 ỉ 21

Ṗ

＜中水力の諸元＞

＜小水力の諸元＞

建設費 125.1万円/kW ṕ Ṗṕ Ṗ 200kW
200kW 1,000kW

ṕ2023 ỉ 21 Ṗ

運転維持費 4.25万円/kW/年 200kW
200kW 1,000kW ṕ2023 ỉ 21

Ṗ

設備利用率 54.4% 200kW
200kW 1,000kW ṕ2023 ỉ 21

Ṗ

再生可能エネルギー

【中小水力】モデルプラントの考え方（続き）
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【足下のモデルプラントの規模・諸元】

Ẇ ṕ2001 Ṗ NEDO
ṕ31 Ṗ

Ẇ 地下における資源量は年度により大きく変化するものではなく、引き続き開発可能資源量という観点では想定を
維持することが適切 2021年検証時と同一の３万kW

Ẇ 2021 2023年度の調達価
格・基準価格を算定するための想定値

【将来のモデルプラントの諸元】

Ẇ
将来（2040年）のモデルプラントの諸元についても、足下（2023年）

のモデルプラントと同じ諸元を用いる（横置きにする）
ẑ

【稼働年数】

Ẇ 2024 2021
2021年検証時と同じ稼働年数（30年、40年、50年）

建設費 79万円/kW 2012 2023

運転維持費 3.3万円/kW/年 2012 2023

設備利用率 83% 2012 2023

再生可能エネルギー

【地熱】モデルプラントの考え方
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【モデルプラントの規模・諸元】

Ẇ ṕ ṕ ṖṖ これまでに設置された全てのFIT/FIP
案件（未利用材・専焼）2,000kW以上の平均値・中央値の水準 6,300kW
ẑ 2,000kW FIT/FIP ṕ Ṗ 2,000kW

Ẇ 2023年度の調達価格・基準価格を算定するため
の想定値が定期報告データの平均値・中央値の水準と概ね同水準であることから、想定値を用いる

【モデルプラントの発電コストの考え方】

Ẇ 将来（2040年
）のモデルプラントの諸元についても、足下（2023年）のモデルプラントと同じ諸元を用いる（横置きにする）

【稼働年数】

Ẇ 2024 2021
2021年検証時と同じ稼働年数

建設費 39.8万円/kW 2012 2023 ỉ

運転維持費 4.8万円/kW/年 FIT/FIP ṕ Ṗ2,000kW

設備利用率 87% 2012 2023 ṕ
Ṗ

燃料費 12,000円/t 2012 2023

再生可能エネルギー

【バイオマス（木質専焼（未利用材））】モデルプラントの考え方
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再生可能エネルギー

ペロブスカイト太陽電池及び浮体式洋上風力の発電コスト試算の扱い

¸ ①技術や発電に係る費用について一定の予見性 ②蓋然性の
高い発電コスト試算

¸ ペロブスカイト太陽電池及び浮体式洋上風力 コスト算定モ
デルや、事業者の見積もり コスト試算を行うことができる状況にある

¸ 現時点では技術が開発途上で、技術や発電に係る費用の予見性が必ずしも高くない

66



Ẇ ペロブスカイト太陽電池及び浮体式洋上風力

【ペロブスカイト太陽電池】

Ẇ ṕ Ṗ
ペロブスカイト太陽電池 ṕGI Ṗ

Ẇ 2025年の事業化を表明するなど、既に実用段階に近い開発状況にある企業も存在
今後市場の広がりが期待

2024年11月に、「次世代型太陽電池の導入拡大及び産業競争力強化に向けた官民協議会」において次世代
型太陽電池戦略が取りまとめ 中長期的なコスト目標

【浮体式洋上風力】

Ẇ 浮体式洋上風力
日本でも、排他的経済水域（EEZ）において浮体式洋上風力発電を含

めた制度整備を進める 低コストで量産化する技術の開発や大規模実証等

Ẇ  米国や英国においては、2030年～2035年までの導入拡大に向けて、数百MW規模での実証・プレ商用
プロジェクトも実施

Ẇ NEDOにおいて、
浮体式洋上風力の発電に要する費用の検証

再生可能エネルギー

（参考）ペロブスカイト太陽電池及び浮体式洋上風力の状況
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再生可能エネルギー

【ペロブスカイト太陽電池】将来（2040年）の発電コストの考え方①

68

【基本的な考え方】

¸

ペロブスカイト太陽電池メーカー６社 2040年に一定規模の年間生産体制（各社の生産量が概ね1年間に
1GWと仮定）を実現した際の将来（2040年）のコスト見通し

ẑ 2030年までの早期にGW級の生産体制を構築
2040 20GW

¸ メーカーのコスト見通し等に基づき、一定の諸元を置いて算出した、現段階での試算値であるこ
とに留意

【モデルプラントの考え方】

¸ Ṅ Ṅ
Ṅ

ṕ Ṗ

¸ モデルプラントの 事業用太陽光発電のモデルプラン
トの規模と同一の250kW 同一条件下における電源技術のコストを算出する 設置形態 屋根置きを想定

ẑ

ẑ
250kW

¸ モデルプラントの稼働年数 各社の稼働年数の見通しの中央値 20年

ẑ 25 30



再生可能エネルギー

【ペロブスカイト太陽電池】将来（2040年）の発電コストの考え方②

69

＜ペロブスカイト太陽電池：将来（2040年）コストの諸元＞

【各諸元の考え方】

¸ 建設費のうち設備費（パネル費用） 各社のコスト見通しの中央値から算出
メーカー６社それぞれのコスト見通しと、事業用

太陽光（屋根設置）の2023年に設置されたFIT/FIP案件の定期報告（2023年8月までに報告されたデータを対
象）をもとに、分析

¸ FIT/FIP 次世代型太陽電池を念頭に置いた新たな
発電設備区分の創設の検討に着手 IRR水準を含めた価格設定のあり方については確定していない

¸ FIT/FIP 次世代型太陽電池を念頭においた新たな発電設備区分の創設について検討が進められて
いるが、あくまで検討中の段階であり、当該区分のIRRは設定されていない IRR
FIT/FIP 事業用太陽光のIRR水準である4%で算出

¸

建設費

合計 20.4万円/kW

Ỉ ṕ Ṗ2023
FIT/FIP ṕ2023 8 Ṗ

設備費 14.3万円/kW

工事費等 6.1万円/kW

廃棄費用 0.6万円/kW

運転維持費
0.37万円
/kW/年

ṕ Ṗ FIT/FIP ṕ2023
8 Ṗ

設備利用率 14%

2023 FIT/FIP 20%
Ỉ

ṕ Ṗ2022
FIT/FIP ṕ Ḳ2022 Ỉ Ṍ2023 ệ Ṗ

稼働年数 20年 Ỉ



再生可能エネルギー

【浮体式洋上風力】将来（2040年）の発電コストの考え方①
【基本的な考え方】

¸ NEDO 水深・離岸距離・風速等の自然条件を入力することで着床式洋上風力のコスト諸元を算出するコスト算定モデル
日本の排他的経済水域（EEZ）を含めた浮体式洋上風力の普及に向けた検討が行われる中

浮体式洋上風力のコスト算定も可能となるようにモデルの見直しが行われ、2024 10

ẑNEDOのコスト算定モデル 2024 足下の建設費等の上昇傾向は反映されている

ẑ ṕ ễ 2030
Ṗ NEDO

¸ NEDO 設備容量のほか、水深・離岸距離・風速といった自然条件を入力 現在の欧州並みの
洋上風力のサプライチェーン及びインフラが整備された環境において、洋上風力発電設備が建設されると想定

諸元 建設費・廃棄費用・運転維持費・設備利用率が出力

¸ ṕ2040 Ṗ NEDO 欧
州と日本の洋上風力のサプライチェーンやインフラの構築具合の差を補正 将来（2040年）の建設費等のコ
ストの低減を加味
ẑ 2030 足元（2023年）に運開するコストは検証しない

【モデルプラントの考え方】

¸ モデルプラントの規模 WG 2040 30Ṍ45GW
ṕGW Ṗ 1GW

¸ モデルプラントの稼働年数 20年、25年

¸ NEDOのモデルに入力する、モデルプラントの水深・離岸距離・風速等の自然条件 諸外国で浮体式プロジェクトが実施さ
れている海域の自然条件を参考

ẑ4COffshore ṕ60 3,000 Ṗ 2007
2040 107 ṕ Ṗ 浮体式洋上風力が実施されている海域の水深の平均値は176m、離岸距離
の平均値は31km 水深・離岸距離が左記平均値と同程度である日本の海域における平均風速は8.4m/s NEDO

41% NEDO
水深176m、離岸距離31km、風速8.4m/sと設定 70



再生可能エネルギー

【浮体式洋上風力】将来（2040年）の発電コストの考え方②

71

＜浮体式洋上風力：将来（2040年）コストの諸元＞

建設費 48.8万円/kW
NEDO 1.36 NREL

2030 2040 46%

廃棄費用 4.0万円/kW国際的な認証機関DNV-GLが試算した「施工費の70％」を採用し、建設費の低減に連動すると仮定して分析。

運転維持費 1.81万円/kW/年
NEDO 1.36 NREL

2030 2040 11.9%

設備利用率 42.2%
NEDO NREL 2030 2040 2.1%

稼働年数 20、25年 20 25
※浮体式洋上風力に関するNRELの各種見通しのうち、中間的な数値として、Offshore Wind Class 11 （moderate シナリオ）を採用。
※四捨五入の関係で、乗算の結果にズレが生じる場合がある。

【建設費の諸元】

¸ NEDOのコスト算定モデル 現在の欧州並みの洋上風力のサプライチェーン及びインフラが整備された環境において、洋
上風力発電設備が建設されるとの想定に基づく試算値

¸ ①「欧州と日本の洋上風力のサプライチェーンやインフラの構築具合の差を補正」
1.36倍 NEDOのコスト算

定モデルの結果に内外価格差（1.36倍）を乗じる

ẑ 1.36
1.36 我が国における浮体式洋上風力のサプライチェーン及びインフラの構築が、着床式洋上風力以上に進展した場合等においては、内外価

格差が1.36倍よりも小さくなる可能性

¸ ②「将来（2040年）の建設費等のコストの低減」 浮体式洋上風力の諸元の将来見通しが示されている海外機関（NREL
「Electricity Annual Technology Baseline DATA」※2024年10月取得）の建設費低減の見通しに沿って下落する

NRELは2030年以降の浮体式洋上風力発電のコスト見通しを公表 ①による補正後の建設費を便宜上、2030年の
浮体式洋上風力の諸元

ẑ着床式洋上風力の将来の発電コスト ỄWG ễ 2030
第３ラウンド公募の諸元を2030年頃に運転開始する案件の諸元として扱い、検証した

NEDOのコスト算定モデルから出力された諸元を、2030年の浮体式洋上風力の諸元として扱うこととした

¸ IRR 10％と仮定

【その他の諸元】

¸



再生可能エネルギー

（参考）NEDO洋上風力発電コスト調査 概要

Â NEDO 国内外において洋上風力発電事業の発電コスト等を計算した事例
水深、離岸距離及び風速等の条件をパラメーターとした

発電コストが算出可能な前提条件及び計算式

Â 2019 2022 工学や金融など各分野の有識者で構成される委員会
発電コ

ストモデルと欧州の洋上風力プロジェクトの実績値 妥当性

Â 将来の日本における洋上風力に関する環境が現在の欧州並みのイ
ンフラやサプライチェーンが構築された場合

72
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氏名 専門分野 所属

 
 

 
 

 

Ṋ



電源
太陽光
※３

風力
※４

中小水力 地熱
ﾊﾞｲｵﾏｽ
※５

予算額
（億円）

約330 約132 約116 約141 約39

政策経費
（円/kWh ）

0.3 1.3 0.2 0.6~1.3 0.1

¸ 5 GI /

¸ 2023 総発電電力量ṕ Ḳ401
kWh Ḳ748 kWh Ḳ105 kWh Ḳ965 kWhṖ

¸ 2040 2040
 2040 ẑểẑỄ

【2023年の再エネの予算関連政策経費】

ẑể 2023
2040

ẑỄ

2021

再生可能エネルギー

予算関連政策経費の考え方

ẑ GX 2023 10 2040

【2040年の再エネの予算関連政策経費】

電源
太陽光
※３

風力
※４

中小水
力

地熱
ﾊﾞｲｵﾏｽ
※５

予算額
（億円）

約96 約108 約116 約140 約39

政策経費
（円/kWh ）

0.03
～0.04

0.1~0.2 0.1 0.6~1.3
0.05

~0.07

ẑễ ṕ Ṗ ṕ Ṗ ẑỆ ṕ Ṗ ṕ Ṗ
ẑệ ṕ Ṗ ṕ Ṗ 73



再生可能エネルギー

（参考）2021年検証のモデルプラント諸元と調達価格等想定値（太陽光）

＜太陽光（2021検証:事業用／調達価格:50kW以上250kW未満※）＞＜太陽光（2021検証:住宅用／調達価格:10kW未満）＞

2021年検証
2020年

モデルプラント

2023年度
調達価格等の

想定値

ṕ Ṗ 30.1 /kW 25.9 /kW

Ṉ Ṉ

5%ṕ Ṗ Ṉ

0.30 /kW/ 0.3 0 /kW/

Ṉ Ṉ

Ṉ Ṉ

5kW 10kW

13.8 % 13.7 %

17 17

Ṋ
ṕ Ṗ

20,25,30 10

ṕ IRRṖ Ṉ 3.2%

2021年検証
2020年

モデルプラント

2023年度
調達価格等の

想定値

ṕ ṧ Ṗ
20.8 /kW 12.1 / kW

Ṉ 1.35 /kW

1 /kW 1 /kW

0.48 /kW 0.5 /kW/

1.40% 1.40%

Ṉ 1.2 67%

250 kW
50kW

250kW

17.2 % 17.7 %

17 17

Ṋ
ṕ Ṗ

20 ,25,30 20

ṕ IRRṖ Ṉ 4%

ẑ 74



＜洋上風力＞＜陸上風力＞

2021年検証
2020年

モデルプラント

2023年度
調達価格等の

想定値

34.7 /kW 27.5 /kW ẑ

Ṉ

5%ṕ Ṗ 5%ṕ Ṗ

1.04 /kW/ 0.93 /kW/

1.40% 1.40%

Ṉ 1.2 67%

30,000kW

25.4 % 28.0 %

17 17

Ṋ
ṕ Ṗ

20,25 20

ṕ IRRṖ Ṉ 7%

2021年検証
2020年

モデルプラント

2019年度
調達価格等の

想定値※

51.5 /kW 56.5 /kW

Ṉ

5Ṿṕ Ṗ 5% ( )

2.25 /kW/ 2.25 /kW/

1.40% 1.40%

Ṉ 1.2 67%

350,000 kW

30% 30%

17 17

Ṋ
ṕ Ṗ

20 ,25 20

ṕ IRRṖ Ṉ 10%

ẑ 2023 ṕ Ṗ
2014 2019

再生可能エネルギー

（参考）2021年検証のモデルプラント諸元と調達価格等想定値（風力）

ẑ
26 .5 /kW
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再生可能エネルギー

（参考）2021年検証のモデルプラント諸元と調達価格等想定値（中小水力）

＜小水力＞＜中水力＞

2021年検証
2020年

モデルプラント

2023年度
調達価格等の

想定値※

80Ṍ100 /kW 80Ṍ100 /kW

5Ṿṕ Ṗ 5%ṕ Ṗ

700 / 700 /

3%ṕ Ṗ 3%ṕ Ṗ

14%ṕ Ṗ 14%ṕ Ṗ

Ṉ Ṉ

26 / 26 /

1.40% 1.40%

Ṉ 1.2 67%

200 kW
1,000kW
ṕ200kW Ṗ

60% 60%

22 22

Ṋ
ṕ Ṗ

30, 40 20

ṕ IRRṖ Ṉ 7%

ẑ 200 kW 200 kW 1,000 kW
ẑ 1,000 kW 5,000 kW 5,000 kW 30,000 kW

2021年検証
2020年

モデルプラント

2023年度
調達価格等の

想定値※

33Ṍ90 /kW 51Ṍ93 /kW

5Ṿṕ Ṗ 5%ṕ Ṗ

1.0Ṍ2.1

/kW/
0.95 /kW/

Ṉ Ṉ

1.40% 1.40 %

Ṉ 1.2 67%

5,000 kW
1,000kW

30,000kW

60% 45%

0.4Ṿ 0.4Ṿ

22 22

Ṋ
ṕ Ṗ

40, 60 20

ṕ IRRṖ Ṉ 7%
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2021年検証
2020年

モデルプラント

2023年度
調達価格等の

想定値

79 /kW 79 /kW

Ṉ 5 /kW

5%ṕ Ṗ 5%ṕ Ṗ

3.3 /kW/ 3.3 /kW/

1.40% 1.40%

Ṉ 1.2 67%

30,000kW 15,000 kW

83% 83%

11% 11%

15 15

Ṋ
ṕ Ṗ

30, 40, 50 15

ṕ IRRṖ Ṉ 13%

2021年検証
2020年

モデルプラント

2023年度
調達価格等の

想定値

39.8 / kW 41 /kW

Ṉ

5%ṕ Ṗ 5%ṕ Ṗ

2.7 /kW/ 2.7 /kW/

12,000 /t 12,000 /t

750 /t 750 /t

60,000t 60,000t

1.40% 1.4 0%

Ṉ 1.2 67%

5,700kW 2,000kW

87Ṿ
ṕ Ṗ

87%
ṕ Ṗ

16% 16%

15 15

Ṋ
ṕ Ṗ

20, 30, 40 20

ṕ IRRṖ Ṉ 8%

＜バイオマス（木質専焼（未利用材））＞＜地熱＞

再生可能エネルギー

（参考）2021年検証のモデルプラント諸元と調達価格等想定値（地熱・バイオマス）
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資本費
ṕ2.0 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh Ṗ

・総額約2,076億円ṕể Ṗ

CO2対策費
CO2

・総額約1兆3,086億円ṕể 40 Ṗ

燃料費
・総額約5,921億円ṕể 40 Ṗ

石炭火力発電コストṕ2023 Ṗ
政策経費あり 24.8円/kWh
政策経費なし 24.7円/kWh

運転維持費

・総額 約2,045億円ṕể 40 Ṗ

※モデルプラント想定（2023年・2040年基本ケース）

設備容量70万kW、設備利用率70％、発電効率43.4％、所内率5.6％、稼働年数40年

燃料費：IEA「公表政策シナリオ」 

CO2対策費の推移： IEA「公表政策シナリオ」（EU）

ể 40
約937億kWｈ

火力発電

石炭火力 発電コストの内訳
（参考）石炭火力発電コストṕ2040 Ṗ

政策経費あり 18.8~30.8円/kWh
政策経費なし 18.7~30.7円/kWh

CO2対策費用
・総額約1兆5,780億円
ṕể 40 Ṗ

燃料費 
・総額約4,856億円ṕể 40 Ṗ

（基本ケース）
政策経費あり 26.5円/kWh
政策経費なし 26.4円/kWh

資本費
ṕ2.0 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh Ṗ

・総額約2,076億円ṕể Ṗ

運転維持費

・総額 約2,045億円ṕể 40 Ṗ

IEA IEA

政策経費
ṕ0.07 /kWh Ṗ

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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資本費
ṕ1.9 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh)

・総額1,786億円ṕể Ṗ

CO2対策費用
CO2

・総額5,063億円 ṕể 40 Ṗ

燃料費 
・総額7,469億円ṕể 40 Ṗ

運転維持費

・総額1,532億円 ṕể 40 Ṗ

※モデルプラント想定（2023年の基本ケース）

設備容量60万kW、設備利用率70％、発電効率54.9％

所内率2.2％、稼働年数40年、燃料費：IEA「公表政策シナリオ」 

CO2対策費の推移： IEA「公表政策シナリオ」（EU）

※モデルプラント想定（2040年の基本ケース）：発電効率57％、他は2023年の基本ケースと同一

ể 40
約832億kWh

LNG火力発電コストṕ2023 Ṗ
政策経費あり 19.1円/kWh
政策経費なし 19.1円/kWh

火力発電

LNG火力 発電コストの内訳
LNG火力発電コストṕ2040 Ṗ

政策経費あり 16.0~21.0円/kWh
政策経費なし 15.9~20.9円/kWh

（基本ケース）
政策経費あり 19.3円/kWh
政策経費なし 19.2円/kWh

IEAIEA

資本費
ṕ1.9 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh)

・総額1,786億円ṕể Ṗ

運転維持費

・総額1,532億円 ṕể 40 Ṗ

燃料費 
・総額6,735億円ṕể 40 Ṗ

CO2対策費用
CO2

・総額5,881億円 ṕể 40 Ṗ

政策経費
ṕ0.07 /kWh Ṗ

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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資本費
ṕ5.1 /kWh Ṗ
ṕ0.4 /kWh Ṗ
ṕ0.07 /kWh Ṗ

・総額1,292億円ṕể Ṗ

CO2対策費用
CO2

・総額2,948億円
ṕể 40 Ṗ

燃料費
・総額5,041億円 ṕể 40 Ṗ

運転維持費

・総額 839億円 ṕể 40 Ṗ

※モデルプラント想定（2023年・2040年の基本ケース）
設備容量40万kW、設備利用率 30％、発電効率39％、所内率4.8％、稼働年数40年
燃料費：IEA「公表政策シナリオ」 CO2対策費の推移： IEA「公表政策シナリオ」（EU）

※2040年の基本ケースの前提
発電効率48％、他は2023年と同一を想定

ẑ1

ể 40
231億kWｈ

石油火力発電コストṕ2023 Ṗ
政策経費あり 43.8円/kWh
政策経費なし 43.8円/kWh

火力発電

石油火力 発電コストの内訳
（参考）石油火力発電コストṕ2040 Ṗ

政策経費あり 33.2~42.1円/kWh
政策経費なし 33.1~42.0円/kWh

IEA
IEA

（基本ケース）
政策経費あり 38.9円/kWh
政策経費なし 38.8円/kWh

資本費
ṕ5.1 /kWh Ṗ
ṕ0.4 /kWh Ṗ
ṕ0.07 /kWh Ṗ

・総額1,292億円ṕể Ṗ

運転維持費

・総額 839億円 ṕể 40 Ṗ

燃料費
・総額3,954億円 ṕể 40 Ṗ

CO2対策費用
CO2

・総額2,889億円
ṕể 40 Ṗ

政策経費
ṕ0.07 /kWh Ṗ

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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ể 40
約937億kWｈ

2.3 2.3 2.3
2.3 2.3 2.3

6.4 5.3 4.3

13.6 16.4
20.6

0.1

0.1

0.1

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

バイオマス（石炭混焼） 発電コストṕ2023 Ṗ
政策経費あり 24.7円/kWh
政策経費なし 24.6円/kWh

※モデルプラント想定（2023年・2040年の基本ケース）
設備容量70万kW、設備利用率70％、発電効率43.4%
所内率5.6％、稼働年数40年
石炭燃料費：IEA「公表政策シナリオ」 
CO2対策費の推移： IEA「公表政策シナリオ」（EU）

再生可能エネルギー

バイオマス（石炭混焼） 発電コストの内訳

バイオマス（石炭混焼） 発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 18.8~30.5円/kWh
政策経費なし 18.7~30.4円/kWh

運転維持費

・総額2,139億円ṕể 40 Ṗ

資本費
ṕ2.1 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh)

・総額2,169億円ṕể Ṗ

燃料費
5Ṿ

・総額4,936億円ṕể 40 Ṗ

資本費
ṕ2.1 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh)

・総額2,169億円ṕể Ṗ

ṕ Ṗ
政策経費あり 26.3円/kWh
政策経費なし 26.3円/kWh

運転維持費

・総額2,139億円ṕể 40 Ṗ

CO2対策費
・総額1兆5,370億円
ṕể 40 Ṗ

燃料費
5Ṿ

・総額5,973億円ṕể 40 Ṗ

CO2対策費
・総額1兆2,746億円
ṕể 40 Ṗ

IEA IEA

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

政策経費
ṕ0.06 /kWh Ṗ

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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CCS付石炭火力発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 26.6~32.3円/kWh
政策経費なし 26.5~32.2円/kWh

資本費
ṕ2.3 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh Ṗ

・総額約2,076億円ṕể Ṗ

CO2対策費
CO2

CO2

・総額約1,921億円ṕ40 Ṗ

燃料費 
・総額約4,856億円ṕể 40 Ṗ

運転維持費

・総額約2,045億円ṕể 40 Ṗ

ể40
約821億kWｈ

ẑCO2
200km /1000km

300 CO2
(285 )

火力発電

CCS付石炭火力 発電コストの内訳

※モデルプラント想定（基本ケース）

設備容量70万kW、設備利用率70％、回収率90％、発電効率39.6％、所内率9.3％、稼働年数40年

燃料費：IEA「公表政策シナリオ」 、CO2対策費の推移：IEA「公表政策シナリオ（EU）

Ṯ ṯṮ ṯṮ ṯ Ṯ ṯ

CCSにかかる費用

ṕ8.3 /kWh Ṗ
ṕ3.8 /kWh Ṗ

ṕ2.2 /kWh Ṗ
・総額約1兆1,741億円ṕ40 Ṗ

IEA IEA

（基本ケース）
パイプライン：政策経費あり 27.7円/kWh 政策経費なし 27.6円/kWh
船舶  ：政策経費あり 31.6円/kWh 政策経費なし 31.5円/kWh

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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CCS付LNG火力発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 17.1~21.1円/kWh
政策経費なし 17.0~21.0円/kWh

資本費
ṕ2.2 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh Ṗ

・総額約1,786億円ṕể Ṗ

CO2対策費
CO2

CO2

・総額約716億円ṕ40 Ṗ

燃料費
・総額約6,735億円ṕể 40 Ṗ

運転維持費

・総額約1,532億円ṕể 40 Ṗ

ể40
約737億kWｈ

ẑCO2
200km /1000km

300 CO2
(106 )

火力発電

CCS付LNG火力 発電コストの内訳

Ṯ ṯṮ ṯ

IEA

Ṯ ṯ

CCSにかかる費用

ṕ2.0 /kWh Ṗ
ṕ1.6 /kWh Ṗ

ṕ0.9 /kWh Ṗ
・総額約3,316億円ṕ1 40 Ṗ

IEA

（基本ケース）
パイプライン：政策経費あり 19.2円/kWh 政策経費なし 19.1円/kWh
船舶  ：政策経費あり 20.8円/kWh 政策経費なし 20.7円/kWh

                  

Ṯ ṯ

※モデルプラント想定（基本ケース）

設備容量60万kW、設備利用率70％、回収率90％、発電効率52.5％、所内率5.9％、稼働年数40年

燃料費：IEA「公表政策シナリオ」 CO2対策費の推移： IEA「公表政策シナリオ」（EU）

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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LNG火力（海外ブルー水素10%混焼・水素専焼発電） 発電コストの内訳

資本費
ṕ1.9 /kWh Ṗ

ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh)

・総額1,786億円ṕể Ṗ

CO2対策費用
ṕLNG Ṗ CO2

・総額5,293億円 ṕể 40 Ṗ

燃料費 
ṕ2.6 /kWh Ṗ

LNG ṕ7.3 /kWh Ṗ
・総額8,208億円ṕể 40 Ṗ

運転維持費

・総額1,532億円 ṕể 40 Ṗ

※モデルプラント想定（10%混焼・専焼共通、基本ケース）
設備容量60万kW、設備利用率70％、発電効率57.0％、所内率2.2％、稼働年数40年
燃料費：IEA「公表政策シナリオ」 CO2対策費の推移：IEA「公表政策シナリオ」（EU）

水素10%混焼火力発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 17.4~21.9円/kWh
政策経費なし 17.3~21.8円/kWh

火力発電

水素専焼火力発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 27.0~29.9円/kWh
政策経費なし 26.9~29.8円/kWh

ể 40
約832億kWｈ

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

資本費
ṕ1.9 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh)

・総額1,786億円ṕể Ṗ

燃料費
・総額2兆1,463億円ṕể 40 Ṗ

運転維持費

・総額1,532億円 ṕể 40 Ṗ

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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ṕ Ṗ
政策経費あり 20.3円/kWh
政策経費なし 20.2円/kWh

ṕ Ṗ
政策経費あり 29.9円/kWh
政策経費なし 29.8円/kWh

IEA IEA IEA IEA



アンモニア50%混焼火力※1

発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 24.6~31.0円/kWh
政策経費なし 24.5~30.9円/kWh

火力発電

石炭火力（海外ブルーアンモニア20%混焼・50%混焼・アンモニア専焼） 発電コストの内訳

ẑ11 40
937億kWｈ

アンモニア専焼火力※2

発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 21.0~24.1円/kWh
政策経費なし 20.9~24.0円/kWh

ẑ2ể 40
832億kWｈ

燃料費 
・総額1兆5,821億円
ṕể 40 Ṗ

運転維持費

・総額1,532億円
ṕể 40 Ṗ

アンモニア20%混焼火力※1

発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 21.1~30.9円/kWh
政策経費なし 21.0~30.8円/kWh

資本費
ṕ2.0 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh Ṗ

・総額約2,076億円ṕể Ṗ

CO2対策費用
ṕ Ṗ CO2

・総額1兆2,624億円
ṕể 40 Ṗ

燃料費
ṕ5.2 /kWh Ṗ

(4.1 /kWh)
・総額8,733億円ṕể 40 Ṗ

運転維持費 (2.2円/kWh)

・総額2,045億円 ṕể 40 Ṗ

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

政策経費

ṕ0.1 /kWh Ṗ

※2 モデルプラント想定（基本ケース）
設備容量60万kW、設備利用率 70％
発電効率57.0％、所内率2.2、稼働年数40年
燃料費：IEA「公表政策シナリオ」 
CO2対策費の推移：IEA「公表政策シナリオ」（EU）

※1 モデルプラント想定（基本ケース）
設備容量70万kW、設備利用率70％、
発電効率43.4％、所内率5.6％、稼働年数40年
燃料費：IEA「公表政策シナリオ」 
CO2対策費の推移： IEA「公表政策シナリオ」（EU）

【20%混焼】
【50%混焼】

【アンモニア専焼】
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ṕ Ṗ
政策経費あり 23.1円/kWh
政策経費なし 23.0円/kWh

ṕ Ṗ
政策経費あり 27.3円/kWh
政策経費なし 27.2円/kWh

ṕ Ṗ
政策経費あり 28.5円/kWh
政策経費なし 28.4円/kWh

IEA
IEA

IEAIEA IEA
IEA

資本費
ṕ1.9 /kWh Ṗ

ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh)

・総額1,786億円ṕể Ṗ



LNG火力（国産グリーン水素10%混焼・専焼発電） 発電コストの内訳
水素10%混焼火力コストṕ2040 Ṗ

政策経費あり 16.9~22.3円/kWh
政策経費なし 16.8~22.2円/kWh

火力発電

水素専焼火力コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 24.4~33.1円/kWh
政策経費なし 24.3~33.0円/kWh

資本費
ṕ1.9 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh)

・総額1,786億円ṕể Ṗ

燃料費
・総額2兆615億円
ṕể 40 Ṗ

運転維持費

・総額1,532億円
ṕể 40 Ṗ

ể 40
約832億kWｈ

資本費
ṕ1.9 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh)

・総額1,786億円ṕể Ṗ

CO2対策費用
ṕLNG Ṗ CO2

・総額5,293億円
ṕể 40 Ṗ

燃料費
ṕ2.5 /kWh Ṗ

LNG ṕ7.3 /kWh Ṗ
・総額8,123億円
ṕể 40 Ṗ

運転維持費

・総額1,532億円
ṕể 40 Ṗ

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。

※モデルプラント想定（10%混焼・専焼共通、基本ケース）
設備容量60万kW、設備利用率70％、発電効率57.0％
所内率2.2％、稼働年数40年、燃料費：IEA「公表政策シナリオ」 
CO2対策費の推移：IEA「公表政策シナリオ」（EU）
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ṕ Ṗ
政策経費あり 20.2円/kWh
政策経費なし 20.1円/kWh

ṕ Ṗ
政策経費あり 28.9円/kWh
政策経費なし 28.8円/kWh

IEA
IEAIEA

IEA



火力発電

石炭火力（国産グリーンアンモニア20%混焼・50%混焼・アンモニア専焼） 発電コストの内訳
アンモニア専焼火力※2

発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 27.9円/kWh
政策経費なし 27.8円/kWh

アンモニア20%混焼火力※1

発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 22.4円~32.0円/kWh
政策経費なし 22.4円~31.9円/kWh

ẑ1ể 40 約937億kWｈ

資本費
ṕ1.9 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh)

・総額1,786億円ṕể Ṗ

燃料費 

・総額1兆9825億円
ṕể 40 Ṗ

運転維持費

・総額1,532億円
ṕể 40 Ṗ

資本費
ṕ2.0 /kWh Ṗ

ṕ0.2 /kWh Ṗ
ṕ0.03 /kWh Ṗ

・総額約2,076億円ṕể Ṗ

CO2対策費用
ṕ Ṗ CO2

・総額1兆2,624億円
ṕể 40 Ṗ

燃料費
ṕ6.5 /kWh Ṗ

ṕ4.1 /kWh Ṗ
・総額9,961億円ṕể 40 Ṗ

運転維持費

・総額2,045億円ṕể 40 Ṗ

アンモニア50%混焼火力※1

発電コストṕ2040 Ṗ
政策経費あり 27.9円~33.9円/kWh
政策経費なし 27.8円~33.8円/kWh

ẑ2

ể 40 約832億kWh

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

政策経費
ṕ0.1 /kWh Ṗ

※1 モデルプラント想定（基本ケース）
設備容量70万kW、設備利用率70％
発電効率43.4％、所内率5.6％、稼働年数40年
燃料費：IEA「公表政策シナリオ」 
CO2対策費の推移： IEA「公表政策シナリオ」（EU）

※2 モデルプラント想定（基本ケース）
設備容量60万kW、設備利用率 70％、発電効率57.0％
所内率2.2%、稼働年数40年、燃料費：IEA「公表政策シナリオ」 
CO2対策費の推移：IEA「公表政策シナリオ」（EU）
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ṕ Ṗ
政策経費あり 28.6円/kWh
政策経費なし 28.5円/kWh

ṕ Ṗ
政策経費あり 31.7円/kWh
政策経費なし 31.6円/kWh

IEA IEA IEAIEA
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火力発電

水素・アンモニア発電コストの内訳

10% 20% 50%

ṕ
Ṗ

IEA IEA IEA BNEF BNEF IEA BNEF BNEF IEA BNEF BNEF
ṧ ṧ

STEPS 20.3 20.2 19.8 20.6 20.2 29.9 28.9 24.7 33.1 29.0 27.3 27.5 28.6 28.5 28.8 31.7 23.1 23.7
27.9

APS 19.8 20.0 19.5 20.4 20.0 27.0 28.8 24.4 33.1 29.0 29.3 30.2 31.2 28.6 30.7 33.4 21.0 24.1
ẑ STEPS IEA  CO2 IEA ṕEUṖ APS

IEA  CO2 IEA ṕEUṖ
ẑ ṧ
ẑ ṕSTEPSṖ  Ḳ ḲSTEPS Ḳ23Ṿ Ḳ
ẑ ṕAPSṖ  Ḳ ḲAPS Ḳ23Ṿ Ḳ
ẑ APS STEPS

Ẇ 海外ブルー水素 IEAの水素レポート「The Future of Hydrogen」 （2019）

Ẇ 国産グリーン水素 2040 Ṅ
事業用太陽光と風力発電を想定 幅を持って算出

ẑ
「政策経費なし」の発電コスト

ẑ事業用太陽光 STEPSでは基本ケースṕ Ḳ ḲSTEPS
Ḳ23Ṿ Ḳ Ṗ APSでは②導入量見通しをAPSとしたケース

ẑ陸上風力・着床式洋上風力 APS STEPSのケース

Ẇ 海外ブルーアンモニア IEAの水素レポート「The Future of Hydrogen」 （2019）
Bloomberg NEFのレポート「Japan’s Costly Ammonia Coal Co-

Firing Strategy」（2022）に2050年までの日本向けの海外ブルーアンモニアのコスト 両者
の間で幅をもって算出

Ẇ 国産グリーンアンモニア Bloomberg NEFのレポート「Japan’s Costly Ammonia Coal Co-Firing 
Strategy」（2022） 2040年の国産グリーンアンモニア



２ー１．火力発電
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火力発電

モデルプラントの発電コストの考え方①（火力発電）

【基本的な考え方】

¸ ṕ2021 Ṗ 2015
CO2 ṕ Ṗ

Ệ

¸ 今回の発電コスト検証においても、同様にモデルプラント方式を踏襲 モデルプラントの諸元（建設費
等）・化石燃料価格の見通し・CO2対策費の見通し・技術革新（発電効率向上）の見通し 最
新のデータに更新して、コストを検証

ẑ

ṕ2021 Ṗ ṕ2021 Ṗ

【火力発電のうち検証の対象とする電源の考え方】

¸ ṕ2021 Ṗ LNG
CO2 LNG CO2

¸ 次ページに記載の
ケースを検証することとした
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火力発電

モデルプラントの発電コストの考え方②（火力発電）

¸ 2023 12 COP28
1979 3 IEA

ṕ Ṗ ṕ2021 Ṗ
CCS

石炭火力・石油火力についても引き続き検証

¸

¸ CCS
ṕ2021 Ṗ

足下（2023年運開） 将来（2040年運開）

石炭 LNG 石油 石炭 LNG 石油

化石燃料専焼のまま
40

Ẇ Ẇ Ẇ
Ẇ

ṕ Ṗ
Ẇ

Ẇ
ṕ Ṗ

CCS付 - - - Ẇ Ẇ -

脱炭素燃料混焼
- - -

Ẇ
( )

Ẇ
( )

-

脱炭素燃料専焼
- - -

Ẇ
( )

Ẇ
( )

-

対象とする電源の考え方
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火力発電

火力発電サンプルプラント

今回のサンプルプラント
（参考）2021年検証における

サンプルプラント

石炭火力発電所

モデルプラント規模：70万kW、発電効率
43.4％、設備利用率70％、稼働年数40年
ṕ Ệ Ṗ 

Ễ ṕ65 kW 2023 Ṗ
ể ṕ50 kW 2023 Ṗ
ể ṕ65 kW 2023 Ṗ
Ễ ṕ100 kW 2022 Ṗ

モデルプラント規模：70万kW、発電効率
43.5％、設備利用率70％、稼働年数40年
ṕ Ệ Ṗ 

ṕ60 kW 2021 Ṗ
ể ṕ60 kW 2020 Ṗ
ễ ṕ60 kW 2020 Ṗ
Ễ ṕ100 kW 2019 Ṗ

LNG火力発電所

モデルプラント規模：60万kW、発電効率
54.9％、設備利用率70％、稼働年数40年
ṕ Ệ Ṗ 

ể ṕ64.7 kW 2023 Ṗẑ2

ể ṕ57.2 kW 2022 Ṗ
ể ṕ56.9 kW 2019 Ṗ

LNGể ṕ42.5 kW 2018 Ṗ

モデルプラント規模：85万kW、発電効率
54.5％、設備利用率70％、稼働年数40年
ṕ Ệ Ṗ 

ể ṕ56.9 kW 2019 Ṗ
ể ṕ42 kW 2018 Ṗ

7-2 ṕ119 kW 2018 Ṗ
7-1 ṕ119 kW 2017 Ṗ

石油火力発電所※1

モデルプラント規模：40万kW、発電効率39％、設備利用率70％、稼働年数40年
ṕ Ệ Ṗ 

ễ ṕ50 kW 1987 Ṗ
ể ṕ37.5 kW 1989 Ṗ
Ễ ṕ37.5 kW 1989 Ṗ
Ễ ṕ35 kW 1998 Ṗ

ẑ1 2011 2015

ẑ2 LNG 1 (22 12 ) 1 (23 2 ) 2 (23 4 ) 3 (23 8 ) 4
ểṌễ 3 4 ểṌễ

ểṌễ ể ểṌễ ễ Ệ 93



火力発電

将来（2040年）のモデルプラントの発電コストの考え方（火力発電）

【将来（2040年）のモデルプラントの発電コストの考え方】

¸ 資本費ṕ Ṗ
前回（2021年）の発電コスト検証同

様、足下（2023年）のコストから変化せず、一定

¸ 運転維持費ṕ Ṗ
前回（2021年）の発電コスト検証

同様、足下（2023年）のコストから変化せず、一定

¸ 技術革新 ṕ2021 Ṗ 将来の技術革新の見通し 発電効率が
向上することを想定 ṕ Ṗ

ẑ CO2
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火力発電

化石燃料価格の考え方①（将来の価格見通し①）

ṕ ṖIEA World Energy Outlook 2024 ṕP90ḲTable2.3 ḲIEA crude oil ḲJapan ḲJapanṖ

¸ ṕṌ2079 Ṗ
IEA「World Energy Outlook」に記載されている日本

等の価格トレンドの見通しを利用 将来の見通しを推計 ṕ Ṗ

¸

Stated Policies Scenario（公表政策シナリオ）を基本 Announced 
Pledges Scenario ṕ Ṗ Net Zero Emissions by 2050 Scenario ṕ

2050 Ṗ 参考としてこうしたケースも示す
2050 ṕ Ṗ 前

回同様、感度分析も行う

WEO2024の化石燃料シナリオ

石炭 LNG 原油
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Ẍ ṕ ṖẌWEO2024

火力発電

化石燃料価格の考え方②（将来の価格見通し②）

ṕ ṖIEA World Energy Outlook 2024 ṕP90ḲTable2.3 ḲIEA crude oil ḲJapan ḲJapanṖ

Ṯ ṕ2023 ṖṌ2050 ṯWEO2024に記載 2023年・2030年・2040年・2050年の日本の化石燃料価
格 日本の平均燃料価格ṕ CIF ṖとWEOに記載の燃料価格との差分の5年平均値を用いて補
正 それぞれの間は価格が直線的に推移

ẑ2023Ṍ2050 WEO2024 2023 ṕ CIF Ṗ
2023 WEO2024 CIF 70$ WEO2023 2024 2030

CIF WEO 5 5

Ṯ2051 Ṍ2079 ṯ上記のとおり補正した2040年～2050年の価格推移がそのまま継続
ẑWEO2024 WEO2023 30 50 40 2050 2040 Ṍ2050

将来の価格見通しの推計方法
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火力発電

（参考）各機関等による化石燃料価格の推移見通し

¸ WEO2024 Ṅ
IEEJ Outlook  2024 EIA Annual Energy Outlook  

2023 化石燃料の需給バランスの変化 2030
2050 化石燃料価格が上昇するシナリオが提示

¸

今回の検証においても、感度分析も行う

ṕ Ṗ IEEJ Outlook 2024 ṕ Ḳ Ḳ Ḳ Ṗẑ
Commodity Market Forecast ṕApril 2024 Ṗṕ ḲEUṕBrentṖ Ḳ FOB Ḳ Ṗ

EIA Annual Energy Outlook 2023  ṕ Ḳ Ḳ Ḳ ṕHHṖṖ
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各種レポートにおける燃料価格推移シナリオ
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火力発電

化石燃料価格の考え方③（将来の燃料価格の感度分析）

¸ WEO2024 ṕSTEPSṖ
ṕ CIF Ṗ

¸ 燃料価格を正確に見通すことは困難
2022 ṕ2021 Ṗ

一定の変動幅を置いて感度分析を実施

¸

上昇・下落どちらの可能性も考えられ、そ
の振れ幅も大小様々

¸ 前回（2021年）検証と同様に、2030年断面において、±10%・±20%
と設定

ẑ 2022
Ṅ ṕ2021 Ṗ
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火力発電

（参考）燃料価格の感度分析
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火力発電

CO2対策費用の考え方①（総論）
【基本的な考え方】

¸ CO2対策費用 2050 政策の実施に伴い、将来負
担が生じると想定される社会的費用（環境外部費用）の一部を内部化

¸ CO2 中長期的なCO2価格の世界的
な見通しを可能な限り包括的に示す CO2

WEOにおけるEUの「公表政策シナリオ」（STEPS）

¸ EU-ETS 40% EU-ETS
今回の検証においては

WEOにおけるEUの「公表政策シナリオ」（STEPS）を基本ケース
日本が2050年カーボンニュートラルを宣言していることを踏まえ、今後更なる政策が実施されうることを踏

まえた表明公約シナリオ（APS）
韓国のSTEPS これらを参考値として、幅をもって示す

¸ 足下の対策費用 EU-ETSの2023年平均価格（12,725円/t-CO2）を基本 韓国
の排出権取引制度の2023年平均価格（1,061円/t-CO2） 参考ケースとして活用 将来の
対策費用 2021 EUのSTEPSトレンドを基本

APSのトレンドと韓国のSTEPSトレンドについても参考ケースとして示す

ẑ2021 CO2 STEPS EU-ETS ṕ2020 Ṗ 2,996 ṕ2030 Ṗ 4,280
EU-ETS ṕ2021 Ḳ28$/t -CO2ἲ Ḳ129$/t -CO2Ṗ

ṕ2021 Ḳ107 /$ἲ Ḳ141 /$Ṗ CO2
APS CO2

STEPS

¸ 2051年以降 CO2 CO2
基本ケース・参考ケースともに2050年の価格で横置き
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火力発電

CO2対策費用の考え方②（将来の対策費用見通し）

WEO2024のCO2価格推移シナリオを踏まえた見通し

Ṯ ṕ2023 ṖṌ2050 ṯ
足下の対策費用 EU-ETSの2023年平均価格を基本 韓国の排出権取引制度の2023年平均価格につ
いても参考ケースとして活用 将来の対策費用 2021

EUのSTEPSトレンドを基本 APSのトレンドと韓国のSTEPSトレンドについても参考ケースとして示す

Ṯ2051 Ṍ2079 ṯ
2050年の価格を横置き

将来の価格見通しの推計方法
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（12,725円/t-CO2）

WEO2024(STEPS)：Canada

WEO2024(STEPS)：EU

WEO2024(STEPS)：Korea

WEO2024(STEPS)：China

WEO2024(STEPS)：Chile and Colombia

2023年EU-ETS約定価格
⇒2050年APS価格

2023年K-ETS約定価格
⇒2050年韓国価格

WEO2024(APS)：
Advanced economies 

with NZE pledges

推計結果
（日本のCO2価格：幅として提示）

2023年EU-ETS約定価格
⇒2050年EU価格
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火力発電

技術革新によるコスト低減（発電効率向上）の考え方

¸ ṕ2021 Ṗ ṕ2030 Ṗ

¸

ṕCO2 Ṗ

¸ 火力発電の将来（2040年）の発電効率
2021年検証時における将来（2030年）の発電効率と同様の水準まで向上すると見込

む

¸ CCS

2023年
モデルプラント

発電効率

2040年想定発電効率
※前回（2021年）の
発電コスト検証と同様

2040年想定発電効率の考え方
※前回（2021年）の発電コスト検証と同様

石炭火力 43.4% 43.4% Ṅ

LNG火力 54.9% 57.0% 1700ṹ

石油火力 39.0% 48.0%
DOE LNG
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火力発電

モデルプラントの考え方（バイオマス（石炭混焼））
【モデルプラントの考え方】

¸ ṕ2021 Ṗ ṕ2021 Ṗ 石炭火力へ
のバイオマス燃料混焼を想定して検証 ṕ2021 Ṗ

木質チップと想定
ẑ

ṕ2021 Ṗ

【モデルプラントの規模・諸元】

¸モデルプラントの規模・稼働年数・設備利用率Ḳ ṕ2021 Ṗ 石炭火力のモデルプ
ラントと同一（規模70万kW、稼働年数40年、設備利用率70%）

¸混焼率Ḳ
10%を超える混焼率 1%以下の混焼を実施

前回（2021年）検証と同様、5％
ẑ2040

2023 5%

【モデルプラントの発電コストの考え方】

¸資本費Ḳ足下のコスト ṕ2021 Ṗ バイオマス燃料を混焼するた
めに必要となる建設費（混焼施設整備費）を上乗せ

直近で運開した大手発電事業者のバイオマス混焼石炭火力4基の費用実績を調査し、平均費用を計上
将来のコスト

足下のコストから変化せず、一定

¸運転維持費Ḳ足下のコスト
石炭火力のモデルプラントと同一

足下のコストから変化せず、一定

¸燃料価格・CO2価格Ḳ ṕ2021 Ṗ バイオマス燃料・石炭の価格 バイオマス専焼・石炭火力の
コスト検証に用いる価格と同一  CO2 火力発電のコスト検証に用いる価格と同一

¸IRR相当政策経費Ḳ FIT/FIP 103
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火力発電

CCS付火力発電のモデルプラントの考え方①（基本的な考え方）

【前回（2021年）の発電コスト検証の振り返り】

¸ ṕ2021 Ṗ 2030 CO2
CCS 2016 CCUS

CO2 火力発電の稼働に伴い排出されるCO2全量を対
象とし、90％を分離回収
ẑCO2 CO2 ṕ316 t-CO2/ Ṗ 285 t-CO2/

CO2 LNG 167 t-CO2/ 151 t-CO2/
ẑ CO2 CO2 CO2

陸上パイプライン ṕ CCUS 20km Ṗ
CCUS 陸上施設から傾斜井を通して海底下に貯留

【今回の検証の基本的な考え方】

¸ CCS 2030 CCS 10
CO2

¸ CO2 ṕCCS Ṗ
FS preFEED CCS

¸

CCS 前回検証した費用をより精緻にアップデート

ẑ ṕ Ṗ ṕ2021 Ṗ 2040

CCS

ẑ CO2 Ṅ ṕCCS Ṗ

CO2
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6) ṇ CCS

¸ 2030 ị 「先進的CCS事業」 10か所の
火力発電所 CO2 CO2

火力発電

（参考）国内のCCSの現況

ẑ ṇ טּ ḭ
︣ טּ Ḯ

ṇ ḱ ḱ

5) CCS

3) CCS

4) CCS

2)  CCS

1) CCS

7) CCS 9) CCS8) ṇ CCS

ṇ ḱ ṇ ḱ

先進的CCS事業で支援する貯留地とCO2排出者
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火力発電

（参考）海外のCCSの現況

¸ CO2 CO2

2025
Phase1,2 4

CO2

海外でのCO2船舶輸送の取組事例

Northren Lights

Ṗ HP
https://www.kline.co.jp/ja/news/carbon -neutral/carbon -neutral -20240206.html

海外でのCO2分離回収付火力発電の取組事例

Boundary Dam

2014
100 /

CO2
EORẑ

Petra Nova

2017
140 /

CO2
EORẑ

ẑEORḲEnhanced Oil Recovery
ṕ Ṗ

Project Greensand

ṖGeensand HP
https://www.projectgreensand.com/en/hvad -er-project -greensand

Zwijindrecht
CO2

2023 ễ

ṖBoundary Dam Carbon Capture Project HP
https://www.saskpower.com/our -power -future/infrastructure -projects/carbon -
capture -and -storage/boundary -dam -carbon -capture -project

Ṗ HP
https://www.mhi.com/jp/products/engineering/co2plants_projectrecords.html
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火力発電

CCS付火力発電のモデルプラントの考え方②（各論）

＜①火力発電所＞

¸ CCS 2040年に運転開始する火力発電にCCSを付けた際のコストを検証するもの 分離回収設備は火

力発電に付加する設備 2021 設備容量・設備利用率・稼働年数については、今回の発電コス

ト検証における火力発電のモデルプラントと同一

¸

発電効率をCCSなしの火力発

電と比較して石炭火力で3.8％、LNG火力で4.5％減少 所内率をCCSなしの火力発電と比較して石炭火力とLNG火力

それぞれで3.7％上昇

＜②分離回収＞

¸ CO2回収率・回収規模Ḳ2021 CO2 90%

CCS 90Ṿ CO2

2021年検証と同様に、火力発電の稼働に伴い排出されるCO2全量を対象とし、その90％を分離回収する ṕ CO2

317万t-CO2/年 CO2 LNG 118万t-CO2/年 90％を分離回収 Ṗ

2021年検証と同様に、分離回収されないCO2等は、CO2対策費用として計上

②分離回収

回収方法

化学吸収法

輸送方法

陸
域

陸上パイプライン

海
域 船舶輸送

貯留方法

陸
上

施
設 陸上施設からの海底下貯留

海
上

施
設

ṕ Ṗ

①火力発電所

排出源

発
電

石炭火力発電

LNG火力

IGCC

ṕBECCSṖ

③輸送 ④貯留

※赤字が、今回の発電コスト検証における検討項目
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火力発電

CCS付火力発電のモデルプラントの考え方③（各論）
＜③輸送＞

¸ 輸送方法Ḳ2021 CCS

ṕ 9 6 Ṗ NEDO ṕẑṖ

液化CO2船舶輸送も検証

ẑ CO2 CO2

2021 Ṍ ṕ1,000km Ṗ 2026

CO2

¸ 輸送量Ḳ2021 排出源の集積化を想定 300万t-CO2をベースケース

2024 2021 300万t-CO2をベースケース

¸ 輸送距離Ḳ2021 CCUS 20kmのパイ

プライン輸送をベースケース 2040年新設プラントであることを踏まえ、貯留地と排出地は一定程度離れていると想

定される CCS パイプライン輸送については200kmをベースケース 船舶

輸送（液化CO2船による輸送）については CCS NEDO ṕ

1,000km Ṗ 1,000㎞

＜④貯留＞

¸ 圧入方法Ḳ CCUS

2024年検証においても同様に陸上から海底下への圧入を想定

¸ 貯留量Ḳ2021 排出源の集積化を想定 300

2024 2021 300万t-CO2をベースケース

¸ 圧入レートḲ CCUS ể 50 t-CO2/
2024 2021年検証と同様に、50万t-CO2/年・坑
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火力発電

CCS付火力発電の将来（2040年）コストの考え方①（分離回収）
【資本費のうち建設費】

¸ 2021 2016
CO2 90Ṿ ṕẑṖ

ẑ CO2 2021 CO2

CO2 ṕ Ḳ0.6 Ṗ

¸ CCS 2021 必要となる
CO2分離回収可能量により補正（※）した上で、建設費を計算 CCS付石炭火力で約70.4万円/kW、CCS付
LNG火力で約39.0万円/kW

ẑ CCS CCS CCS
LNG CCS ṕ0.6 Ṗ

¸

上記の建設費コストから変化せず、一定とする

【資本費のうち廃棄費用】

¸ IEA/OECD NEA Projected Costs of Generating Electricity 2020  
廃棄費用は建設費の５％

【運転維持費】

¸ 分離回収部分について追加で計上しない

¸ ṕ Ṗ
ṕ Ṗ

火力発電の建設費に分離回収設備の建設費を加算した値に、火力発電の修繕費、諸費、業
務分担費を計算する際に用いる比率（建設費に占める比率）と同一の数字を掛け合わせる
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火力発電

CCS付火力発電の将来(2040年)コストの考え方②（輸送①：パイプライン輸送）

ẑ Ḳ ṕ Ṗ ú
ẑ Ḳ

2021 2024 Ḵ

【資本費のうち建設費】

¸ CO2 ⅰ）CO2を輸送圧力まで昇圧するための圧縮機 ⅱ）パイプライン

¸ Ṗ Ṗ 2021 CCS
ṕ300 t-CO2/ Ṗ ṕ20kmṖ Ṗ Ṗ

¸ 2021 Ṗ Ṗ 前
述の輸送量（300万t-CO2/年がベース）・輸送距離（200kmがベース）を満たすⅰ）ⅱ）の設備の建設費を算出
（※）し、合計約1,160億円

上記の建設費コストから変
化せず、一定とする

ẑ ṕ12.5MPaṖ
47MW Ṗ 133

ẑ ṕ Ḳ12 .5MPa
Ḳ11 .5MPaṖ 0.55m

ṕ / Ṗ 1,027

【資本費のうち廃棄費用】

¸ IEA/OECD NEA Projected Costs of Generating Electricity 2020  
廃棄費用を建設費の５％

【運転維持費】

¸ Ṗ Ṗ 国内のガス導管事業者のヒアリング結果
を基に、修繕費を建設費の２％/年、人件費を1.5億円/年
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火力発電

CCS付火力発電の将来（2040年）コストの考え方③（輸送②：船舶輸送）

【資本費のうち建設費】 

¸ CO2 ⅰ）液化CO2船 ⅱ）陸上設備（液化設備、貯蔵タンク、荷役設
備）

¸ CO2 CCS NEDO
CO2 ṕ CO2

Ṗ Ṗ Ṗ
ṕẑṖ 当該実証におけるⅰ）ⅱ）の建設費のデータ等を元に、「CCS付火力発電のモデ
ルプラントの考え方③」に記載した輸送量（300万t-CO2/年がベース）・輸送距離（1,000kmがベース）を満たす
ⅰ）ⅱ）の設備の建設費を算出し、合計約1,303億円

ẑ CO2 ṕ 3.6 t Ṗ ṕ3 Ṗ
NEDO CO2

531

ẑ ṕ Ḳ 300 t/ Ḳ
1 tú4 Ḳ 3.6 t/ Ṗ NEDO

772

ẑ Ṗ Ṗ NEDO
CO2 CO2
Ṗ Ṗ
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火力発電

CCS付火力発電の将来（2040年）コストの考え方④（輸送③：船舶輸送）

【資本費のうち廃棄費用】

¸ IEA/OECD NEA Projected Costs of Generating Electricity 2020  
廃棄費用を建設費の５％

【運転維持費・燃料費】

¸ 修繕費をⅰ）液化CO2船で建設費の５％/年、
ⅱ）陸上設備で２％/年 人件費をⅰ）液化CO2船で11億円/年、 ⅱ）陸上設備で4.9億円/年

¸ CO2 9.9億円/年

ẑ Ṗ Ṗ NEDO
CO2 CO2
Ṗ Ṗ
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火力発電

CCS付火力発電の将来（2040年）コストの考え方⑤（貯留①）
【資本費のうち建設費】 

¸ CO2 ⅰ）掘削費 ⅱ）圧入ポンプの建設費

¸ 2021 CCS ṕ300 t-CO2/ Ṗ ṕ
ṕ50 t-CO2/ Ṗ Ỉ Ṗ

¸ 2021 石油・ガス資源開発分野において同設備を導入する際の建設費データを踏
まえ、設備の建設費を算出（※）し、約694億円

上
記の建設費コストから変化せず、一定

ẑ ể CO2 Ỉ Ỉ 444
CO2

41 CCS
Ễ 105

ẑ 324 kWú2
104
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火力発電

CCS付火力発電の将来（2040年）コストの考え方⑥（貯留②）
【資本費のうち廃棄費用】

¸ IEA/OECD NEA Projected Costs of Generating Electricity 2020  
廃棄費用を建設費の５％

【廃坑費】

¸ 2024 ệ CCS

¸ CO2 2021
CO2

¸ 2021年検証と同様、石油・ガス資源開発分野において廃坑する際の費用を踏まえて算出し、約
14億円

上記の廃坑費コストから変化せず、一定とする

【運転維持費】

¸ 石油・ガス資源開発事業者のヒアリング結果を基に、修繕費を建設費の２％/年、人件費を4.7
億円/年

【モニタリング費用】

¸ 2021 EU 5 2 20

¸ CCS CCS
5年間で2回の三次元弾性

波探査（1回あたり約2.6億円）・年1回の海洋調査（1回あたり約0.7億円）を20年間実施することとして費用を算出
し、約35億円
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火力発電

（参考）CO2分離回収型IGCCについて

¸ IGCC
ẑ Ḳ 46Ṿ

¸ IGCC CO2 IGCC CO2
CO2 IGCC ṕẑṖ CCS

現時点では、世界においても実証プラントしか存在
しないことを踏まえ、今回は発電コストの検証は行わない

ẑ

CO2
CO2
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¸ CO2 ṕ Ṗ
CO2

¸ CO2
kWh

CO2

排ガス等
Storage

EORẑ1

Å / /
Å直接大気回収（DAC: Direct 

Air Capture）
ÅCOŇ ṕ

Ṗ

CO₂フリー水素

Å

Å ṧCCS

( Ṗ

ẑ1 EORḲEnhanced Oil Recovery ṕ Ṗ

基幹物質
ÅCO、H₂の合成ガス
Åメタノール、エタノール等

ṕ Ṗ
ṕ Ṗ
ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

再生可能エネルギー

Å ṕ BTXẑ2 Ṗ

Å ṕ Ṗ
Å

Å

Å /

輸送
分離回収
Capture

COŇ

ẑ3 Sustainable Aviation Fuel ṕ Ṗ

Å ṕ ṕe-fuel ṖṖ
Å ṕ ṕSAFẑ3ṖṖ
Å ṕ LP Ṗ

燃料

その他

鉱物

化学品

利用
Utilization

ẑ2 Benzene Toluene Xylenes

火力発電

（参考）カーボンリサイクルについて
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２ー３．水素・アンモニア
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【水素】モデルプラントの考え方①（前回の設定と現状整理）

【モデルプラントの考え方】 

¸ 前回（2021年）
IEAの水素レポート「The Future of Hydrogen」（2019） 資本費

稼働率 LNG火力と同等と設定 燃焼器を除き LNGガ
ス火力の発電設備と原則同等のものを活用できることが特徴 LNGプラン
トの各種諸元を参考 ṕ混焼と専焼に場合分け
LNG Ṗ
ï 水素の受入設備等に要する費用 IEAの当該レポート 陸上に揚げて50㎞輸送するコストを含めて燃料費が算出

資本費ではなく燃料費に含まれる

¸ 現在 混焼 10％混焼（※1）燃焼器の開発が完了 実証運転にも成功済 10%超混焼ṕẑỄṖ
専焼 燃焼器の開発 高温高圧下の燃焼試験を実施済

2025年度に燃焼機の開発完了を目指している

¸ 今回の検証 10％混焼ṕẑ1Ṗと専焼を想定

ṕẑ1Ṗ 30% ṕẑ2Ṗ

火力発電
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【水素】モデルプラントの考え方②（諸元の考え方）

【発電コストの諸元の考え方】 

¸ 現在においても、商用ベースで運転しているプラントは存在しない 2040年運開のモデルプラントとして参考
にすることができるプラントはない 2040年運開のモデルプラント 資本費

運転維持費 研究開発や実証段階に要した費用 現時点で発注する際の見積もり
必ずしも妥当ではない
ï Ṅ

2040

¸ ṕ2021 Ṗ 水素燃焼器や、発電プラント内に置かれる
水素貯蔵タンク等の水素供給設備のコストは考慮せず、これらも含む資本費や運転維持費等の諸元はLNG火力と同一

 水素の燃料費については、後述のとおり、IEAのレポートから引用する等の方法により、算出

¸ 詳細
なデータが入手可能になれば そのデータに基づいた諸元を考慮していく必要

火力発電

120



【アンモニア】モデルプラントの考え方①（前回の設定と現状整理）

【モデルプラントの考え方】

¸ 前回（2021年） 20Ṿ 2021
4 ṕ Ṅ ṕUSCṖṖ 石炭火力での20％混焼の
実用化を想定 超々臨界圧ṕUSCṖを参考 ṕ USC

IEA 「The Future of Hydrogen」（2019） Ṗ
ï アンモニアの受入設備等に要する費用 IEAの当該レポート 陸上に揚げて50㎞輸送するコストを含めて燃料費が算

出 資本費ではなく燃料費に含まれる

¸ 現在 混焼 100万kW級 20%アンモニア混焼実証が完了済 2028年度ま
でに50％以上の高混焼に向けた燃焼器の開発や実証 専焼 2万kW級の燃焼器の技術
開発を2025年度の開発完了 2030年までには約30万kW級の燃焼器を開発

脱炭素化
ロードマップ 2030年代半ばには50％混焼 2040年代後半頃に専焼

¸ 今回の発電コスト検証 20％混焼（※） ・ 50％混焼
（※） ・専焼を想定

ṕẑṖ

火力発電
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【アンモニア】モデルプラントの考え方②（諸元の考え方）

【発電コストの諸元の考え方】 

¸ 現在においても、商用ベースで運転しているプラントは存在しない 2040年運開のモデルプラントとして参考
にすることができるプラントはない状況 2040年運開のモデルプラント 資本費

運転維持費 研究開発や実証段階に要した費用 現時点で発注する際の見積もり
必ずしも妥当ではない
ï 20Ṿ ṕ

Ṗ2040

¸ 20％混焼 50％混焼 ṕ2021 Ṗ アンモニア燃焼器や、発電プラ
ント内に置かれるアンモニア貯蔵タンク等のアンモニア供給設備の金額は加味せず、資本費や運転維持費等の諸元は石炭
火力（超々臨界圧（USC））と同一と仮定 専焼 LNG

その資本費や運転維持費等の諸元はLNG火力と同一
20% 50% アンモニア燃焼器や、発電プラント内に置かれるアンモニア貯蔵タンク等の金額につい

ては加味しない アンモニアの燃料費については、後述のとおり、IEAのレポートから引用する等の方法により、
算出

¸

詳細なデータが入手可能になれば そのデータに基づいた諸元を考慮していく必要

火力発電
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【水素・アンモニア】燃料費①（総論）

【水素・アンモニアの製造方法】

¸ 前回（2021年） IEAの水素レポート「The Future of Hydrogen」（2019）
2030 ṕ

Ṗ ブルーアンモニア・グリーンアンモニア価格 豪州
産・中東産として記載されていた価格の平均値を設定 ブルー水素・グリーン水素の価格 水素を取り出す
工程分の費用を加味したそれぞれの水素の価格 3.87$/Kg -H2 2.85$/Kg -H2

¸ 国内の水素等製造は小規模かつ輸入水素等
よりも高いが エネルギー安全保
障の観点 国内製造が重要 国内で製造可能な水素等の供給量では賄えない需要が将来的には想定

大量に供給が可能な水素等の輸入も重要

¸ ブルー水素とブルーアンモニアについては、海外から
輸入して国内で使用することが想定 グリーン水素とグリーンアンモニアについては、国内で製造して国内で使用すること
が想定 ṕṌ
2079 Ṗ ブルーについては輸入を想定し、グリーンについては国内製造を想定して、算出

ṇ
ṇ

（天然ガス由来）
※平均値を基に算出

ṕ ṖIEA The Future of Hydrogen ṕ2019Ṗ

2030年のブルー水素・アンモニアのオーストラリア・中東平均の見通し価格

火力発電
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【水素・アンモニア】燃料費②（海外ブルーアンモニア・海外ブルー水素）
【海外ブルーアンモニアの将来価格の算出方法】

¸ ṕ2021 Ṗ IEAの水素レポート「The Future of 
Hydrogen」 （2019） Bloomberg NEFのレポート
「Japan’s Costly Ammonia Coal Co-Firing Strategy」（2022）に2050年までの日本向けの海外ブルーアンモ
ニアのコスト 両者の間で幅をもって算出

ü IEAの水素レポート 輸送費等を含めた日本向けの2030年のコスト
ṕ2021 Ṗ 豪州産・中東産の平均値（3.87$/Kg-H2）を元に設定 それ
以降の価格の見通し 原料となる燃料価格であるLNG価格トレンドの見通しを利用して設定

 ẑ 受入設備等に要する費用 IEAの当該レポート 陸上に揚げて50㎞輸送するコストを含めて燃料費が算出
資本費ではなく燃料費に含まれている

ü BNEFのレポート 足下から2050年までの海外ブルーアンモニアの日本向けのコスト
2050年までの価格は当該レポートに倣う ṕ後掲Ṗ 2050年から2079年までの価格の見通し

原料となる燃料価格であるLNG価格トレンドの見通しを利用して設定

 ẑ

【海外ブルー水素の将来価格の算出方法】

¸ 海外ブルー水素 ṕ2021 Ṗ IEAの水素レポート「The Future of 
Hydrogen」（2019） 海外ブルーアンモニアのコストに アンモニアから水素を取り出す工程分の費用
（1.02$/Kg-H2）を上乗せ

ü IEAの水素レポート 輸送費等を含めた日本向けの2030年のコスト
ṕ2021 Ṗ 豪州産・中東産の平均値を元に設定 2040年以降の価格の見通
し 原料となる燃料価格であるLNG価格の推移を踏まえて設定

   ẑ 受入設備等に要する費用 IEAの当該レポート 陸上に揚げて50㎞輸送するコストを含めて燃料費が算出
資本費ではなく燃料費に含まれている

火力発電
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【水素・アンモニア】燃料費③（国産グリーン水素）

¸ 国産グリーン水素 併設する再エネ発電設備から電気を調達して水素を製造する場合を想定
ṕ2040 Ṍ2079 Ṗ

ẑ ṕ Ṗ

¸ 国産グリーン水素の製造コスト 併設型再エネの発電コスト（円/kWh）×水電解装置の電解効率
（kWh/kg-H2） 水電解装置の資本費等」

併設型再エネの発電コスト 2040
Ṅ 事業用太陽光と風力発電を想定

事業用太陽光と風力発電のLCOE（2040年運開）を参照
幅を持って算出

ẑ 20-25 ṕ40
Ṗ 2040

2040

水電解措置の電解効率 IEA Towards hydrogen definitions based on their emissions 
intensity ṕ2023.4 Ṗ 50kWh/kg-H2

 ẑ 2040 保守的に検
証する観点 電解効率の向上は考慮しない

水電解装置の資本費と運転維持費 GI
2030 PEM ṕ 5.2万円/kW 6.5万円/kWṖ

2040

 ẑ 1kg ṕ/kgṖ NEDO
ṕ Ṗ ṕ2023 2 Ṗ kW

57.5 /Kg -H2

火力発電

かなという気もするんですけども、そこもテイクノートさえしてくれていただければいいな
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【水素・アンモニア】燃料費④（国産グリーンアンモニア）
¸ 国産グリーンアンモニア

日本における国産グリーンアンモニアの将来の製造コストが示されている最新
のレポートであるBloomberg NEFのレポート「Japan’s Costly Ammonia Coal Co-Firing Strategy」
（2022） 国産グリーンアンモニアの製造価格を算定

¸ 2040
ṕ2040 Ṍ2079 Ṗ

すると 再エネコストは生産設備が建造された時点での資本費等により決定
2040年から製造コストは一定として設定することとした

ṕ ṖBNEF Japan s Costly Ammonia Coal Co-Firing Strategy ṕ2022Ṗ

国産グリーンアンモニアの見通し価格

火力発電
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¸ 5 CCS
GI

ṕ Ṗ

¸ 2021年検証の考え方を踏襲
2023 総発電電力量ṕ LNGḲ3,241 kWh Ḳ2,804 kWh Ḳ
716 kWhṖ

¸ 2040 2040
 2040

【2023年の火力発電の政策経費】

※ LNG火力、石炭火力、石油火力、水素混焼・専焼火力、CCS付
LNG火力、アンモニア混焼・専焼火力、CCS付石炭火力、ガス・石油
コジェネの予算額を含む

火力発電

政策経費の考え方

ẑ GX 2023 10 2040

電源 ＬＮＧ火力 石炭火力 石油火力

予算額
（億円）

約213 約184 約53

政策経費
（円/kWh ）

0.07 0.07 0.07

電源 火力発電

予算額
（億円）

約382 ※

政策経費
（円/kWh ）

0.08～0.1

【2040年の火力発電の政策経費】
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３ー１．試算の考え方と諸元
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נּ ṕ Ṗ
Ẇ各費目について、前回（2021年）の発電コスト検証（以下、2021年検証）を含め、基
本的にֿכ ︡ ךּ ḭקּ אל נּ するこ
ととした。

Ẇその上で、新規制基準への対応を踏まえた追加的安全対策費の増額や、東京電力福島第
一原子力発電所事故の損害費用の増額等については、以下の考え方で適切に反映するこ
ととした。また、事故リスク対応費用の算定方法については、一部見直すこととした。
１．追加的安全対策費
Å 2021年検証では、原子力規制委員会の新規制基準適合性審査を申請していた16
発電所27基で算定を実施。今回の発電コスト検証では、新規制基準適合性審査を
申請している ךּ ḭ 16 27 ךּ ḭ

ḭנּ する。

２．東京電力福島第一原子力発電所事故損害費用
Å原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針（2016年12月閣議決定）や
第6回東京電力改革・１F問題委員会において公表された「有識者ヒアリング結果
報告」、第四次総合特別事業計画（2024年４月変更認定）などを踏まえた

する。

３．核燃料サイクル費用
Å為替レートの変動や本年6月の再処理・MOX燃料加工事業費の見直し等、2021

פּ する。
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3.8 3.8

1.6 1.6

3.6 3.6

1.9 1.9

1.4 1.3
0.2 ~ 0.2 ~

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

ṕ3.4 /kWh Ṗ
ṕ0.3 /kWh Ṗ

ṕ0.1 /kWh)

・東京電力福島第一原子力発電所
事故による事故対応費用

(0.2 円～/kWh)

・予算関連政策経費
(1.4円/kWh)

・新規制基準に基づく、追加的安全
対策に要する費用

(1.6 円/kWh) 

・核燃料サイクル費用
(1.9 円/kWh)

ṕ2023 Ṗ
טּ 12.6 Ṍ/kWh
︡ 11.2 Ṍ/kWh

社
会
的
費
用

発
電
原
価

ẑ ṕ2023 ḱ2040 ṇ Ṗ

120 kWḭ 70Ṿḭ

4Ṿḭ 40 ḭ ễṾ

・人件費、修繕費、諸費、業務分
担費（3.6円/kWh ）

2024 וֹףּ נּ ṕ Ṗ
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※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。

社
会
的
費
用

発
電
原
価

ṕ2040 Ṗ
טּ 12.5 Ṍ/kWh
︡ 11.2 Ṍ/kWh

ṕ3.4 /kWh Ṗ
ṕ0.3 /kWh Ṗ

ṕ0.1 /kWh)

・東京電力福島第一原子力発電所
事故による事故対応費用

(0.2 円～/kWh)

・予算関連政策経費
(1.3円/kWh)

・新規制基準に基づく、追加的安全
対策に要する費用

(1.6 円/kWh) 

・核燃料サイクル費用
(1.9 円/kWh)

・人件費、修繕費、諸費、業務分
担費（3.6円/kWh ）



(3.8 /kWh) 
・建設費45.8万円/kW（120万kW×45.8万円＝5,496 億円）、
 土地費用0.4万円/kW、固定資産税率1.4％、廃止措置費用786億円を反映。
※追加的安全対策費による増分を考慮すると5.0円/kWh  （p.4に記載のコスト）になる

¸発電に直接関係するコストだけでなく、 ḭ （
含む）など将来発生するコスト、 （ ḭ 含む）、

ṕ Ṗといった費用 。

(0.2 Ṍ/kWh)
・東京電力福島第一原子力発電所事故による事故対応費用を、約26.2兆円（廃炉8兆円、賠
償9.2兆円、除染・中間貯蔵6.2兆円、その他2.8兆円）と想定し、出力規模等により約17.7
兆円に補正。損害費用は下限を提示。
・追加的安全対策の進展を考慮し、算定根拠を12,000 炉・年に改訂。
（今後、全ての追加的安全対策の評価の実績が積み上がった場合の効果を勘案する必要あり。）

(1.4 /kWh)
・立地交付金や技術開発予算等、約3,139億円を反映（2023年度予算ベース）。

(1.6 /kWh) 
・新規制基準に基づく、追加的安全対策に要する費用1基あたり平均約2,662 億円について、
モデルプラントの建設費として計上すべき費用を精査し1,707 億円を計上。
・1,707 億円による資本費の増分（約1.2円/kWh ）と、建設費計上に伴う運転維持費（修繕費、
業務分担費）の増分（約0.4円/kWh ）を合計し、1.6円/kWh を計上。

(1.9 /kWh)
・使用済燃料の半分を20年貯蔵後に再処理し、残りの半分を45年貯蔵後に再処理するモデル。

資本費 3.8円

運転維持費 3.6円

核燃料サイクル費用
1.9円

政策経費 1.4円

追加的安全対策費 1.6円

ṕ2023 Ṗ
טּ 12.6 Ṍ/kWh
︡11.2 Ṍ/kWh

社
会
的
費
用

発
電
原
価

※モデルプラント想定

（2023年・2040年の基本ケース）

設備容量120万kW、設備利用率70％、

所内率4％稼働年数40年、割引率３％

(3.6 /kWh) 
・人件費22.5億円/年、修繕費1.7％/年(建設費比例)、諸費109.5 億円/年、業務分担費
13.1％/年（直接費比率）。
※追加的安全対策費による増分を考慮すると4.1円/kWh  （p.4に記載のコスト）になる

※設備利用率は60％・70％・80％、割引率は、０・１・３・

５％、稼働年数は40年・60年の複数ケースで試算する

2024 וֹףּ נּ ṕ Ṗ
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事故リスク対応費用 0.2円～

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。

建設費としては、合計で
7,203 億円を計上



【2021年検証の考え方】

Ẇ は、サンプルプラント（直近に運開した ể 、
ệ 、 Ễ 、

ễ のỆ ）の出力平均値120万kWと設定した。

Ẇ は、国際機関の試算の前提や、海外の設備利用率実績、再稼働済みプラントの
設備利用率を考慮すると、70％よりも高い前提を考慮できるとの意見を参照しつつ、国
内発電所の再稼働は新規制基準が策定された後の途上であることも踏まえ、60Ṿḭ70Ṿḭ
80Ṿṕ70Ṿ ṇ ṇ Ṗ ễ ṇ ︡ḭ した。

Ẇ は、原子炉等規制法における「運転期間延長認可制度」を踏まえ、40 ḭ60
Ễ ṇ ︡ḭ した。

【今回の発電コスト検証の考え方】

Ẇ 設備容量、設備利用率、運転年数はいずれも、2021 פּ קּ ךּ
ḭ2021 ︣ することとした。サンプルプラントについても、大

きな状況変化がないため、2021年検証と同じプラントを対象とすることとした。

※運転年数については、2023年に成立したGX脱炭素電源法により、従来原子炉等規制法に基づい
て行われていた運転期間の延長の判断は、電気事業法に基づいて行われることになった※ものの、
最長で60年という大きな枠組みは維持しているため、引き続き、40年、60年で検討することと
した。

נּ ṕ ḱ ḱ Ṗ

※施行は2025年6月。 133
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2024 וֹףּ ḱ ךּ
Ẇ 2021年検証を含め、これまでの発電コスト検証において、資本費・運転維持費ともに、サンプルプ

ラント４基の個別費用を平均して算出している。
※運転維持費のうち、修繕費については、「建設費における比率」で算出している。また、諸費は必ずしも資本費（＋追加的安全対策費）に比例
して増額するものではないため、比率ではなく、年単価で算出している。

Ẇ 今回の発電コスト検証において、資本費のうち廃止措置費用については、前回はサンプルプラントの
原子力発電施設解体引当金見積総額を用いていたが、廃炉拠出金制度への移行（2024年年4月～）に
伴い、算出方法を変更することとした。

Ẇ なお、足下（2023年）の資本費・運転維持費には、直近の資材価格高騰、労務費の上昇等を反映し
ている。その上で、将来の発電コストに関しては、引き続き資材価格高騰や労務費の上昇が継続する
といったコスト上昇要因もあれば、デジタル技術等の活用による作業効率化などのコスト低下要因も
あると考えられるため、前回と同様、足下（2023年）の資本費・運転維持費と同様と設定すること
とした。

※なお、海外プラントの建設費が高騰しているという事例もある中、2021年検証と同様、一定の感度分析を併せて行うこととした（詳細は後述）。

項目 2024年検証 考え方

建設費 45.8万円/kW
サンプルプラントのデータを元に物価等により修正。

※別途、モデルプラントの建設費として、追加的安全対策費を計上

土地費用 0.4万円/kW サンプルプラントの最新の値を電力会社にアンケート

固定資産税率 1.4% 標準税率である1.4％を採用

廃止措置費用 786億円
廃炉拠出金制度のもと、使用済燃料再処理・廃炉推進機構が算定
した総廃炉費用から、1kWあたりの値を算出し、モデルプラント

出力を乗じたものを用いる

項目 2024年検証 考え方

人件費 22.5億円/年 サンプルプラントの最新の値を電力会社にアンケート

修繕費 1.7 % /年（建設費における比率） サンプルプラントの最新の値を電力会社にアンケート

諸費 109.5 億円/年 サンプルプラントの最新の値を電力会社にアンケート

業務分担費 13.1 % /年（直接費における比率） サンプルプラントの最新の値を電力会社にアンケート

○資本費

○運転維持費
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¸使用済燃料再処理・廃炉推進機構（NuRO） は、総廃炉費用を含む、廃炉推進業務を
実施するために必要な金額として、廃炉拠出金年度総額及び拠出金率を決定。

¸原子力事業者は、廃炉拠出金をNuROに納付し、NuROが廃炉の総合的なマネジメント
等の廃炉推進業務を実施。

ṕ Ṗ

ḱ ṕNuROṖ

Ṻ

שּ
ḱ

V

V ḭ

Ṻ
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Ẇ 各電力会社が行っている追加的安全対策に関する直近の見積もりを踏まえ、これまでの発電コスト検

証 אל נּ ︡ḭ ︣ כֿ ︡ 。

1. モデルプラントの建設費として追加計上すべき費用と、そうでない費用を分けて整理する。（各電

力会社は既設発電所に安全対策を行っているが、予め新規制基準が分かっていれば設計・計画段階

で反映可能な、モデルプラントとして計上不要な費用があることから、安全対策の性質を勘案して

分けて整理。）

2. 現在のように一⻫に各電力会社が調達している状況では、計画的に調達を行う場合よりも安全対策

に係る設備等の価格は高くなる。ただし、どの程度高いのか定量的に算定することが困難であるた

め、過大評価になる可能性があるが、保守的に１．で得られる費用をコストとして計上する。

Å 重大事故（シビアアクシデント）を防止するṡ Ṣに加え、万が一重大事故やテロが発生した場合に
対処するためのṡ Ṣを行うことが義務づけられた。

＜新規制基準の概要＞

シビアアクシデントを防止するための基準
（いわゆる設計基準）

（単一の機器の故障を想定しても
炉心損傷に至らないことを確認）

電源の信頼性

自然現象に対する考慮

火災に対する考慮

耐震・耐津波性能

その他の設備の性能

炉心損傷防止対策（複数の機器の故障を想定）

耐震・耐津波性能

内部溢水に対する考慮（新設）
自然現象に対する考慮

（火山・竜巻・森林火災を新設）

火災に対する考慮

格納容器破損防止対策

意図的な航空機衝突への対応
放射性物質の拡散抑制対策

電源の信頼性

強化

強化又は
新設

ṕ
Ṗ

新設

その他の設備の性能

新設
（テロ対策）

נּ
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Ẇ 各電力会社は、現在、新規制基準を踏まえて既存のプラントに対して追加的に安全対策工
事を実施しているが、既存の配管設備の改造や防潮堤の設置など、プラントの建設段階で
新規制基準が明らかであったならば、建設時に設計・計画の最適化を図ることができた工
事がある。そうした工事に係る費用については、モデルプラントの建設費として算入しな
くてもよいものと考えられるため、計上する費用の対象には含まない。

炉心損傷防止対策
（複数の機器の故障を想定）

耐震・耐津波性能

内部溢水に対する考慮（新設）

自然現象に対する考慮
（火山・竜巻・森林火災を新設）

火災に対する考慮

格納容器破損防止対策

意図的な航空機衝突への対応

放射性物質の拡散抑制対策

電源の信頼性

その他の設備の性能

（例）配管設備の改造

（例）防潮堤の設置

○原子炉格納容器を自然対流によって冷却で
きるよう、既に配置されている配管を改
造・追加する。

○新規制基準を前提としていれば、壁に穴を
空けて配管を通し直したりせず、設計を最
適化することが可能。

○津波対策として、既存の防波堤等に加え、
新たに防潮堤を建設。

○新規制基準を前提としていれば、敷地造成
の際に敷地の高さを十分にとることで、防
潮堤を設ける必要はない。

︣ קּ
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Ẇ 前回の試算の考え方も踏襲し、以下のように整理することとした。
（１）2024年6月時点で原子力規制委員会に新規制基準適合性審査を申請している発電所全体ṕ16

27 Ṗについて、電力会社から聴取した追加的安全対策費の直近の見積り（ 11 ）を反
映する。

（２）2024年6月時点で再稼働している6 12 を対象に、費用内訳を詳細に聴取（ 38 ）
し、モデルプラントの建設費として計上対象としない費用を項目毎に特定する。

（３）その上で、算出した計上対象としない費用の割合を他の発電所の追加的安全対策費にも反映し、
新規制基準適合性審査を申請している発電所全体（16 27 ）の平均値を算出する（※）。

⇒（２）詳細に聴取

¸ シビアアクシデント対策 ỄỆ

¸ 設計基準 ểỆ

再稼働済み（6発電所12基※）

⇒（１）概要を聴取

¸ シビアアクシデント対策 ệ

¸ 設計基準 Ỉ

適合審査中（16発電所27基）

（３）項目毎に除外すべき割合
を特定し、全体の試算に反映

シビアアクシデント
対策

① 意図的な航空機衝突への対応
①－１ 特定重大事故対処施設の設置
①－２ 接続口の分散配置等の対策

② 放射性物質の拡散抑制対策
②－１ 屋外放水設備の設置
②－２ 敷地外への放射性物質拡散抑制対策
②－３ 使用済燃料プール冷却手段の多様化対策等

③ 格納容器破損防止対策
③－１ フィルタベントの設置（BWRのみ）

③－２ 水素爆発防止対策

③－３ 格納容器冷却手段の多様化対策

④ 炉心損傷防止対策

④－１ 可搬式代替低圧注入ポンプ配備
④－２ 可搬式代替電源車配備
④－３ 大容量ポンプ車配備
④－４ 加圧器逃がし弁制御用空気代替供給ライン設置
④－５ その他
④－６ 事故時監視計器設置
④－７ 恒設代替低圧注入ポンプ設置
④－８ 低圧注入用配管設置
④－９ 恒設代替電源設置
④－１０充てん高圧注入ポンプ自己冷却設備設置

⑤ その他

⑤－１ 可搬式モニタリングポスト設置
⑤－２ 安全系蓄電池増強（既設容量変更）
⑤－３ 号機間融通電源ケーブル設置
⑤－４ 免震事務棟の設置
⑤－５ その他
⑤－６ 緊急時対策所関係機器設置

設計基準

⑥ 内部溢水に対する考慮
⑥－１ 配管漏えい検知
⑥－２ 拡大防止装置（堰など）の設置
⑥－３ 扉の水密化

⑦ 自然事象に対する考慮
（火山、竜巻、森林火災）

⑦－１ 防火帯の設置（森林火災対策）
⑦－２ 竜巻飛来物対策、飛散防止対策
⑦－３ 火山対策

⑧ 火災に対する考慮

⑧－１ 異なる種類の感知器設置
⑧－２ 消火設備の設置
⑧－３ 系統分離のための耐火増強対策
⑧－４ その他

⑨ 電源の信頼性 ⑨－１ 非常用ディーゼル発電機燃料油貯蔵タンク増設

⑩ 耐震対応
⑩－１ 耐震裕度向上工事
⑩－２ 周辺斜面安定化対策

⑪ 耐津波対応 ⑪－１ 防潮堤の設置（津波対策）

ểể ễỊ

（※）川内１・２、玄海３・４、高浜１・２・３・４、大飯１・２、美浜３、伊方３

(※)特定重大事故対処施設の設置は19基が申請しているため、19基の平均を反映
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項目 具体的内容 Ａ）再稼働済み12基の
聴取結果

Ｂ）精査の結果、
除外すべき割合

①意図的な航
空機衝突へ
の対応

①－１ 特定重大事故対処施設の設置 V設計・敷地造成費用は除外
することが適当

V約1割が敷地造成
費用に該当し、除
外。①－２ 接続口の分散配置等の対策 V除外（設計段階で反映可）

②放射性物質
の拡散抑制
対策

②－１ 屋外放水設備の設置

②－２ 敷地外への放射性物質拡散抑制対策

②－３ 使用済燃料プール冷却手段の多様化

対策等

V算入（新たな設備の設置） Vすべて算入

③格納容器破
損防止対策

③－１ フィルタベントの設置

③－２ 水素爆発防止対策
V算入（新たな設備の設置） V約5割は設計段階

で反映可能であり、
除外。③－３ 格納容器冷却手段の多様化対策 V除外（設計段階で反映可）

④炉心損傷防
止対策

④－１～５ 可搬式設備の設置

 （ポンプ、電源車等）
V算入（新たな設備の設置） V約4割は設計段階

で反映可能又は既
設設備の改造費用
に該当し、除外。

④－６ 事故時監視計器装置 V除外（既設設備の改造費用
に該当)

④－７～１０ 原子炉冷却手段・原子炉圧力

調整手段の多様化対策 など
V除外（設計段階で反映可）

⑤その他 ⑤－１～５ 緊急時対策所の設置、各項目に

含まれない給水・電源等の配置
V算入（新たな設備の設置） V約1割は設計段階

で反映可能であり、
除外。
V－

⑤－６ 緊急時対策所内の機器設置 V除外（設計段階で反映可）

ṕ Ṗ
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項目 具体的内容 Ａ）再稼働済み12基の
聴取結果

Ｂ）精査の結果、
除外すべき割合

⑥内部溢水に
対する考慮

⑥－１ 配管漏えい検知
⑥－２ 拡大防止装置（堰など）の設置

V除外（設置・配置設計費用
に該当）

V約8割は設置・配
置設計費用に該当
し、除外。⑥－３ 扉の水密化 V除外（設計段階で反映可）

⑦自然現象に
対する考慮

（火山・竜巻・森

林火災）

⑦－１ 防火帯の設置（森林火災対策）
⑦－２ 竜巻飛来物対策、飛散防止対策
⑦－３ 火山対策

V除外（設計段階で反映可） Vすべて除外

⑧火災に対す
る考慮

⑧－１ 異なる種類の感知器設置
⑧－２ 消火設備の設置

V除外（付帯工事費用に該当) V約5割は付帯工事
費用に該当し、除
外。⑧－３、４ 系統分離のための耐火増強

対策 など
V除外（設計段階で反映可）

⑨電源の信頼
性

⑨－１ 非常用ディーゼル発電機燃料油
貯蔵タンク増設 など

V除外（敷地造成・設置費用
に該当)

V約2割は敷地造
成・設置費用に該
当し、除外。

⑩耐震対応
⑪耐津波対応

⑩－１ 耐震裕度向上工事 V除外（付帯工事費用に該当) V約6割は付帯工事
費用に該当し、除
外。
V－

⑩－２ 周辺斜面安定化対策 V除外（設計段階で反映可）

⑪－１ 防潮堤の設置（津波対策） V除外（設計段階で反映可） Vすべて除外

※新規制基準対応を超える各電力会社の自主的対応についても、上記同様の整理で算入。

ṕ Ṗ
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Ṯ ṯ
Ẇ以上の考え方に基づき、追加的安全対策費を見積もると以下の通りとなる。これをモ
デルプラントの追加的安全対策費として計上することとした。

①2024年6月時点で ︡ ךּ
ṕ16 27 Ṗ ḭ1 טּ 2, 662
。

כֿ② לּ ḭモデルプラントの建設費として追加計上すべき費用を整理し、1,707
/ を追加的安全対策費として計上する。

Ẇこれに基づき、モデルプラントの追加的安全対策費の発電単価を算定すると、1.6
/kWh に相当する。

Ẇなお、上記の算定においては、モデルプラントの建設費に計上すべき費用か否か特定
が難しい場合は、保守的に判断して全て計上した。現在のように一⻫に各電力会社が
調達している状況では、計画的に調達を行う場合よりも価格は高くなることと併せて、
追加的安全対策費は保守的に見積もっていることにも留意する必要がある。

2024 וֹףּ
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נּ ṕ Ṗ
Ẇ追加的安全対策により発電コストは上昇する一方で、追加的安全対策を行うことによ
る効果が事故リスク対応費用に影響を与えることとなる。この関係を踏まえ、以下の
通り、前回の考え方を踏襲するとともに、一部見直した。

① これまでの発電コスト検証において採用された ẑ 。

※事業者間での相互扶助の考え方に基づき、損害額を一定期間において負担する場合の
コストを算定する方式

、追加的安全対策により低下すると見込まれるが、現時点では費用
の低減を試算する方法が確立されていないことから、2021 （東京電力福
島第一原子力発電所事故の損害費用） נּ 。

③ 共済方式の ṕ ḱ Ṗについては、2015 年発電コスト検証（以下、
2015年検証）では新規制基準の適合性審査においても活用されている確率論的
リスク評価（PRA）も参考にして算出したが、直近のPRAの状況等も踏まえて、
算定根拠を見直すこととした（詳細後述）。

＜参考＞新規制基準におけるPRAの実施状況

Å 新規制基準に基づいた適合審査の際に、PRAを
提示するが、その中では感度解析として一部の
追加的安全対策の効果を確認する評価を実施。

Å 安全対策後の状況を反映したPRAは、安全性向
上評価届出制度において実施することとなって
いる。

A)損害費用 円 ／B)算定根拠（炉・年）

C)モデルプラントの総発電電力量（kWh）

モデルプラント１基

モデルプラントベース 12,000 炉・年

【共済方式による算定方法】
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Ẇ 2021年検証においては、東京電力改革・1F問題委員会において示された見通しや原子力災害から
の福島復興の加速のための基本指針（2016年12月閣議決定）、新々・総合特別事業計画（2017
年５月認定、2021年４月変更認定）などを踏まえた最新の見通しなどを踏まえて損害額を見直し、
出力規模、地域性、人口で補正。（補正前23 .8兆円 → 補正後15 .7兆円）

Ẇ 今回の発電コスト検証においては、東京電力改革・1F問題委員会において示された見通しや原子
力災害からの福島復興の加速のための基本指針（2016年12月閣議決定）に加え、第四次総合特別
事業計画（2021年8月認定、2024年4月変更認定）、福島復興の加速のための迅速かつ着実な賠
償等の実施に向けて（令和５年12月22日原子力災害対策本部）を踏まえた最新の見通しを反映。

Ẇ その結果、事故廃炉費用8.0兆円、賠償費用9.2兆円、除染・中間貯蔵費用6.2兆円、その他費用が
2.8兆円となり、合計26 .2兆円。これを前回までと同様の手法により出力規模、地域性、人口規模
で補正。（補正前26 .2兆円 → 補正後17 .7兆円）

Ẇ なお、損害費用については、現時点での見積りを反映しているものであり、今後増える可能性があ
るため、下限を提示。また、本来であれば、放射性物質拡散防止対策などの追加的安全対策を実施
することにより、損害費用は低減する可能性があるが、こうした効果は反映していない。

ḱ

8.0 9.2 6.2 2.8 26.2 17.7

ṕ Ḳ Ṗ

ṕ Ṗ
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東京電力改革・1F
問題委員会に提示
さ れ た 見 通 し
（2016年12月9日参
考資料より）

＋
原子力災害対策本部
決定等を踏まえた
増額

事故廃炉費用 賠償費用 その他

廃炉・汚染水対策の制度整
備に必要な資金規模
8.0兆円
補正①
2.7兆円

賠償
7.9兆円
＋

1.3兆円（※³）
→ 9.2兆円

8.6兆円

その他、前回まで
の試算において計
上していた費用

発電施設の
減損、核燃
料の損失

0.1兆円

現時点で推計不能な費
用、現時点で明らかに
含まれていない費用

行政費用

※¹･²
2.6兆円

補正①：廃炉費用については出力に依存しないと仮定し、東京電力福島第一原子力発電所1～4号機の追
加廃炉費用を汚染レベルの高い1～3号機の３基分で割って補正

補正②：一過性の費用については出力とは関係なく計上し、一定期間に渡って発生する費用については
モデルプラントと東京電力福島第一原子力発電所の1号機から3号機までの出力の比（120万／
202.8 万）等で補正

補正③：モデルプラントを前提として試算

（除染関係）
○最終処分関係費用

※¹ 平成23年度～令和4年度は決算額を用い、令和5年度は予算額を計上。
※² 2021年検証同様、賠償及び除染費用や、次の事故が発生した場合に不要な費用を除く。
※³ 福島復興の加速のための迅速かつ着実な賠償等の実施に向けて（令和５年12月22日原子力災害対策本部）を踏まえた最新の見通しを反映

合計 26.2兆円

補正①～③後の金額合計 17.7兆円

（廃炉関係）
○デブリ取出し以降に生じる

 廃棄物処分費用

除染・中間貯蔵費用

除染（汚染廃
棄物処理含
む）

4.0兆円

2.4兆円

中間貯蔵（建
設・管理運営等）

1.6兆円
＋

0.6兆円
（※³）
→2.2兆円

1.3兆円

ṕ Ṗ
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Ẇ 東京電力福島第一原子力発電所１~４号機の廃炉・汚染水対策を進めるための制度整備に
必要な資金規模は、第6回東京電力改革・１F問題委員会において公表された「有識者ヒア
リング結果報告」から変化はなく、8 となる見込み。

Ẇ そのため、これらの費用については、前回を踏襲し、以下の考え方の下で算定することと
した。
V 事故によって汚染された発電所の廃炉については、電気出力には依存しないと仮
定。

V ４号機については、１～３号機に比べて汚染レベルが低く、追加廃炉費用は少額
に収まる見込み。したがって、廃炉費用を３基分の廃炉費用として補正。

ṕ Ḳ Ṗ
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Ẇ 2021年検証の整理を参照し、東京電力の第四次総合特別事業計画（2024年４月変更認定）に
おける ךּ 、「一過性の損害」と「一定期間にわたって発生することが見込ま
れる損害」等に分類し、 ︡ḭ する。

Ẇ この 、「福島復興の加速のための迅速かつ着実な賠償等の実施に向けて」における
9.2 ︢ ḭ することとした。

※1 ※² 
※3 

61,270  62,181

検査費用等 3,573 - 1.03 -

営業損害、出荷制限指示等による損害及び風評被害 26,551 0.97 1.03 -

一括賠償（営業損害、風評被害） 3,452 0.97 1.03 -

間接被害等その他 5,242 - 1.03 -

財物価値の喪失又は減少等 15,626 - 1.03 -

住居確保損害 6,826 - 1.03 -

︣ כֿ צּ 16,402 10,017

精神的損害 13,667 - 1.03 0.59

就労不能損害 2,735 1.03 1.03 0.59

5,165 5,263

自主的避難等 4,915 1.02 - -

福島県民健康管理基金 250 - - -

82,840 77,462

Ṯ ṯ

※1 地域性の換算係数
・一人当たりGDP比（立地県平均／福島県） ：0.97
・一人当たり雇用者報酬比（立地県平均／福島県）：1.03
・消費者物価地域差指数比（全国／東北） ：1.02

※² 人口比
・30km 圏内人口の全サイト平均と福島第一     
サイトとの比（全サイト平均／福島第一          
サイト）：1.03

※3 出力比
・モデルプラント（120万kW）と東京電力
福島第一原子力発電所の1号機から3号機
（202.8 万kW）までの出力の比：0.59

Å上記の補正結果を踏まえ、9.2兆円を補正すると賠償費用は約8.6兆円（9.2兆円×補正係数（補正後費用／賠償見積額））

Åこれまでの発電コスト検証を踏まえ、以下の補正係数を採用

ṕ Ḳ Ṗ
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Ẇ

 ṕ Ṗ 約4.0兆円
 ṕ Ṗ 約2.2兆円

Ẇ
V ể ễ

原子力発電

②試算の算定方法（損害費用：除染・中間貯蔵）
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【原子力発電施設の減損の費用】

Ẇ 2021年検証と同様、1年目から40年目までのそれぞれの年の中間時点で事故が発生したと
仮定し、それぞれの年の中間時点における原子力発電設備の残存簿価の平均額を損壊リス
クコストとして計上することとした。（2021年検証同様、原子力発電設備の残存簿価は
事故の発生時点によって変わりうる等の理由から、その損害額が平均的とは言えない東京
電力福島第一原子力発電所のケースは採用しないこととした。）

【算定方法】

Ẇモデルプラント竣工時の原子力発電設備の簿価のうち、建設費（追加的安全対策費も含む
）分の7,203億円は法定耐用年数の16年間で定率償却すると仮定。40年間の中間地点にお
ける残存簿価の平均額は1,145 となり、これを損壊リスクコストとして設定。

ṕ Ṗ

7,203 16 0.125 0.143 0.04294

→1年目から40年目までの中間時点における残存簿価の平均額は、1,145 億円

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

ṍ 7,203 6,303 5,515 4,826 4,223 3,695 3,233 2,829 2,475 2,166

ṍ 6,303 5,515 4,826 4,223 3,695 3,233 2,829 2,475 2,166 1,895

ḧ 6,753 5,909 5,170 4,524 3,959 3,464 3,031 2,652 2,320 2,030

11 12 13 14 15 16 17 ˙ 40

1,895 1,624 1,315 1,005 696 387 0 ˙ 0

1,624 1,315 1,005 696 387 0 0 ˙ 0

1,760 1,469 1,160 851 541 193 0 ˙ 0
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【核燃料の損失の費用】

Ẇ 核燃料サイクルコストには、核燃料費も含まれているが、事故による損失分の核燃料は追加で調達する必要があるた
め、事故による核燃料損失分は、2021年検証の試算を踏襲し、以下の算定方法に基づき、事故リスクコストとして損
害想定額に算入することとした。（装荷核燃料の残存簿価は事故の発生時点によって変わりうる等の理由から、その
損害額が平均的と言えない東京電力福島第一原子力発電所事故のケースを実績として参照しないこととした。）

【算定方法】

Ẇ 算定方法は以下のとおりとすることとした。
V モデルプラントで使用する総ウラン燃料価格を用いる。

※運転年数を60年とするケースについても、同様の算定方式とすることとした。
V 一般的なウラン燃料の炉内滞在年数が約5年。稼働年数を40年とすると、装荷されている1炉心あたりの最大装荷
燃料価格（A）は、404.7 億円（＝1.1円/kWh ×（120万kW×24×365×0.7×5））と推定される。

V 核燃料の装荷から減損完了まで（5年間）の中間地点で事故が発生すると仮定すれば、算定すべき核燃料損失（Ｂ
）は、最大装荷核燃料価格（A）の1/2 である202.4 億円として計上される。

V なお、原子力発電所には装荷前の燃料（＝「加工中等核燃料」）も存在するが、当該使用前燃料はプラント毎に貯
蔵量が異なることから、リスクコストとして計上しない。

モデルプラント 120万kW

最大装荷核燃料（Ａ）

装荷核燃料損失分（Ｂ）

×1/2

ṕ Ṗ
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【行政費用】
Ẇ 東京電力福島第一原子力発電所事故に起因して発生する費用も、前回を踏襲し、行政コス
トとして事故の費用に算入することとした。

Ẇ 具体的には、平成23年度から令和５年度の予算に計上されている原子力災害復興関係の
予算について、決算額（令和５年度は予算額）を計上することとした。

Ẇ これらの費用については、以下の考え方に基づき整理し、 2.6 を損害額に含めるべ
き行政費用として計上することとした。
V 二重計上となる補償契約や損害賠償仮払金、除染や中間貯蔵、汚染廃棄物処理に
かかる費用は除く。

V 原賠機構の拠出金や、除染等に係る研究開発等は、一度設立する、あるいはひと
たび知見を得れば、仮に次の事故が発生した場合には必ずしも同様の事業を実施
する必要がないと考えられるため、将来事故コストとして計上するのは適当では
なく、対象から除外。

V 本来であれば、一過性の費用と、一定期間にわたって発生しうる費用に分けて計
上すべきであるが、保守的に試算し、全て一過性の費用として計上。

ṕ Ṗ
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Ẇ は、2015 ךּףּ 、2011年発電コスト検証（以下、2011

年検証）の「2,000炉・年」に対して、追加的安全対策によって事故発生頻度が低減す

ることを考慮し、安全対策実施後のリスク評価（PRA）の改善幅等を総合的に勘案しつ

つ、十分に保守的に見積もって、ṡ4,000 ḱ Ṣとした。

Ẇ 2021 においては、ṡ4,000 ḱ Ṣ しつつ、事故リスク対応費用につい

ては、ṡ שּ צּ צּ ḭ

צּ פּ ḭ אל טּצּ Ṣと整理された。

Ẇ今回も2015年検証の議論を踏襲してṡ4,000 ḱ Ṣ ︣ כֿ ṕֿכ

0.6 /kWh Ṗ ︡ が、第3回WG及び第4回WGでの議論を踏まえ、そ

の数値を見直すこととした。

Ẇ見直しに当たっては、再稼働済10基（※）の原子力発電所のPRA が、追加的安全

対策の前後で 75 ể ︡ ךּ לּךּ はあるものの、現時点では、

ḱ אל כֿ צּ であることを踏ま

えれば、 ḭ ḭּפ ḭ があ

る。

（ ※）安全性向上評価においてPRAを公開している、美浜3号機、高浜3・4号機、大飯3・4号機、伊方3号機、川内1・2号機、玄海3・4号機

ṕ Ṗ
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Ẇ

V 10 ṕẑṖ PRAの改善幅（最小値）

が約7.7分の1（この場合の炉心損傷頻度は1/約21万炉・年）

2015 7分の1 2011

「2,000炉・年」を7倍して「14,000炉・年」とする

V PRA 7.7 1 2015

PRAの改善幅の反映割合（2.0/2.4） 6分の1 「2,000炉・年」を

6倍して「12,000炉・年」とする

Ẇ ễ WG Ệ WG 「

2,000炉・年」を6倍して「12,000炉・年」とする

Ẇ 新規制基準に基づく全ての安全対策の

評価の実績が積み上がり、事故リスク低減効果が明らかとなれば、それを適切に反映させる必要

がある。

（ ※）安全性向上評価においてPRAを公開している、美浜3号機、高浜3・4号機、大飯3・4号機、伊方3号機、川内1・2号機、玄海3・4号機

ṕ Ṗ
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ṕ Ṗ ṕֿכ Ṗ

ṥ2011 Ṧ

Ẇ「共済方式」を採用したうえで、「50基×40年＝2,000 ḱ Ṣ ︣

כֿ ︡ ḭ 。という考え方でコスト算定をするものとしたלּ

Ẇ追加的安全対策については、 ︣ כֿ 、また、安全規制との

関係を整理したうえで新たな安全規制が明らかになればその効果を勘案することが考え

られるが、2011年検証時点では、 קּ ךּ ḭ

︣ כֿ ךּףּ אל 。

ṥ2015 Ṧ

Ẇ2011年検証で採用した「共済方式」を踏襲しつつ、その上で、算定根拠について、

וֹףּ や、 ṕ

PRAṖ ṕ 2.4 1Ṗを総合的に勘案し、 、ṡ

2,000 ḱ Ṣ 2 ︡ ṡ4,000 ḱ Ṣ した。

Ẇなお、PRA については、2015年検証時点では全ての追加的安全対策について

定量的な効果が明らかになっているわけではなかったものの、 שּ ṡ

ךּקּ Ṣ ךּ ḭ新規制基準適合性審査の中で行われた

感度解析により、 צּ פּ ךּ ことをもって

、30 נּ לּ ể ︡ した。
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○ 既に設置変更許可を得た川内原発１・２号機、高浜原発３・４号機はもとより、現在審査
中の原発において、安全対策前のＰＲＡと一部の安全対策を実施した場合の効果を感度解
析したＰＲＡを評価。

○ ただし、安全対策実施後の感度解析は、３０を超える事故事象に対応して実施した対策の
うちの１つだけを考慮しただけであり改善効果は部分的しか反映されない。

※３０を超える全ての事故事象を考慮した場合の感度解析は、評価結果の更なる低下が見込まれる。

※ 全ての安全対策を行った後の総合的なＰＲＡ評価は、再稼働後１回目の定期検査の終了時点の状
態を対象として定期検査終了後６ヶ月以内に実施する安全性向上評価にて行うこととなっている。

Ṯ ךּ ṡ Ṣ ớờỌ ṯ

ớờỌ ớờỌ
※３０を超える事故事象の
うち１つのみを考慮

ṕ ễḭ ễḭ ểṌỆḭ
ễḭ ểḱỄḭ ễḱỆṖ

1.9×10 -4

（約5,200 炉・年
に1回）

8.3×10 -5

（約12,100 炉・年
に1回） ẑ 2.4 1

※ 既に設置変更許可を得た川内１・２、高浜３・４のみの場合、安全対策前のＰＲＡ（4,500 炉・年
に１回）から感度解析後のＰＲＡ（8,400 炉・年に１回）は、約１．８分の１に低下。

（出典）新規制基準適合性にかかる審査会合資料（原子力規制委員会HP）を基に事務局作成

ṕ Ṗ2015 ṕ וֹףּ ớờỌṖ
2021 ᾁ
⁮ Ɫ χԏ
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ṕ Ṗ ṕ Ṗ

ṥ2021 Ṧ

Ẇ算定根拠について、2021 ךּףּ צּ טּ ḭ

︡ צּבֿ ךּ であることを踏

まえ、保守的に見積もって、ṡ4,000 ḱ Ṣ した。

Ẇその上で、報告書において以下のとおり指摘されている。

V 、原子力発電の安全に関する費用として

、 נּ כֿ צּ 。

V現時点では、追加的安全対策が継続中であるが、 שּ

צּ צּ ḭ צּ פּ ḭ

אל טּצּ Ḯ
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ṕ Ṗ PRA
Ẇ再稼働済PWR12基のうち、再稼働後のPRAを実施した10基について、新規制基準に基
づく安全対策の評価を安全対策前後で比較すると、PRAにおける炉心損傷頻度は大幅に
低下（平均で約1/ 75）。

（出典）第40回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 資料3 159



Ẇ 損害費用を精査した結果、事故廃炉費用、賠償費用、除染・中間貯蔵、行政経費等の下限
は26 .2兆円。これを2021年検証時と同様、モデルプラントベースに補正し、17 .7 を
損害費用として算入する。

Ẇ 共済方式の算定根拠については、追加的安全対策の進展によりPRAの改善がみられるもの
の、現時点では、追加的安全対策の効果を損害額を含め定量的・精緻にそのまま反映させ
ることが困難であることを踏まえ、追加的安全対策の進展を可能な範囲で合理的に、かつ
、十分に保守的に見積もる観点から、ṡ12 ,000 ḱ Ṣとすることとした。

Ẇ なお、これまでの発電コスト検証における議論のとおり、追加的安全対策費と事故リスク
対応費用は、原子力発電の安全に関する費用として、併せて考えることが適当。追加的安
全対策は引き続き継続中であるが、新規制基準に基づく全ての安全対策の評価の実績が積
み上がり、事故リスク低減効果が明らかとなれば、それを適切に反映させる必要がある。

2024 וֹףּ

A)損害費用 円 ／B)算定根拠（炉・年）

C)モデルプラントの総発電電力量（kWh）
＝
A)17.7兆 円 ／B)12,000（炉・年）

C)70.6億（kWh）
＝0.2円/kWh

※なお、2015年検証を含め、過去の議論を踏襲して「4,000 炉・年」とした場合の事故リスク対応費用を試算
すると、単価は0.6円/kWh となる。
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Ẇ第四次エネルギー基本計画（2014年4月）で核燃料サイクル政策の推進が示されたことを踏ま
えて、 2015年検証で、核燃料サイクル費用の算定方法が整理された。その上で、核燃料
サイクルの推進については、第六次エネルギー基本計画（2021年10月）でも堅持されている
ことを踏まえ、2021年検証においても、同様の方法で算定した。

Ẇ今回の発電コスト検証においても、 し、各項目について、為替レートの変
動や再処理・MOX燃料加工事業費の見直し ど2021 פּ するこ
ととした。（詳細は次ページ）

[出典] 基本政策分科会に対する発電コスト検証に関する報告
（令和3年9月 発電コスト検証ワーキンググループ）を基に事務局作成

Â 1トン当たりのウラン燃料の調達費用及びその使用済燃料を繰り返しリサイクルする際の費用と、
1トン当たりのウラン燃料及びリサイクルされたMOX燃料による発電電力量を現在価値換算。

נּ
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項目
試算の基にした

施設等
2021年検証時からの事情変更 今回の試算における方向性

試算結果※１

（円/kWh ）

1.2(1.0)

ウラン燃料 調達実績 特に無し

2015年以降のウラン燃料調達実績が少なく、その実績をサン
プルとして試算に用いることは適切ではない。また、直近の
ウラン燃料の市場価格についての公表情報も存在しないこと
から、2011年検証で用いた2008年度～2010年度における調
達実績を基に、 ṇ 。

1.1(0.9)

MOX燃料
MOX燃料工場
（六ヶ所）

︡
（2021年検証当時：2.41

→ 2024年6月：2.43 ）

2024年6月に経済産業大臣が認可した「再処理等拠出金単
価」をMOX 。

0.1(0.1)

0.7(0.7)

再処理 六ヶ所再処理工場
︡

（2021年検証当時：14.4

→ 2024年6月：15.1 ）

2024年6月に経済産業大臣が認可した「再処理等拠出金単
価」を 。

0.6(0.6)

使用済燃料輸送 輸送実績 特に無し
2024年8月現在において、原子力発電所から六ヶ所再処理工
場への 。

- ※２

高レベル放射性
廃棄物処分

NUMOが整備する
処分場

人件費・物品費等の
等

（2021年検証当時：3.1

→ 2023年11月：3.4 ）

最終処分法に基づいて、経済産業省が2023年11月に算定し
た 。

0.0(0.0)

中間貯蔵
リサイクル燃料
備蓄センター 等

乾式貯蔵施設の ḱ
צּ したこと等に伴

う ︣ ṇ
2024年7月現在において、安全審査・建設の進捗を踏まえて、

ḱ 。
0.1(0.1)

1.9(1.7) ※3

ẑễ ṕ Ṗ

※１ 割引率3%。四捨五入の関係で合計が一致しないところがある。試算結果の（ ）内は、2021年検証の試算結果。
※２ 「使用済燃料輸送」は、①発電所から再処理施設まで、及び中間貯蔵施設から再処理施設までの使用済燃料輸送と、②発電所から中間貯蔵施設までの使用済燃料輸送にかかる費用であり、

①は「再処理」の試算結果に、②は「中間貯蔵」の試算結果に含まれる。

נּ
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平均取出燃焼度
UO2燃料：45,750 MWd /t
MOX燃料：40,000 MWd/t

（燃焼度）
1トン(t) のウラン等が、どれだけの熱量を出したかを示す指標
で、1MWを1日(d)出し続けた場合の熱の大きさを単位とし、
MWd /ｔで表示。

（平均取出燃焼度）
核燃料集合体の燃焼度の平均値。

炉内滞在時間 5年 新燃料を炉内に装荷し、使用済燃料として取り出すまでの期間。

熱効率 35.1% 熱エネルギーから電気エネルギーに変換される割合。

所内率 4% 発電所内で使用する電力量の発電電力量に占める割合。

再処理：中間貯蔵比率 50：50
今後、原子力発電所の稼働に伴って発生する使用済燃料のうち、
半数は六ヶ所再処理工場で再処理し、残りの半数は中間貯蔵し
た上で再処理するとの仮定に基づいたモデル。

次世代生成率 11%
使用済燃料からMOX燃料を製造した際の使用済燃料重量に対す
るMOX燃料重量の割合。

נּ ṕ Ṗ
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ṕ Ṗ

項目
割引率0% 割引率1% 割引率3% 割引率5%

今回 前回 今回 前回 今回 前回 今回 前回

ウラン燃料 0.89 0.73 0.96 0.79 1.09 0.89 1.20 0.98

MOX燃料 0.24 0.23 0.16 0.16 0.08 0.08 0.05 0.05

（フロントエンド計） 1.13 0.97 1.13 0.96 1.17 0.97 1.24 1.02

再処理等 1.50 1.50 1.07 1.07 0.58 0.57 0.33 0.33

中間貯蔵等 0.19 0.14 0.15 0.12 0.09 0.09 0.06 0.07

高レベル廃棄物処分 0.29 0.27 0.14 0.13 0.04 0.04 0.02 0.02

（バックエンド計） 1.99 1.91 1.36 1.32 0.71 0.71 0.41 0.42

計 3.11 2.87 2.49 2.27 1.88 1.68 1.65 1.44

※各項目ごとの四捨五入の関係で合計は一致しない。
※「再処理等」は発電所から再処理施設まで及び中間貯蔵施設から再処理施設までの使用済燃料輸送費を含む。
「中間貯蔵等」は発電所から中間貯蔵施設までの使用済燃料輸送費を含む。 

（単位：円/kWh ）
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¸ 5
 GX

¸

36
ṕ2,282 kWhṖ

¸ 2040 2040
 2040

【2023年の政策経費】

原子力発電

①政策経費（原子力）

【2040年の政策経費】

ẑGX 2023 10 2040

電源 原子力

予算額
（億円）

約3,139

政策経費
（円/kWh ）

1.3

電源 原子力

予算額
（億円）

約3,016

政策経費
（円/kWh ）

1.3～1.4



Ẇ 次世代革新炉（革新軽水炉、SMR（小型モジュール炉）、高速炉、高温ガス炉、核融
合）については、政府として、その開発・建設に向けた取組を実施している。

Ẇ 他方、これら次世代革新炉については、 צּ ︡ ףּ ￼、
צּ ךּ 、Ḯしたがってךּ ךּ צּ

ḭשּ כֿלּ צּ 。

Ẇ 以上を踏まえ、これらの電源については、 צּ ︡
︣ צּ ḭ ︣ כֿ ︡ 。

אל אל ךּ
ךּ

168



Ẇ 2021年検証においては、 ḱ ḭ ḭ
について、これら費用が増加した場合における単価への影響を確認する趣旨か

ら、 。

Ẇ 例えば、海外プラントの建設費が高騰している※という事例もある中で、各諸元の費用
が増額となる場合の単価を示すことは有益であると考えられるため、

ךּףּ ḭ ḱ ḭ ḭ
ךּ ḭ ︣ כֿ ︣ 。

Ẇ なお、海外と日本では、立地環境や規制内容などの条件が異なるため、海外建設費の高
騰が日本にも同様に当てはまるものではないことに留意が必要。

※海外の新設原発の建設費としては、セウル３、４号機（韓）：約32億ドル／基、ボーグル３、４号機（米）：約160億ドル／基、
フラマンビル３号機（仏）：132億ユーロといった事例が存在。（OECD NEA “Unlocking Reductions in the Construction 
Costs of Nuclear: A Practical Guide for Stakeholders”（2020）、米エネルギー省ウェブサイト、仏EDFウェブサイトより）
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ü

ü 1,000
1.0 /kWh

ỄḰ
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ể 0.004Ṍ0.01
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2.0

2.5

3.0

3.5

0 1,000 2,000 3,000

発
電
コ
ス
ト
増
分

建設費・追加的安全対策費の増額

ṕ /kWh Ṗ

ṕ Ṗ

1,000
1.0 /kWh

原子力発電

③感度分析（建設費・追加的安全対策費、事故リスク対応費用）

0.0000

0.0200

0.0400

0.0600

0.0800

0.1000

0.1200

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

発
電
コ
ス
ト
増
分

東京電力福島第一原子力発電所事故費用の増額

ˢד/kWhˣ

（兆円）

10兆円増加した場合、
約0.04～0.11円/kWh の増加

1兆円増加した場合、
約0.004 ～0.01円/kWh の増加
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0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

400 1000 1600 2200 2800 3400 4000

（円/kW h） Ṯ ṯ

３．核燃料サイクル費用

ü 例えば、ウラン調達価格の変動や、定格再処理量
（800tU ／年）到達時期の遅延等による再処理数量
減（稼働率低下）、あるいは、再処理工場の建設費
上昇等により単価が増加する可能性がある。

ü そのため、ウラン燃料、再処理、MOX燃料、高レ
ベル廃棄物処分及び中間貯蔵の単価が増加した場合
の感度分析を実施。

４．廃炉費用

ü 現行制度の範囲内で最大限見積もり可能な費用を盛
り込んでいるが、今後の廃炉の進展に応じた費用の
変化を鑑み、参考値として、右記の感度分析を実施。

Ṯ ṯ（円/kW h）

廃炉費用（億円）

行程別実施時点単価の増減割合（倍）

786億円

1.5

1.7

1.9

2.1

1.0

2.3

1.5 2.0

2.5

ウラン燃料
再処理
MOX燃料
高レベル廃棄物処分
中間貯蔵

ṕ ḭ Ṗ
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（注）2023年モデルプラント、設備利用率70％として試算

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

40 60

資本費 運転維持費 追加的安全対策費

核燃料サイクル費 政策経費 事故リスク対応費用（円/kWh ）

ṕ ךּ Ṗ

12.6 Ṍ/kWh
11.7 Ṍ/kWh

Ẇ 40 60 40 12.6 Ṍ/kWh 60
11.7 Ṍ/kWh
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11.4

˙
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24.6

˙

29.7
9.1 

˙
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14.8
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14.2 
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0.04 

0.04 

0.6 

ƜǄƣƠƢǄƐƮƠƢǄƐƮ

6,000kW 1,500kW 0.7kW

72.3% 36% 79.5%

ᴶ 30 30 12

ｶﾞｽｺｼﾞｪﾈ 石油ｺｼﾞｪﾈ 燃料電池

運転維持費

ẇ ṕ2023 Ṗ

2023年

ƜǄƣƠƢǄƐƮƠƢǄƐƮ

6,000kW 1,500kW 0.7kW

72.3% 36% 89%

30 30 15

ẇ ṕ2040 Ṗ

石油ｺｼﾞｪﾈ 燃料電池

資本費    

CO2対策費用
CO2

ṕ Ṗ

燃料費 

Ễ
CIF ṕ Ṗ
ԉ֪Ԑԍԏ֪ӽ֔ LNG ԍ
ԏ֪ӽ֔ CIF ṧ

ԉ֪Ԑԍԏ֪ӽ֔
ԍԏ֪ӽ֔A

WEO2024
ԏ֑֤Ԉ

排熱価値

●各費用の考え方

政策経費

ṕR5 Ṗ

ｶﾞｽｺｼﾞｪﾈ

コジェネ・燃料電池

足下（2023年）及び将来（2040年）の発電コストの内訳

CO2

(CIF)
Ṍ

( )

-8.2
~

-8.9

-12.0
~

-13.5

2040年

ᴣ

(CIF)
Ṍ

( )
[ /kWh]

15.8~16.9
16.5~17.5

33.4~37.2

35.4~39.1

25.6Ṍ30.1

-8.0
Ṍ

-11.7

18.0Ṍ21.9

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。

174

-11.3
~

-12.7

-8.8
~

-9.6

-8.7
Ṍ

-12.9



コージェネレーションシステムの発電コスト検証の考え方

Ẇ ṕ Ṗ ṕ Ṗ

Ẇ

Ẇ ṕ2021 Ṗ
ṕ2021 Ṗ

天然ガス、石油等

電気エネルギー ４５～２０％

熱エネルギー ３０～６０％
100

コージェネレーションシステム

ガス製造所・製油所等

需要地
（工場・ビル等）

論点１：熱価値の考え方

論点２：燃料による差異 論点３：燃料費の扱い

＜コジェネの論点＞
¸ 論点１：熱価値の考え方ṕ Ṗ
¸ 論点２：燃料による差異ṕ Ṗ
¸ 論点３：燃料費の扱いṕ Ṗ
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熱価値の考え方
Ẇ

Ễ

Ẇ2021 2015

Ẇ WG 2021

ԁ χ ṓϬ ϙ β∑τ Ⱳτ βϥ χᴣ Ϭ
ὓ▄ΰʺζϦϬ Τϣ₯ΰԏΨʻ

♥

選択肢②

ẑ  Ṭ ú

ЀІЕ
Ɫ ˴ ˴֫ Ḛ ˵ ᴣ

¸άχ ›ʺᶆ⁯χם τ ΰθ χᴣ Ϭ βϥ ʻ

Ҝ χ ϬЩϱжπ ϥθϛτ σ π ΰὓ▄ʻ

ӡ θϤχ◕ ᴣ ὥ
ᴣᶊ ΑȾὸ

ӡ θϤ ὡὬȾὸ
Щϱж῟

【 熱価値の考え方】
【 コジェネの活用状況 】

コジェネの排熱コジェネによる発電

コジェネの導入イメージ

コジェネの活用状況例

ẋOECD/IEAṕ ¬Projected Costs of Generating Electricity (2020)º Ṗ ṕ2020 1MWh
37$/MWh Ṗ  
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燃料による差異と足下のモデルプラントの考え方①

Ẇ ṕ
Ṗ 2021

Ẇ ể

石油コージェネレーション

燃料電池

天然ガスコージェネレーション

¸ ỄỉṾṕ Ṗ
¸ 500Ṍ

2,000kW ṕ Ṗ
¸

¸ ệịṾ
¸ 100kW

ṕ Ṗ 300Ṍ1,000kW Ṍ ṕ Ṗ
5,000 Ṍ7,000kW ṕ Ṗ

¸

¸ ṕ Ṗ
¸ LPG

700W
¸ 2009 ệỂ
¸ 177
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Ẇ

2021

【モデルプラントの規模の考え方】

¸ ガスコジェネ 石油コジェネ ṕ2023 Ṗ 導入実績の平均値

¸ 燃料電池 市販されている機器の標準的な出力

【設備稼働率の考え方】

¸ ガスコジェネ 技術的な稼働特性ṕẑṖ
設備稼働率を算出 直近ṕ2023 Ṗのガスエンジンとガスタービンの導入量（それぞれ約６

割、約４割）で加重平均

ẑ  

ẑ ṕ Ṗ

¸ 石油コジェネ ṕ
Ị

Ṗ

¸ 設備稼働率の実態

ẑ

ṕDRṖ 再エネ導入拡大に伴い重要性が高まる調整力に貢献

災害等非常時の電力供給のバックアップ

【資本費・運転維持費の考え方】

¸ モデルプラントと同等規模の機器 資本費 運転維持費
実績値の平均値ṕ Ṗ

燃料による差異と足下のモデルプラントの考え方②
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燃料費の扱い

Ẇ Ễ

Ẇ2021

¸

LNG

選択肢①

¸

ẑ

選択肢②

ＣＩＦ価格＋諸経費

都市ガス導管

ガス製造所

需要地（工場・ビル等）

ＬＮＧ

都市ガス料金

ガスコジェネ

ＣＩＦ価格

ＬＮＧ火力発電
所

電気料金
送電網
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将来（2040年）の費用低減の考え方（ガスコージェネレーション）

【費用低減の考え方】

Ẇガスコジェネ 発電効
率の向上

Ẇ ガスエンジン
51.0Ṿṕ2023 Ṗ NEDO

ṕẑṖ 2.8Ṿ
ẑ ṕ2017 Ṍ2022 Ṗ

Ẇ
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Ẇ 2021
2020

Ẇ
Ṅ

現状
将来見込み

2040年想定

固体高分子形燃料
電池（PEFC）

37.0%
41.0

~59.3 Ṿ

固体酸化物形燃料
電池（SOFC）

49.6Ṿ

ẑHHV
ẑNEDO 2040

ẑ PEFC SOFC  

発電効率の将来想定

0.5 1.1 
2.5 

4.9 
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16.1 
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25.7 
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43.3 

48.0 

52.0 
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将来（2040年）の費用低減の考え方（家庭用燃料電池）



Ṯ ṯ
¸ 2023 2022

2023 ṕṕ Ṗ Ṗ
1189 .4 kW 646 kWh

¸ 2040 2040
2040 ṕ /kWh Ṗ

Ṯ ṯ
¸ 2023 50 ṕṕ Ṗ

Ṗ 21
kWh

¸ 2040 2040
2023

【2023年のコジェネ・燃料電池の政策経費】

コジェネ・燃料電池

政策経費の考え方

電源 ｺｼﾞｪﾈ 燃料電池

予算額
（億円）

約23 約12

政策経費
（円/kWh ）

0.04 0.6
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【検証の位置づけ・進め方】

¸  

¸ 統合コストの一部を考慮した発電コスト
ṕ2021 Ṗ

¸ 前回（2021年）検証と分析手法の継続性を確保 その後の研究の進展を適切に反映
ṕLCOEṖ

 

Å 検証の大枠 委員から最新の研究成果を発表

Å 委員に試算 試算結果を委員
から発表 ṕ2021 Ṗ

Å 前回（2021年）と同様、ワーキンググループの報告書に掲載 エネルギー基本計
画の検討の参考材料として、「統合コストの一部を考慮した発電コスト」の検証結果を含め、基本政策分科
会に報告

184

統合コストの一部を考慮した発電コスト

基本的な考え方①（総論）



【検証の前提となる電力システムの考え方】

¸ ある電力システムの状態が達成された状態
ṕ Ṗ

ṕ

Ṗ

¸ ṕ2021 Ṗ 2030  

 エネルギ
ーミックスは2040年度を対象 2040年度エネルギーミックスの素案を待つことなく、2040
年度の電力システムの状態を何らか便宜上設定した上で、検証を進める必要

¸ 前提 基本政策分科会における議論も参考にしつつ 2040
日本の電力システムを 委員が試算に際して便宜上設定

V ṕ2021 Ṗ 電源立地や系統制約を考慮した分析 ṕ2021
Ṗ エリアに区分

V 電力システムにおける変動再エネ（太陽光＋風力）の比率により大きく変わる
変動再エネの設備容量変化の影響を把握するため、複数ケースを設定 検証を実施 2040

変動再エネの割合（
設備容量ベース）が４割・５割・６割のケース（A,B,Cケース）
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基本的な考え方②（検証の前提となる電力システムの考え方）



【各電源を電力システムに入れる際に追加的に生じるコストとして考慮する要素】

¸ ṕ2021 Ṗ 各電源を電力システムに入れる際に追加的に生じるコスト 以下①
～③に分解し分析

発電電力量の減少 系統安定化のための調整電源（火力等）の可変費
変化（燃料種・運転効率・起動停止等）

 揚水で蓄電・放電することによる充放電損失 再エネの出力抑制 電力量
損失 可変費変化

 追加した電源自身 設備利用率の変化 ṕLCOEṖ 固定費変化

¸ ṕ2021 Ṗ 2040年時点において各電源を電力システムに
入れるための手法として一定程度社会実装することが想定されるもの

(a) 系統用蓄電池等の導入や給湯器等によるディマンドリスポンス
(b) 電力需給の時間内変動と予測誤差を埋めるための調整力の提供

186

統合コストの一部を考慮した発電コスト

基本的な考え方③（追加的に生じるコスト要素）



【試算の対象電源】

¸ ṕ2021 Ṗ 事業用太陽光、陸上風力、原子力、LNG火力、石炭火力  

¸ 2040
2040

事業用太陽光、陸上風力、着床式洋上風力、原子力、LNG火力、脱炭素火力（水素10%混焼、アンモニア
20%混焼、CCS付火力）

ẑ 2040

 

¸

ṕLCOEṖ 「蓄電池と自然変動電源を併設したプラント」の
LCOEの諸元についても、整理 ṕ Ṗ

187

統合コストの一部を考慮した発電コスト

基本的な考え方④（試算の対象電源）



¸ 常に電気を使う量と発電する量（需要と供給）のバランスを維持
周波数に乱れが生じ、最悪の場合は大規模停電

¸ 連系線整備、揚水、蓄電池などの調整力の活用 再エネ電
源の出力制御を行う 出力変動への対応

＜電力需給のイメージ＞

（参考）出力変動への対応
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統合コストの一部を考慮した発電コスト

2040年の試算の結果概要

ể. 4ḯ5ḯ6

ṕ Ṗ

ỄḰ ṕ Ṗ
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¸ 2040 自然変動電源（太陽光・風力）を電力システムに入れるための手法として一定程度社会実装すると想定

される技術を一定程度考慮に入れた場合

¸ 給湯器や電気自動車（EV）によるディマンドリスポンス（DR）が深化した場合

ṕ Ṗ

¸ 「蓄電池と事業用太陽光/陸上風力を併設したプラント」 ṕ Ṗ

¸ DR LCOE

こうした技術が自然変動電源を電力システムに入れるための手法として有効であることが確認

ẑ ṕDRṖ ṕ2024 5 ểṖ ṕ Ṗ

ẑ LCOE
LCOE

ẑDR ệ

ṧ
ṇ

ṧ
EV

ṧ
EV

( )

蓄電池を併設することによる効果DRが深化した場合の効果

ṧ ṧ

■

ーLCOE

統合コストの一部を考慮した発電コスト

（再掲）（参考）2040年の試算結果（DR・併設蓄電池）



・資本費

・運転維持費

・燃料費
・社会的費用※1

電源別の
発電コスト

統合コストの一部を
考慮した発電コスト

・発電設備容量の維持にかかる費用

・地内送配電網の損失と運用容量

・将来的な調整力としての水素の大規模活用

・極端気象による予測誤差

・基幹送電網につなぐ費用

・基幹送電網の整備費用

今回の試算にあたって考慮した要素
発電電力量の減少

系統安定化のための調整電源（火力等）の可
変費変化（燃料種・運転効率・起動停止等）

揚水や蓄電池で蓄電・
放電することによる充放電損失 再エネの出力抑
制 電力量損失 可変費変化

③ 追加した電源自身 設備利用率の変化
LCOE 固定費変化

④ ディマンドリスポンス※2

⑤ 電力需給の時間内変動と予測誤差

今回検証に十分に含まれない要素

統合コストの一部を考慮した発電コスト

¸ Ṍ

ẑ各電源を電力システムに入れるための手法として、今回新たに、系統用蓄電池などの蓄電池やディマンドリスポ
ンス等も一定程度考慮

191

ẑ1 ḲCO2 ṕ Ṗ
ẑ2

統合コストの一部を考慮した発電コスト

費用計上される項目



¸ 天候・時間帯による太陽光・風力の発電量変動等を吸収する際は、運用費用最小の最適化のシミュレーションに
より、原則、火力→揚水・蓄電池→太陽光・風力の順に出力調整。

ü 2040 ṕ Ṗ

ṕ CO2 Ṗ

ü 2040 ṕ Ṗ
ṕὀ Ṗ

ṕ Ṗ

ü

ṕ2021 Ṗ ṕ
LNG Ṗ

統合コストの一部を考慮した発電コスト

電力システムの運用
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¸ 2040
ṕ Ṗ ṕ ṌP.189

Ṍ Ṗ

Å 太陽光 ẓ

LNG
ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

Å 風力 ẓ ṕ
Ṗ

Å LNG火力 ẓ ṕ Ṗ
ṕ Ṗ

ṕ Ṗ
CCS LNG

Å CCS付石炭火力 ẓ LNG CCS LNG
ṕCCS Ṗ

CCS LNG CCS
ṕἲCCS Ṗ

Å 原子力 ẓ
ṕ

Ṗ ṕ Ṗ

¸

統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考）結果①

ẑ ṕ2024 5 ểṖ 193



Aケース（変動再エネ容量4割のケース）

LNG
ṕ Ṗ

LNG

10%
20%

CCS
LNG

CCS

⓪ ① ② ③ ④ ⓪ ① ② ③ ④

⓪ ① ② ③ ④⓪ ① ② ③ ④⓪ ① ② ③ ④ ⓪ ① ② ③ ④ ⓪ ① ② ③ ④

⓪ ① ② ③ ④ ⓪ ① ② ③ ④

縦軸：円/kWh

⓪LCOE
①ディスパッチ等
②発電電力量
③設備利用率
④統合コストの一
部を考慮した発電
コスト

統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考）結果②
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Bケース（変動再エネ容量5割のケース）

LNG
ṕ Ṗ

LNG

10%
20%

CCS
LNG

CCS

⓪ ① ② ③ ④ ⓪ ① ② ③ ④

⓪ ① ② ③ ④⓪ ① ② ③ ④⓪ ① ② ③ ④ ⓪ ① ② ③ ④ ⓪ ① ② ③ ④

⓪ ① ② ③ ④ ⓪ ① ② ③ ④

縦軸：円/kWh

⓪LCOE
①ディスパッチ等
②発電電力量
③設備利用率
④統合コストの一
部を考慮した発電
コスト

統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考）結果②
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Cケース（変動再エネ容量6割のケース）

LNG
ṕ Ṗ

LNG

10%
20%

CCS
LNG

CCS

⓪ ① ② ③ ④ ⓪ ① ② ③ ④

⓪ ① ② ③ ④⓪ ① ② ③ ④⓪ ① ② ③ ④ ⓪ ① ② ③ ④ ⓪ ① ② ③ ④

⓪ ① ② ③ ④ ⓪ ① ② ③ ④

縦軸：円/kWh

⓪LCOE
①ディスパッチ等
②発電電力量
③設備利用率
④統合コストの一
部を考慮した発電
コスト

統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考）結果②
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ẑ ṕ Ṗ

統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考）委員試算における解析条件①

ṕ2024 5 ểṖ
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ẑ ṕ Ṗ

統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考）委員試算における解析条件②

ṕ2024 5 ểṖ



199
ẑ ṕ Ṗ

統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考）委員試算における解析条件③

ṕ2024 5 ểṖ



¸ 2040
地域間連系線の増強費用や蓄電池の整備費用

統合コストの一部を考慮した発電コストの計算には含まれない

¸地域間連系線の増強費用 ṕ
Ṗ ṕ Ṗ

¸蓄電池の整備費用 2040 20.9GW
ṕẑṖ 2.2Ṍ3.7
ẑ 53 ṕ2024 12 2 Ṗ 10 kW

20.8GW 6.0 /kWh 2040 3.6

/kWh ễ

200（出典）OCCTO 広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）

統合コストの一部を考慮した発電コスト

【参考】系統の増強費用・蓄電池の整備費用



【蓄電池併設再エネ設備】モデルプラントの考え方
【「蓄電池併設再エネ設備」のモデルプラント】

¸ 事業用太陽光 陸上
風力 蓄電池を併設 併設蓄電池の容量（設備規模）

¸ 事業用太陽光への併設はその供給シフトによる追加的
な便益の確保 陸上風力への併設は送配電事業者の変動緩和要件への対応 再エネ設備の規模（設備容量）
に対する蓄電池の容量（設備規模）の比率の考え方に差異があるため、両者の発電コストは単純比較できない点に留意が必要

ṕ Ṗ Ḳ 250kW Ṋ  750kWh(*1)

Ḳ 30,000kW Ṋ 19,200kWh(*2)

ẑ 併設蓄電池の容量（設備規模） 満充電状態から放電可能な総電力量

ẑ併設蓄電池の稼働年数は再エネ設備に合わせて設計される傾向 併設蓄電池の耐用年数は、再エネのモデルプラントと同一ṕ Ḳ25
30 Ḳ20 25 Ṗ

ẑ LCOE

【「蓄電池併設再エネ設備」の発電コスト（LCOE）の計算方法】

¸ IEA/OECDṕOECD, ¬Projected Costs of Generating Electricityº, (2020) Ṗ
ṕLCOEṖ 総費用 再エネと併設蓄電池の費用の合計額 総発電電力量 蓄電池の充放電ロスを考慮
した値 2040 ṕLCOEṖ
ẑ ṕ2023 Ṗ

¸ ṕ Ṗ 今回の発電コスト検証において検証いただいた事業用太陽光・陸上風力と
同一 ṕ Ṗ 実績等を踏まえて次項のとおり設定

ẑ FIP 2024
併設する再エネ設備からの充電のみを考慮する 「系統充電費用」はゼロ

ẑ ể ể
蓄電池の特性として、蓄電池の充放電ロス率（10%）・蓄電池の充放電深度（蓄電池の容

量（設備規模）に対する放電量の比率、90%）・蓄電池の充放電容量の劣化（1%/年）などを加味して算出

(*1) ṕ ṕ ệ ṖṖ (kW) ṕ Ṗ(kWh)

(*2) - ESS  - 2024 (kW) ṕ  Ṗ(kWh)

( + ṧ )ṧ ( ṧ ṧ ṧ )

(kWh) Ṩ (kWh)
LCOE( /kWh) = 
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【蓄電池併設再エネ設備】モデルプラントの諸元
【併設蓄電池の資本費のうち建設費】

¸ 併設蓄電池の建設費は、蓄電池の容量（設備規模）（満充電状態から放電可能な総電力量、kWh）に応じて定まる
(*1)

9.5 /kWh 6.0 /kWh

ẑ PCS (kW) (h) Ṅ
ṕ Ṗ ṕkWhṖ

¸ IEAによる蓄電
池の建設費単価の低減見通しと同等程度に、2040年にかけて40％程度低減すると想定

5.7万円/kWh 3.6万円/kWh

ẑIEAṕ¬Batteries and Secure Energy Transitionsº (2024)Ṗ STEPS
2時間容量の蓄電池の世界平均の建設費 足元から2040年にかけて40%程度低減

IEA

【蓄電池費用のその他の諸元（案）】

¸ ṕ Ṗ

(*1) ṕ Ṗ ṕ
Ṗ ṕ Ṗ

ṕ ṕ ễ ṖṖ
(*2) ṕ ṕ Ệ ṖṖ

ệ%
OECD Projected Costs of Generating Electricity 2020

0.21 /kWh/ (*2)

Ṯ ṯ
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蓄電池併設太陽光（事業用）（2040年）
政策経費あり 18.7～21.3円/kWh
政策経費なし 18.3～20.9円/kWh

※太陽光（事業用）モデルプラントの諸元に起因して幅が生じている。

0609AM 再生可能エネルギー

（参考）蓄電池併設再エネ 発電コストの内訳
蓄電池併設陸上風力（2040年）

政策経費あり 13.6～15.6円/kWh
政策経費なし 11.2～12.7円/kWh
※陸上風力モデルプラントの諸元に起因して幅が生じている。

太陽光（事業用）に関わる資本費
ṕ4.7 /kWh Ṗ
ṕ0.4 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ

併設蓄電池に関わる運転維持費

ṕ4.2 /kWh Ṗ

併設蓄電池に関わる資本費
ṕ6.5 /kWh Ṗ
ṕ0.6 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ

併設蓄電池に関わる運転維持費

ṕ0.5 /kWh Ṗ

併設蓄電池に関わる資本費
ṕ0.5 /kWh Ṗ
ṕ0.05 /kWh Ṗ
ṕ0.01 /kWh Ṗ

太陽光（事業用）に関わる運転維持費

ṕ3.1 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ0.4 /kWh Ṗ

ṕ0.03 /kWh Ṗ

政策経費
IRR ṕ2.7 /kWh Ṗ

ṕ0.2 /kWh Ṗ

陸上風力に関わる資本費
ṕ6.6 /kWh Ṗ
ṕ0.6 /kWh Ṗ
ṕ0.2 /kWh Ṗ

陸上風力に関わる運転維持費

ṕ4.3 /kWh Ṗ

（基本ケース）政策経費あり 20.2円/kWh
   政策経費なし 19.7円/kWh

（基本ケース）政策経費あり 15.6円/kWh
    政策経費なし 12.7円/kWh

ṕ Ṗ
ḲIEA

Ḳ

ẑ
ṕ Ṗ Ḳ250kW

Ḳ750kWh
ḲIEA

Ḳ

ẑ
Ḳ30,000kW
Ḳ19,200kWh

※各項目の値を四捨五入して表示しているため、各項目の数値が一致していても、合計値が異なる場合がある。
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統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考）OECDにおける電力コストの議論①

Ẇ ṕFull cost of Electricity Provision Ṗ ễ

ṕểṖ ṕ ḲLCOEṖ

ṕỄṖ ṕ Ḳ Ṗ

ṕễṖ ṕ Ḳ
Ṗ

Ẇ ṕỄṖ ṕGrid- level system  costṖ

Source: OECD (2018) The Full Cost of Electricity Provision 

電源の発電コスト 電力システム全体のコスト
（内訳は次ページ） 電力システムの外部への

影響（大気汚染、雇用、
経済影響など）
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統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考）OECDにおける電力コストの議論②
ẆṕỄṖ ễ

Ḳ

 Ḳ

 Ḳ

Ẇ

ểḲ 特定国の分析ではなく、既存の論文等の平均値を集計
ỄḲ ṕ Ṗ ṕ ṖOECD (2018) The Full Cost of Electricity Provision 

接続コスト 系統コスト バランシング
コスト

プロファイル
コスト
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統合コストの一部を考慮した発電コスト

ṕ Ṗ

統合コストの一部を考慮した発電コスト OECD

Ḳ

統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考） OECDにおける電力コストの議論①
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OECD ṕ2024 Ṗ WG
WG OECD

ṕễṖ

ễḰ / ṕExternal / 

Social costs outside the electricity system Ṗ

ṕểṖ

ṕỄṖ

ṕ ṖOECD/NEA (2018) The Full Cost of Electricity Provision

ểḰ

ṕPlant - level costs Ṗ

ỄḰ

ṕGrid- level System costs)
ṕểṖ

ṕỄṖ /

Å

Å

Å

Å

Å
 

Å SOx NOx
 

Å Social Cost of Carbon
 

Å
 

Å
 

Å
 

Å
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統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考） OECDにおける電力コストの議論②



統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考）世界における検討①（英国）
¸

¸ OECD、米国、英国 試算

¸ LCOEに比べ、分析や表現手法が国際的に確立しておらず、各国が試行錯誤で取り組んでいる。

電源別の発電コスト（LCOE） 電力システム全体への負荷を考慮したLCOE

ü LCOE
ü LCOE
ṕ Ṗ

LNG火力 陸上風力 洋上風力 CCS付LNG火力事業用太陽光

LNG火力 CCS付LNG火力 陸上風力 洋上風力事業用太陽光

ü ṕ Ṗ kWh ṕLCOEṖ

ü ṕ2020 Ṗ ṕệ ể Ṗ LCOE

ELECTRICITY GENERATION COSTS 2020 208



統合コストの一部を考慮した発電コスト

（参考）世界における検討②（米国）

電力システムへの影響を考慮した回避費用（LACE）

ü LCOE
ü Ẇ ԃ

ü ṕ Ṗ LCOE

ṕLACE : Levelized Avoided Cost of Energy Ṗ ṕ2023 Ṗ

ẑLACE

LACE LCOE

石
炭
火
力

コ
ン
バ
イ
ン
ド

サ
イ
ク
ル
発
電

地
熱

洋
上
風
力

バ
イ
オ
マ
ス

陸
上
風
力
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